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第７日目（６月２０日） 

○議   長（松原良道君）  おはようございます。散会前に引き続き本会議を再開いた

します。 

ただ今の出席議員数は３０名であります。これから本日の会議を開きます。なお荒井農林

課長から公務出張のため欠席の届けが出ておりますので、これを許します。 

（午前９時３０分） 

○議   長  ここで事務局より配付資料の説明がございます。 

○議会事務局長  （説明を行う。） 

○議   長  本日の日程は一般質問といたします。なお一般質問の質問時間制限は、再々

質問の時間を含めて１人３０分以内といたします。１回目の質問に限り登壇して行っていた

だきます。また質問内容を制限するものではありませんが、極力簡潔明瞭に質問していただ

きたくご協力をお願いします。順番に発言を許します。 

質問順位１番、議席番号１１番・関 昭夫君。 

○関 昭夫君  おはようございます。６月議会一般質問のトップバッターでございますが、

今回も２５人の質問者がいらっしゃいます。この２５人の一般質問から市長が市政執行への

ヒントをひとつでも多く得ていただければと願うものでございます。 

それでは通告にしたがいまして一般質問を行わせていただきます。 

１ 消防署について 

今回の質問ですがまず１つ目としまして、消防署についてということでお願いをしたいと

思います。消防署の本庁舎の老朽化は、おおげさに言えば市民の誰が見てもわかる周知の事

実であると思います。地盤沈下の影響も受け、建物のみならず、外構まで傷んでいるのが目

につくところでございます。消防署の改修は防災、救急の拠点として必要性、重要度、緊急

性等、どれをとっても私は最上位に位置していると思っております。 

市長は本会議初日の一般会計補正予算審査のなかにおいて中沢俊一議員の質問に答え、職

業訓練施設を利用したいと、新庁舎の建設は考えていないという答弁があったわけです。そ

のような発言をされたということは、既に具体的な考えをお持ちのことだろうと思っており

ます。その内容についてお伺いをしたいと思います。 

まず１番目として、どのような構想のもとに計画をするのか。一言で言ってしまえばこれ

ですべてということなのでしょうけれども、答弁にありました職業訓練施設、職業訓練校の

活用、これも構想だと思っておりますが、ご自分で考えている訓練校の活用方法をお聞かせ

いただきたいと思います。 

２番目にいまだに始まらない理由と具体化の時期はいつかということです。財政難が最大

要因かもしれませんし、国道１７号線のバイパス問題や県道改良も絡んで、土地利用の計画

も支障になっているのかしれません。１０年ほど前から庁舎問題が囁かれていると聞いてお

りますが、本当のところはどういうことなのかお聞かせをいただきたい。またいつになれば

始まるのか、見込みをどうお考えなのかお伺いをしたいと思います。 
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３番目、職業訓練施設はどうするのか。職業訓練施設を利用したいということは、職業訓

練施設をこの後どうするのかということに思いがいくわけですが、廃止するのか代替施設を

整備するのか、また他に適当な施設がありそれの利用をお考えなのか、お聞かせをいただき

たいと思います。 

４番目に、新庁舎は建設しないという答弁だったわけですが、なぜ考えないのかというこ

とです。財政難が最大要因かもしれませんが、結果として無駄使いということもあります。

真意をお伺いしたいと思います。 

５番目、高度化、広域化への対応や防災、救急の拠点としての機能を確保できるのかとい

うことです。近年特に消防署の役割が重要になってきています。また消防署の設置も人口１

０万人規模への合理化が求められているようですし、国の目指す方向としては、３０万人規

模も検討課題にあがっているという話もあります。少なくとも近隣の市町村との広域化もま

たさらに検討しなければならない課題ではないかというふうにも思っておりますが、訓練校

の活用で拠点施設として高度化、広域化への対応と機能確保ができるとお考えなのか、お伺

いをしたいと思います。 

６番目ですが、消防署の機能強化を考えていないかということです。防災無線の整備や非

常備消防との連携、消防機材の拡充、救急体制の強化とあわせ、さらに防災拠点としての機

能強化。例えばヘリポートの設置、災害用の緊急資機材の備蓄と管理等、施設整備のお考え

はないかお伺いをしたいと思います。 

２ 可燃ごみ焼却施設について 

次に島新田にあります可燃ごみ焼却施設、ガス化溶融炉のことについてでございます。現

在稼働中の可燃ごみ焼却施設の仕様・能力について市民に再度周知する意味で改めて市長に

お伺いをいたします。焼却場の契約議決は平成１３年５月、南魚沼広域連合の臨時議会だっ

たと思っております。ここにおられる議員のなかにも何人かの方が出席をされていたと記憶

しておりますが、いろいろな質疑が続きまして、会議が終了したのは予定を大幅に超過した

午後７時半過ぎだったというふうに記憶をしております。 

さて、私を含めて多くの市民が、何でも燃やせる環境に優しい施設で、煙も出ない施設だ

と思い込んでいます。その原因というかなぜそういう思い込みに至ったかというと、やはり

シャフト方式のガス化溶融炉を、一言でいえば溶鉱炉と同じだと。そういう事前情報の発言

から始まったのだと思っております。 

しかし、最近ではどうも違うらしいという話もちらほら聞こえてまいります。匂い、臭気

の問題で、いや、利用するにあたって従来より不便に感じている部分。またここにきてごみ

袋の値上げ等、利用者側もコストアップを含め不審に思い始めております。ごみ処理の有料

化を始めた当初は、ごみ減量とコスト意識の周知が目的であったというふうに思っておりま

すが、ごみ袋の収益で地元還元施設をつくったことも市民は承知をしております。しかし、

ここにきて値上げをする。確かに利用者負担と考えれば処理コストに見合う負担が必要にな

っていくものと思いますが、ごみ処理はあくまでも行政の責任でもあるというふうに思って
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おります。 

そこで償却施設の本当の姿を市民に知ってもらい、高額な施設を有効に、そしてコスト負

担を押さえて安全確実に長く使っていくために、お互いが協力しあわなければならないとい

う考えで質問をさせていただきたいと思います。 

１番目、入札を行うにあたっての条件提示の内容はどうであったのでしょうか。まず建設

するにあたって、造ろうとした施設はどのようなものだったのか、改めてお伺いをします。

処理能力、それとダイオキシン類等の公害防止基準への適合が最重要テーマであったことは

わかりますが、従来より使い勝手のよい施設を目指さなかったのでしょうか。入札前に当然

業者に対してこのような施設をつくりたいという条件を提示していると思いますが、その内

容を簡潔にお願いしたいと思います。 

現在新潟市になりましたが、鎧潟クリーンセンターでは分別しないで、燃やせるものは何

でも燃やして処理をする、ということを前提に施設整備を行ったと聞いております。これも

ひとつのコンセプトだったのだと。要は使い勝手のよい施設を造りたいという意識だったの

だと思いますが、当市の施設はどうだったのでしょうか。 

２番目、焼却場の契約後に取り決めた最終仕様の内容はどうだったのでしょうか。記憶を

たどると契約議決の議会では、詳細な施設の仕様設計は本契約後に協議すると言っていたよ

うに覚えております。この辺は多少曖昧ではありますが、入札前に考えた施設の姿は最終的

に決定された施設の仕様や建設に反映されたのか、お伺いをしたいと思います。 

３番目、広域議会で執行部側が発言したことは実現できるのかということです。先ほども

言いましたが、一言でいえば溶鉱炉と同じで単純な造りであり、何でも燃やせる、そういう

施設だそうです。できれば宮最終処分場の埋設物、これを取り出して再溶融も行いたいとの

発言もありました。また産業廃棄物も余裕ができれば、可能であれば受け入れたいとの――

これは非公式でありましたが――発言もありました。本当に何でも燃やせるのか。先ほどの

施設の仕様のこともありますが、焼却場が燃やせるものは何か、以前の発言等の実行は本当

に可能なのか、お伺いをしたいと思います。 

４番目、法規制や社会情勢の変化に対する柔軟性は施設にあるのかということでございま

す。１回造れば長期にわたって使用しなければならない施設であるわけです。法律の基準が

変わって厳しくなってもある程度の対応がきく施設なのか。また最近話題になっているアス

ベスト等に関しても当市の施設は対応がきく施設ではないかというふうには思っております。

他にも多種の危険物の処理が溶融温度を考えると可能なように感じられますが、残念ながら

今のままでは対応はできないというような話を伺いました。 

このような現状も含め、今後予想される変化に対応して施設の改良、改造ができるような

施設なのか。もうしっかり固まっていすぎて改造なんか不可能なのか。いや十分に対応がき

くのか。その辺をお伺いしたいと思います。 

ちなみに川崎技研――このガス化溶融炉をつくったメーカーですが――川崎技研のホーム

ページからはいろいろな技術がありまして、お金さえかければ何でもできるような記述にな
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っておりますが、一緒のものではなく、それぞれ付帯設備として別々に造るような感じに見

受けられました。既存の施設の一部改造で変化への対応がきくような柔軟な施設なのでしょ

うか。お伺いをしたいと思います。 

５番目、維持管理費の当初想定と現状ならびに今後の予想はどのようになっているかお伺

いをしたいと思います。議会の発言でも単純な造りで修繕費等は比較的かからない。また運

転コストは若干キルン方式等に比べてかかるが、少ないとの説明であったというふうに記憶

をしております。 

しかし、施設にも故障等があるようですし、運転コストではＬＰＧの使用量が相当の伸び

を示しているようです。建設途中に塩沢町議会で当時、視察を行った際、ごみ１トンあたり

の処理費を１万２,０００円くらいと想定しているというような話があったというふうに思

っておりますが、１８年度の予算では１万７,０００円と増加しております。１万２,０００

円については多少曖昧な部分もありますが、この施設の修繕費、そして運転コストを含めた

維持管理費用の当初見込みと引渡し後２年を既に経過したわけです。そこでの現状、そして

この現状をふまえての想定される今後の予想について、簡潔にご答弁をお願いしたいと思い

ます。 

６番目、焼却場の実使用見込み期間はどれくらいを考えているか。新潟市では新規の焼却

施設の建設を行う予定でＰＦＩ事業の募集を行っております。ＰＦＩとしての事業の期間を

２０年、その後、施設の移管を受けてさらに１０年の使用を見込んだ施設の提案を受け付け

るということだそうです。当市の施設では当初の想定をどれくらいと考えたのか。また現状

を踏まえての使用見込み期間はどれくらいとお考えでいるのか、お伺いをしたいと思います。 

７番目、焼却場の延命について具体的な取組みは実施されているか。使用見込み期間とい

うこととも多少関連があるわけですが、施設整備には１００億円はかかるといわれていた施

設が、５０億円に満たない金額でつくれました。しかし、高額な施設には変わりはないとい

うふうに思っております。想定した使用期間より１年でも長く使っていく努力が必要である

というふうに考えます。施設の延命に向けて具体的な取り組みは行われているのか、伺いた

いと思います。 

最後に旧施設の撤去はどうするのか。施設が完成して引き渡され、２年を経過しましたが、

旧焼却場はそのままの状態で現在に至っています。関係集落とは１７年度には解体するとの

約束があったとも聞いておりますが、旧施設の撤去はどうするのかお伺いをします。リサイ

クル施設としての再利用の話もあるやに伺っております。市長の考えはどのようなものでし

ょうか。 

いずれにしても煙突だけでも撤去が必要であり、ダイオキシン等の有害物質があり、慎重

な処理が必要な施設だというふうに思っております。いつまでもあのままにしておくつもり

は当然ないものと思いますので、答弁をお願いしたいと思います。以上で壇上よりの質問を

終わります。 

○市   長  おはようございます。一般質問が今日から始まったわけでありますけれど
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も、先ほど関議員の方からもお話ありましたように、２５名という大変大勢の皆さん方から

ご質問をいただいております。ありがたくお受けをしたいと思っておりますが、答弁も一生

懸命答えさせていただきますので、ぜひよろしくお願い申し上げます。 

１ 消防署について 

それでは関議員のご質問にお答えをいたします。前段は省かせていただきますが、消防庁

舎の老朽化の関係であります。ご承知のように、この庁舎は４４年に組合消防として発足い

たしまして、もう３６年を経過したところであります。今年４月から新たに南魚沼市の組織

となったということであります。 

今の庁舎は中越大地震の際にも影響を受けまして、皆さん方これは現場をご確認いただい

たと思いますけれども、建築部分、増築した部分とのずれが生じたり、大変な被害がありま

した。老朽化もそれこそ３６年経過しておりますので、相当進んでおると。そういうことで

柱脚、これは柱ですけれどもこの不同沈下が見られて大変深刻であるというふうに認識して

おります。初日だったでしょうか、耐震調査をやった結果を発表させていただきましたけれ

ども、これも相当の深刻な状況であるというふうに報告がまいっておりまして、早い機会に

なんとかしなければならないという思いではあります。 

ここにきましてしかし、消防の救急無線のデジタル化。この移行で広域化、共同化による

大型予算の必要、これが予想されております。人口規模３０万人とする――関議員先ほどお

っしゃいました、消防広域化計画が法制化される見通しとなっております。今後の体制は非

常に流動的だという部分も残っております。 

今、そういう環境の中ですぐに庁舎をどうするということになりますと、初日の議会に申

し上げましたように、旧サンテック大学校、この再利用が一番手っ取り早くて費用もかから

ない。そしてある程度対応ができるということだと思っています。 

しかしながら、これは近くにすぐ後ろ側といいますか北側に住居地もございますし、取付

け道路、用地の確保、これらの問題をこれからきちんと精査しなければならないわけであり

ます。その調査内容によりましては、現在の庁舎を補強して敷地を県道改良にあわせた中で

何とか解消ができるというようなめどがたちますれば、そういうこともまた視野に入れなけ

ればならない。 

それぞれ検討してどうしてもどこも間尺にも合わないし、機能も整えられないということ

になりますと、新庁舎をでは建てなければならないか、というところに至るわけであります

けれども、今のところはそこまでは至っていない状況であります。 

１番目のどのような構想のもとに計画するのかということであります。いろいろ考えます

と、本来は現在の位置が一番位置的には適当だというふうに考えております。これを旧サン

テック大学校にした場合は、事務室、司令室、食堂、風呂、仮眠室、これらをきちんと整え

ていかなければならないと。車庫棟、訓練塔の建設。訓練場の用地確保。これは必要になる

だろうと、今のところは想定をいたしております。 

いまだに始まらない理由と具体化の時期でありますけれども、始まらない理由は議員先ほ



 - 6 - 

どちょっと触れていただきました、裏側の県道改良、それから１７号バイパス。この問題が

ごくまだ整理されていないというところでありまして、これが具体化されたときに現庁舎が

どの程度の敷地になって機能損失がどの程度あるのか。これら具体的な数字をまだつかみき

っていませんので、それをきちんとつかんだ上で、ではどうするという部分を引き続き考え

ていきたいということであります。ですので、時期的な明示が今できる段階ではちょっとな

いということをご理解いただきたいと思います。 

職業訓練校の施設、これは今ほど触れましたが、旧サンテック大学校の校舎・敷地、これ

らを利用しようという思いでありますので、職業訓練校の施設は現状のまま使用していくと

いうつもりであります。もしそこに移るという場合もですね、それはきちんと現状の施設は

残していくという思いであります。 

新庁舎の建設を考えないのはなぜかということでありますが、財政的な問題も当然ありま

すけれども、人口規模３０万人とするこの広域化、それからデジタル化、訓練所、航空消防

の臨時着陸場、これらの確保を考えなければならないということであります。こうなります

とものすごい広大な土地も必要になりますし、なかなか新庁舎の建設には、どうも今のとこ

ろそういう面もあり踏み切れないということでありまして、このサンテック大学校の再利用

と。 

そして現在の庁舎敷地を拡大した中での消防体制に充実強化を図ることが一番緊急にやら

なければならないという部分も含めまして、その方が得策であろうという今のところの考え

方であります。 

高度化、広域化への対応、そして防災、救急の拠点としての機能を確保できるかというこ

とであります。広域災害に対応するための緊急消防援助隊に消防隊、救助隊、救急隊を登録

して受援施設の整備を図っておりますけれども、管内に大規模災害が発生したということを

想定した場合、緊急消防援助隊を要請しなければならないわけであります。我々が要請する

わけです。その場合、各県からの応援隊が消防本部に集結を想定した場合は、相当な敷地が

必要であるということでありますので、消防援助隊の集結場所を今の消防本部、そして湯沢

消防署、大和分署これらに分散して対応しなければならないということです。今の現状のま

までは、です。そういうことも考えながら対応していきたい。 

当然のことでありますけれども、防災、救急の拠点としての機能が発揮できる庁舎という

ことを考えなければなりませんので、その辺も含めながらもう少し検討期間をいただきたい

ということであります。 

消防署の機能強化。これにつきましては災害は、近年といいますか大分前からそうであり

ますけれども、当然ですが複雑化、そして大規模化の様相を呈しておりまして、業務の高度

化や広域化に対応するには、消防隊員の教育、これをきちんとまずやらなければならないと

いうことでありまして、県の消防学校、それから消防大学校への入校を果たすことによって

今、人材育成を行っているというところであります。 

救命率の向上を目指した救急体制の充実強化。これも図らなければなりませんので、救
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命士の養成をして、各小隊２名体制としたいという思いであります。現在１３名から１８名

体制として３～４年後には確立する予定です。また消防力三要素というのは「人・施設・機

械」というふうにいわれておりまして、消防独自で進んできた今までの消防整備計画を、今

度は市の総合計画に基づいて見直しを行いまして、消防力の基準に沿うように財政的な問題

も含めて前向きに取り組んでいきたい。まだこれも具体的な部分が皆さんにお知らせをする

ところまで至っておりませんけれども、思いはそういうところであります。 

２ 可燃ごみ焼却施設について 

次に可燃ごみの焼却施設についてであります。１番目の入札を行うにあたっての条件提示

の内容はどうであったかということであります。当時の記録を調べてまいりましたら、入札

に際しましては、発注仕様書および特記仕様書による性能発注方式といたしまして、それぞ

れの仕様書を平成１３年４月２０日、現場説明会で配付して説明をしているということであ

ります。 

発注仕様書はごみ処理の基準であります１日１１０トンの処理量、それからごみの組成と

いいますか、成分でありますね。それから処理方式、焼却条件、余熱利用、公害防止基準、

環境保全、性能、保証等の基本事項にあわせて、各機械設備の工事の仕様および土木建築工

事の仕様を定めております。この仕様書の中です。 

この発注仕様書はこれまでに検討してきた各メーカーの共通事項を一般的に記載したもの

でありまして、契約後の請負社による実施設計図書を現地で作成するための基本設計図書に

もなっているということであります。これは先ほど議員がちょっと触れられました。特記仕

様書は地元対策、既存施設との関係およびガス化溶融施設方式等について定めておりました。 

参考でありますが、当時の広域連合ではこの新しい処理機械施設の建設工事の検討を行う

ことでプロジェクトチームを編成して検討を重ねてまいったところであります。先進地視察

等も行いましてプロジェクトの中では、流動床、そしてシャフトおよびキルン方式、このな

かから決定をすることとした。検討の中では流動床方式はちょっと次世代方式から離れてい

るということで、シャフトおよびキルンのいずれかの方式としたいということになっており

ました。それで参考見積もりを１８社から得て、予定価格の事業費内容書を作成しまして、

指名競争入札を実施したということであります。 

その際、シャフト方式では川崎技研、日立金属、この２社であります。キルンは三井造船、

石川島播磨重工、それからタクマ、この会社でありました。キルンは前処理にごみを炭化さ

せる装置がありまして、当時の技術としては最先端からプロジェクトチームではこのキルン

方式が最良ではないかという結論を一応つけて管理者の方に提出はしてあるということであ

ります。入札に関わる発注仕様書は３方式のいずれも当てはまるように作成しましたけれど

も、各メーカーの処理過程でいろいろ異なるケースもあったということであります。そして

先ほど申し上げましたこの特記仕様書の中では流動床方式は除外をしたということでありま

す。 

それを受けまして、最終仕様の内容でありますけれども、入札は議員先ほど触れられまし
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た平成１３年５月１１日に実施をいたしまして、同年５月２２日に議会議決を経て本契約に

なったということであります。請負業者の川崎技研が自社規格によりまして発注仕様書に合

わせた実施設計書を作成いたしました。内容につきましては、施設建設にともなうすべての

項目、寸法、重量、員数、能力、材質、ガス温度、圧力、薬品類、電気機種、それから操作

方法、これらが記載をされております。本書が川崎技研から提出され、広域連合と協議を重

ね、承認をして現場に入った。 

建設途中で川崎技研から既に稼動している自社炉の状況を考慮し、社内で検討した結果を

ふまえて実施設計図書の仕様変更が随時発議をされておった模様であります。それを随時協

議をいたしながら、その結果、必要な事項については変更を認めて、これらを経て最終仕様

となったということであります。こういう流れであります。 

広域議会での執行部の発言してきたことは実現できるのか。何でも溶融できるという発言

は正式にどこでどうなったかということは定かではありません。私も当時、何でも溶かせる

のだという話は聞いた覚えがありますけれども、それが正式な発言であったかどうだかとい

うことはちょっとわかりませんが、これは明らかに間違いであります。鎧潟の機械とは全く

元の性能が違いますので、いつも申し上げております、鍋、釜、自転車、何でもいいという

ことにはならないわけであります。これは何でも溶融できる施設ではない。ただ、やればで

きるのでしょうけれども、機械がもたないということであります。 

ダイオキシン類の規制の強化につきましては、当施設の発注段階での国の基準。これは０.

１ナノグラム立方米でありましたけれども、これに対して施設保証値を２倍の０.０５ナノグ

ラム立方米にしてまいりました。さらに請負者の目標値を小数点第三位以下までということ

ですので、０.００何とかこうとかという数字。これを目標にして実施をしてまいりまして、

このことは当然ですけれども、将来さらに厳しくなるこの基準、国の規制値に対して十分な

余裕をもたせるという思いでありました。 

実際の予備性能試験では０.００６５ナノグラム立方米ということで、小数点第三位のとこ

ろまで落ちた結果が出ておりますので、これについては極めて低い数値でありまして性能は

きちんと保証されているということであります。 

機械の寿命。これは計画では１５年想定でありますけれども、私どもは最低やはり２０年

くらいはもたせたいという考えでおります。ごみ質の変動、それから高温ガスと非常に厳し

い条件の中ではありますけれども、建設本体、本体そのものは考えれば５０年、６０年はも

つわけであります。本体そのものは。しかし機械がやはりそうはもたないわけでありまして、

想定は１５年でありますができれば２０年、またそれ以上をなんとか目指していきたいとい

うことであります。 

この施設につきましては、ご承知でありましょうが、ごみ溶融炉、それからガス燃焼炉、

ボイラー、減温塔、バグフィルター、脱硝装置、発電機、酸素発生装置、計量器その他に大

小の付属施設は各パーツで全部組み立てられているということでありまして、ある意味では

ひとつの機械に大きな不具合が生じましても、そのパーツを取り替えることによって延命が
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図られるという利点はあるのかもわかりませんが、非常にある意味ではまた複雑化もしてい

るということであります。延命の期間は機械の条件にもよりますけれども、なるべく長持ち

をさせたいということであります。想定としては１５年想定の仕様書であったものですけれ

ども、２０年以上を目指したいという思いであります。 

宮最終処分場の埋め立て物の処理であります。当初は宮の処分場の埋め立て物をあそこか

ら撤去してきまして、この溶融炉に入れて処理をするという話を私も聞いておりましたが、

その後当時の県の保健所等とそれぞれ相談をいたしました結果、これは１００パーセントな

らないということではありませんけれども、非常に好ましくないと。いわゆるそこから持ち

出すことが。最終処分場から持ち出すことが非常に好ましくないという保健所の指導もあり

まして、このことは断念をさせていただきました。 

機械の能力が、ではこれを溶融できる能力であるか否か。能力はあると思いますけれども、

非常にやはり負荷がかかるということであります。そういうことも含めましてこのことは断

念をさせていただいて、当時の広域議会の中でもそれぞれご指摘をいただきましたが、やは

り県の監視機関であります保健所の方から好ましくないと言われた部分は、やはりなかなか

重みがあります。それらも含めて宮の最終処分場についてはそういう結論をださせていただ

いて、今に至っているということであります。 

また宮の最終処分場の件でありますけれども、現在は埋め立て物の搬入を終了してから２

年経過しておりまして、一応安定期に入りつつあるというところであります。今後は安定を

するまで水質検査をずっと続けまして、この水質が安定した時点で県の指導を受けながら閉

鎖をしていきたいという考えであります。 

法規制や社会情勢の変化に対する柔軟性はこの施設にはあるのかということであります。

アスベストの件につきましては、これは対応は無理であります。当時からアスベスト対応を

想定しておりませんし、また地元にもその説明は一切しておりませんので、今後アスベスト

類を溶融炉の中で処理をするということはできないということだと思っております。 

ダイオキシン類につきましては先ほど申し上げたとおりでありまして、相当数値は低く抑

えておりますので、これからさらに厳しくなりましても、この数値はきちんとクリアできる

ということだと思っております。 

維持管理費の当初想定と現状、それから今後の予測であります。平成１５年９月に試験運

転を開始いたしました。この当時は川崎技研で費用負担をしておりましたので、処理料は把

握できませんでした、処理費は。建設当初の試算では、１トン当たりの処理料は１万５,００

０円程度ということであります。そして平成１６年度、この実績では１トン当たり１万３,

０００円程度でありました。 

平成１７年度、この年は２年に１度のボイラーの法定検査費用、これが数千万円かかった

り、それからあとＬＰＧの価格がこの年は非常に上昇した。それから蒸気配管の減肉検査も

やらせていただきましたし定期修繕等もありまして、非常に修繕費等がかさんだ年でありま

したので、１万８,０００円を超える額がかかっておったということであります。 
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今後の予想であります。この施設の設備の経年劣化もありますし、修繕費に費やす費用は

相当やはり覚悟していかなければならないのかなという思いでありますので、徐々に膨らん

でいく可能性が高いということであります。 

焼却場の使用見込み期間。これは先ほど申し上げましたように、何とか２０年程度はもた

せたいということであります。焼却場の延命についての具体的な取組みになりますけれども、

やはり延命につきましては管理体制の強化、そしてごみの減量化、これが一番だと思ってお

ります。このごみの減量化につきましては、延命ということだけではなくて、二酸化炭素の

削減、リサイクルの推進、これらの必要性も今叫ばれておりますので、ごみ行政の中では一

番大きな課題だろうと思っております。 

減量化を図るために資源物の分別回収、それからマイバッグの推進。可燃ごみの３割を占

めている生ごみを減らしたい。そういう思いのなかから今ディスポーザー、――これは生ご

み粉砕機でありますが――の影響調査を、市で設置をいたしました合併浄化槽を対象にして、

旧六日町の上出浦集落１４戸であります、ここにディスポーザーをすべて設置をいたしまし

て、関係機関の協力を得ながら今年度からその調査を開始した。ここで相当の成果が得られ

ますと、これをすべての家庭に設置をしていく方法をとれば、生ごみは相当減量化されると

いうことであります。ですのでこの調査結果に大いに今、注目をしているというところであ

ります。 

旧施設の撤去。これも当時のことを申し上げると失礼でありますけれども、いろいろ後で

お聞きをしましたら、建設時に同時に撤去、これらも計画にきちんともっておけば補助対象

になったのにという話を後ほど聞いたわけであります。建設を終了して、では撤去というこ

とになりますと、これは全くもうどこにも財政支援の場がないということであります。 

そこでこれにつきましても、最低でも３億円程度はかかるというお話を伺っておりました

ので、なかなか今のところ手がつかないということであります。ただ１７年度に解体撤去す

るという約束は、私の段階ではしておりません。私の段階ではしておりませんが、以前の広

域連合の管理者との中での約束が、私はあったというふうには聞いておりませんけれども、

そこまではちょっと確認はしておりません。去年の暮れでしたか今年、当該地域の三区の役

員の皆さん方と懇談会も催していただいた際にも、そういうお話は出ておりませんでしたの

で、その約束は確かなかったろうと思っております。 

これは今、担当の方でそれぞれ調査をいたしまして、今の溶融炉から出るスラグ、これら

のストックといいますかの施設に再利用することが可能であれば、補助対象といいますか起

債対象といいますか、そういう部分になる道がどうも１～２あるようであります。それらも

若干地元の皆さんに打診をいたしましたけれども、正式ではありません。いたしましたが、

あそこはもうきれいにして他のいわゆるごみ施設は一切そこへつくらないという約束のもと

だと。それを破るということになりますと「非常に地域のなかは難しいですよ」という話は

聞いております。聞いておりますが、まだ具体的な部分はお話をしておりません。 

おっしゃっていただいたようにできれば煙突だけでも、なんとか撤去したいわけでありま
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すが、これもまた煙突部分にダイオキシンが付着をしております。煙突部分も含めてここは

ダイオキシンの濃度がレベル３ということで割合と高い濃度が検出をされておりまして、非

常に今、苦慮をしているということであります。危険性も若干考えられますのでなんらかの

対応を早くしなければならないという思いでありますが、具体的な対応はまだ打ち出せない

でいるという状況であります。 

最後に一番最初に触れていただきましたごみ袋の値上げ。これはトータル的には値上げと

いう部分に結びついておるかもわかりませんが、容量を変えて、袋の容量を変えた部分を打

ち出しておりまして、一般家庭では今新しく導入した３０リットルでしたか・・・新しく導

入した部分をご使用いただけると一般的な平均４人前後の家族の中では袋自体は安くなって

いるという状況であります。以前にもどなたかから、値上げばかりだ、などと言われました

けれども、値上げではないと。使い勝手を良くしたのだ、という話を申し上げたところもあ

りますけれども。それはひとつそういうことでご理解をいただきたいと思っております。 

項目が非常に多岐にわたっておりましたので、落ちもあるかもわかりませんが、ないよう

に答えたつもりでありますが、以上でございますので、よろしくお願い申し上げます。 

○関 昭夫君  答弁の方は漏れがなかったというふうに私も聞きました。再質問をさせて

いただきます。 

１ 消防署について 

まず消防署の方からですが、いろいろ流動的な社会情勢の変化に対応して苦慮していると

いうお話もありました。ただ、市長も現在の庁舎が深刻な状態にあるというのは十分認識し

ているという答弁をいただきました。かといってなかなか決断ができないというお話でした

が、深刻であればあるほど、いろいろな兼ね合いも含めてということだけではいけないので

はないかなと。やはりある時点での決断が当然必要になってくるというふうに考えます。 

特に道路の改良といいますか、国道、それから県道の兼ね合いでなかなか決めかねている

という、用地のことも含めてだと思いますが、その辺も決定がなされなければできないとい

う話でいくと、それが決まらないうちはいつになってもできない。そのうちにもっともっと

ひどくなっていく状況では大変なことになりかねない。 

特にいろいろな高度化への話も市長からもありました。そういうことへの対応が当然早急

に求められるということになれば、なおさらではないかなというふうに思いますので、あら

ためてお聞きをしたいと思っております。できるだけ早い対処、これを求めたいと思います

のでお願いをしたいと思います。 

２ 可燃ごみ焼却施設について 

それからガス化溶融炉のことです。私は１回目の中でも話をしましたが、高額な施設を取

得したわけですし利用が始まっているという中で、今までの経緯の部分で市長も答えられま

したが、何でも燃やせるものではないということをやはり皆で再認識をした中で、これを有

効に利用していくと。どうも話に聞くと、いろいろなごみの組み合わせによってその燃焼効

率等も違うと考えると、今の１０日分のごみを１カ所にどっと入れて貯めておくような式が
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いいのか。やはり組み合わせで燃やした方が効率がいいのだとすれば、そういう分け方をす

るような造りに変えた方がいいのか。その辺も工夫がいるのではないかなと。混ぜていろん

なことをやっているという話ですが、臭気の問題やいろんなことがある。そういうものも工

夫をしていくと、結果として燃焼効率がいいということは壊れないもとにもなったり、コス

トも安いということにつながるのではないかなというふうに思います。 

それから分別の話になります。やはり今度、溶融炉の仕様として、入れるごみの性質が分

別することによって変わっても結果としてまずい部分があるのか。生ごみだけが減って高温

になりすぎるとまた問題があったり、温度が上がらないために具合の悪い部分とか。ガス化

溶融炉というのは非常にデリケートな品物だと。「ガス化溶融炉」とインターネット検索しま

すと、問題点が先にだっと並ぶ。そのなかにはほとんどそういうような懸念のものが入って

います。ダイオキシンも実はガス化溶融炉では分解できないのだというようなことが盛んに

書かれています。 

ただ必要な処置をしながらやっているのだというふうにも思いますし、市長からの答弁の

なかにもありましたが、当市の溶融炉については環境基準の数値、公表されている数値で見

る限りでは、かなり優秀な数値になっていると私も思っております。そういうものが引き続

き維持されるような工夫が必要だし、またそういうことを情報公開しながら市民にも協力を

していただいてコストを抑える。それが自分たちの負担の低減にもなるわけですし、その辺

についてお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 消防署について 

１点目の消防署の件につきましては、１９年度の予算編成の際に、この庁舎の建設、ある

いは学校関係の問題、それらも同時に出てくる問題だと考えておりますので、この予算を作

成する際に具体的な建設年次とか位置とか、そういう部分も含めて決断をさせていただきた

いと思っておりますので、もうしばらくお待ちをいただきたいと思っております。 

２ 可燃ごみ焼却施設について 

次に溶融炉の件でありますけれども、一時非常に具合が悪くて故障が続発した部分があり

ました。これを後々検証いたしましたら、当時は病院や介護施設等から出てくる紙おむつを

受け入れていたわけでありますけれども、その部分だけをクレーンで吊り上げて機械に投入

していたということが判明をいたしまして、一時ご承知のように個人以外の紙おむつは受け

入れを中断させていただいたわけです。その間にいろいろ原因を調べたりしたわけでありま

すが、紙おむつだけを大量に入れなければ、攪拌をして他のごみと同時に溶融炉の方に投入

していけばほとんど問題ないという結論に至りまして、また受け入れを再開させていただい

たところであります。 

現在のところ、それで順調に運転をしているという状況でありますので、ごみの組み合わ

せによってはやはり相当の影響が出るのだろうと。ですので、やはり攪拌をしていただくと

いうことが一番だと思っておりますけれども、非常に一種類だけの成分のものが大量に入る
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とやはりどうも調子がよくないという部分は見受けられるようであります。 

それを今度は考えますと、先ほどおっしゃっていただいた、生ごみを全部減らして生ごみ

を投入しなければ、機械の延命が図られたり機械の調子がいいのかといわれますと、ここも

まだ１００パーセントの自信はございません。ただ生ごみが３割でありますので、これを１

割くらいに落とすとか、そういう部分の取り組みをやっていきたいと。その間に本当に、で

はどういう程度のごみがどう入ったときにどういうことが起きるのかということは、川崎技

研も相当調査をしておりますけれども、私たちも改めてごみの減量化等も含めきちんとした

調査を行っていきたい。 

そして、やはり４０数億円でありますので、できる限り延命化を図っていきたい。当初予

想よりは非常に維持管理費に金がかかっているということであります。これもできる限り何

とか処理をしたい――処理といいますか対応したいわけでありますが、今のところはなかな

か維持管理費の方が現在は頭を悩ませる問題になっている。そういう状況であります。 

情報公開は常に行ってまいりたいと思っておりますので、規制数値の範囲できちんとやっ

ていると。そういう部分も含めて随時情報は住民の皆さんに公開していくということは、お

約束を申し上げさせていただきます。以上であります。 

○関 昭夫君  １ 消防署について 

消防署の件につきましては１９年度には示したいということなので、了解をしました。 

２ 可燃ごみ焼却施設について 

ガス化溶融炉は非常に難しい施設だということが再三言われていますので、ぜひ適切な対

応をお願いしたい。それと今までこの３月までは広域連合というかたちだったわけですが、

今度は本当に市の施設として、市長の考え方でかなりいろいろな部分で工夫がきくというふ

うに思っていますし、いろんなかたちで市民の負担が減るような方向をきちんと考えていた

だければ、やはりそれが一番いいことだろうと思っております。 

建設の経緯等がどうこうという以前よりも、せっかくある施設をきちんと使っていただき

たい。また使っていきたいという思いがいっぱいですので、「何でも燃やせる施設ではありま

せん」というのもきちんと話をし公表していただいて、やはりごみの減量化、そしてコスト

を下げる努力、そういうものを市民にも求めていっていただきたいというふうに思います。

お考えがあればお聞かせをいただきたいと思います。 

○市   長  ２ 可燃ごみ焼却施設について 

具体的なことは特別ございませんが、おっしゃったとおりでありますので、そういう姿勢

でこれからは臨ませていただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○議   長  質問順位２番、議席番号１９番・笛木信治君。 

○笛木信治君  １ 医療制度改正と地域医療について 

私は今回の医療制度の改正にともなって、今何かと心配されている地域医療、これがどう

変わっていくのか、あるいは変えていこうとしているのか、というあたりをお聞きしたいと

いうふうに考えております。住民の医療福祉を守る立場から質問いたしますので、答弁をお
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願いいたします。 

今回の医療制度の改正案はご承知のように、５月１８日の衆議院の本会議で自民・公明の

賛成多数で可決されました後、参議院に送られまして６月１３日にはここでも本会議で可決

成立しております。この内容は従来の医療制度の改正というだけの内容にとどめませんで、

大変大きな問題があるかというふうに考えております。ねらいはこの医療費の抑制というの

が最大でありますが、このことから国民の命と安全、これを一体どう守るのかという点で見

ますと、全くその点が確立した方途がないというふうに私は思うわけであります。 

すでにご承知のように４月からは診療報酬が過去最大ともいえる削減をされております。

３.１６パーセント減らされておりますが、このことから多くの病院でも経営が大変困難にな

っていると。医師不足ともあわせて大きな困難が今、病院経営に降りかかっている。中小病

院では採算のとれない病院が続出しているわけであります。こういう中でのこの医療制度の

改正であります。 

内容を若干触れますと、大きくいうと４点ほどありまして、中心はやはり高齢者負担、こ

の増額が中心であります。それから２００８年からは新たに高齢者医療制度を創設する。こ

れは国から県や地方へ、いわゆる高齢者の医療に関わる責任を転嫁しようというねらいがあ

るわけであります。政府管掌保険からの県や自治体への振り替えとなると、これはもう根幹

を変えることになると思います。ここでもやはり最大の目的は国と企業の負担を減らすと。

その負担を国民に押し付けるということが大変露骨であります。 

あわせて言いますと、日米の保険会社がこれをバックアップしているということもありま

す。こうした国の悪政から住民の暮らし・命を守るという立場から、地方自治体のやるべき

ことは大変多くあるわけです。もちろんそのすべてを今、地方自治体がやれる、カバーでき

るという力もないこともまた承知しております。しかし最後に住民の暮らしを守る防波堤と

しての役割、これが地方自治体にあるというわけであります。 

私はわけてもゆきぐに大和病院、県立病院、城内病院というように病院経営も多い当南魚

沼市で、この医療改正にともなって地域医療を一体どう構築していくのかというのが、大き

なテーマではないかと思うわけであります。市長のお考えをお聞きするものであります。 

初めに高齢者医療の医療費・保険料の負担増、まずこの軽減を図るべきであります。これ

はご承知のように今年の１０月からは７０歳以上、現役並みの所得のある方は負担が２割か

ら３割になります。１８年からは７０歳以上、７４歳までのお年寄りは１割から２割負担が

変わるわけであります。この差に療養認症、病床等で入院されている方は、食費、居住費こ

の負担が今年から新たにのしかかってくるわけでありますから、大変な負担がかかるわけで

あります。 

このことによって、全国地方自治体でそれぞれこの軽減策に取り組んでおります。新潟市

でも新聞でも報道されておりますが、わけても政府の税制改正により住民税の非課税限度額

が廃止になることによって、新たに負担の増える高齢者が増えています。こうした方々に対

しての負担軽減策というのも方々の自治体でとられております。 
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そしてまた問題なのはこの２００８年からは高齢者医療制度これが新設されて始まるわけ

でありますが、ここでは７５歳以上の全高齢者から月６,０００円の保険料を徴収するという

ことであります。これは介護保険とあわせると、月に１万円からのお金が年金から天引きさ

れるということになるわけであります。これはしかもペナルティがありまして、滞納があれ

ば保険証を取り上げるということがありますから、場合によっては入院していても保険証を

取り上げるという事態さえも起こりかねないと私は考えておるわけであります。 

南魚沼市では先の臨時議会で国民健康保険税も引き上げられております。ここでも議論に

なったのですが、ここで政府の住民税非課税限度額の廃止によって新たに住民税が課せられ、

そのことが国民健康保険税や介護保険税に影響するという方がどれくらいあるかといいます

と、１,１００人からになるわけであります。こうした方々にしますと青天のへきれきであり

まして、いきなり税金が増えてくるということになるわけであります。私はこうした方々に

ついて、この国保料や介護保険料の減免についてやるべきということを前の議会でも提起し

てまいりました。 

こうした高齢者医療それぞれ患者の負担増ということは、結局は高齢者が医療機関に通う

ことを抑制するわけでありますが、そのことが重症患者の増加ということにつながりかねま

せん。これが結局、保険会計の悪化、医療費の増額という方向に私は連動していくと、悪し

き結果が出てくるというふうに考えております。お考えをお聞きしたいものであります。 

もうひとつは療養病床の大幅削減であります。これも皆さん大変驚いて新聞を見られたと

思いますが、政府は今回の医療保険の改正でいわゆる療養病床、社会的入院等と言われます

が、病院に長く入院しているお年寄りの皆さん。これを療養病床では２５万床、それから介

護保険関係の療養病床では１３万床、合わせて３８万床を減らすという方針を出したわけで

あります。 

これはどういう方法で減らすかというと、診療報酬を減らすわけであります。７月から入

院患者の大半を、医療が必要であるかどうかという判断で選別し直すんですね。医療区分１

というふうに区分されますと、その人の入院費は基本料金が６割から８割くらいに減らされ

ますし、診療報酬も今の５割から６割くらいに減らされます。当然病院はその患者さんを置

けないわけです。出ていってもらわなければ、赤字が増えるばかりということになりますか

ら、病院では出ていってくださいという話になるわけです。これは全国で３８万床も出てく

るというわけで大変な事態です。 

新潟県では現在介護保険型が３,０００床。２０１２年までには全部これを廃止すると言っ

ております。それから医療型が２,７００床。これもこのうちの４０パーセントを削減して１,

６００床にするというふうに言っております。 

当南魚沼市におきましても、介護型で１６床、医療型では６６床という療養病床におられ

る患者さんがいるわけであります。病院の全ベッドの割合が療養病床５０パーセントを超え

るというのは斎藤記念病院だけであります。私はこの７月からの医療費の改正によってこう

した患者さんが病院から退院させられると。これを市がどう扱うのかということです。 
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特別養護老人ホームといいましても、ご承知のように今１００名を超える待機者がいるわ

けですから、とてもそこには入れない。家庭へ帰って下さいという話になりますが、家庭で

は今は本当に夫婦共稼ぎ、お腹にパイプが付いた人や喉にパイプの付いたような患者さんや

お年寄りを引き取っても、それを面倒みるだけの体制はないです。私はまごまごすれば介護

医療の難民が出てくるというふうに考えておるわけですが、南魚沼市ではこうした人たちに

対する対策、どう考えておられるかお聞きしたいと思います。 

それからもうひとつ問題なのは今回の医療制度の改正で混合医療が導入されるということ

が明らかになったとことであります。これは病院経営とも絡んで大変重要な問題ですが、い

わゆるひとつの医療のなかに、保険のきく部分と保険のきかない部分を合わせてやろうとい

うことですから、これは病院を経営していく上でも大変大きな問題でありますが、患者から

みてもまた大変な問題であります。 

免責制度というのは例えば保険の上で１,０００円だけを免責すると、あるいは２,０００

円だけを免責するというような制度ですから、これはわかりやすいのです。総額１万円かか

ればそのうち２,０００円は免責しますよ。それには保険かかりませんから、あと８,０００

円が医療費、そのうちの７割を払っていただきますということになりますから、３×８＝２

４で２,４００円。最初の免責の分２,０００円と４千いくら負担があるわけです。今までは

１万円で３,０００円の負担だったわけですが、今度は４千いくら。そういう免責制度の導入

も検討されております。これは患者の側からすると大変なことであります。 

それからこの混合医療、ベッド、食事、それから薬、医者の技術、あらゆる面でそれぞれ

レベルをつけて保険のきく、きかないを仕分けていく。選択メニュー、あなたはどれにしま

すかみたいな、そういう医療形態になっていくわけです。これは突き詰めて言えば、金のあ

る人はよりよい医療を受けられるし、金のない人はやはり保険のきく最低の水準医療しか受

けられない。ということで、これは日本が誇る公的保険制度、この根幹を崩す。そういうこ

とにも繋がりかねませんが、病院を経営する上でも大きな問題があると思いますが、お聞き

するものであります。 

それから基幹病院。本会議冒頭の市長の所信表明のなかにもありましたが、基幹病院の建

設、これにともなって地域医療をどうするのかというのが私たちの大きな関心であります。

高規格医療の行える基幹病院をつくるというのは誰も賛成です。しかしそのことによって地

域医療がないがしろにされるのは困る、というのがまた一般的な皆さんの考え方ではないか

と思います。 

されどもこれもよし、あれもよしというわけにはなかなかいかないのだというのが市長の

考え、あるいは県の考えであろうかと思いますが、その方針が県でこの間出ましたね。基幹

病院の建設というのは、小出病院と六日町病院の統合ということが前提にあるのだ、という

ことがあからさまに言われるようになりました。これではっきりしてくるわけですが、六日

町病院が一体どうなっていくのか。小出病院が一体どうなっていくのか。十日町病院は建替

えが決まっていますから。あれは震災でかなり傷んでいますから、建てかえをするわけです
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けれども。小出病院と六日町病院がどうなるのかというのは、やはり私たち地域医療の恩恵

を受けているものにとって、大変これは重要な問題でありますが、この扱いはどうなるのか。 

これは大和病院も含めて、この地域におけるベッド数というものは決まっていますから、

統合縮小されていくというのはある程度やむを得ないといいますか、そういう規定路線の上

を走っているのだというのは認識としてあります。具体的にそれがどうなっていくのかとい

うところをひとつお聞かせ願いたいと思います。 

２ 教育について 

次に問題が変わりますが、児童生徒の就学援助の認定基準を引き下げるべきではないとい

うことであります。ご承知のように一定の所得に満たない場合には、就学援助ということで、

小中学校の児童生徒の学校にかかる費用が援助されるわけです。これは就学援助制度といっ

て、もちろん一定の基準があるわけでありますが、最近の小泉内閣の構造改革によってやは

り格差社会が進んでいる。富む者は富むのだけれども、貧しい者はますます貧しくなってい

くという状況がありまして、大きな問題になっております。東京の足立区では学校の児童生

徒の半分近くが就学援助を受けている。新潟市でもそういった学校もあるということですが、

これは大変の状況です。格差社会が進んでいるということの証左であると思います。 

したがって私は、こういう場合にはこうした基準を引き上げて、もっと大勢の子供を就学

援助制度によって救っていくというのが、国や地方自治体の役割ではないかと思うわけであ

ります。ところが当市ではこともあろうにこの基準を引き下げたということでありますので、

お聞きするわけであります。 

今、市が進めている子育て支援政策、この最重要課題とも私は矛盾することではないかと

思うわけでありあます。構造改革、行政改革といっても、子供やお年寄りにしわ寄せをする、

弱者にしわ寄せをするというやり方での改革は、やはりやるべきではないと私はいつも申し

上げているわけであります。先ほどの医療制度の問題にしても、この児童生徒に対する就学

援助の問題にしても、やはりそうした弱者の皆さんをきちんとそこが生活していけるような、

やっていけるような政策をとりながら、改革を進めるということでなければならないと思い

ます。どうも国も地方もそうした点で弱者をなおざりにしているということが、こういうこ

とからも見えるわけであります。 

南魚沼市では合併して間もないわけで、私は全体がどうかというのはわかりませんが、大

体１７年度で見ても、就学援助を受けている皆さんは中高合わせて３４６件くらいの数字で

あります。大体この程度で推移をしているということでありますが、ご承知のように、今こ

の格差社会の中で給食費の滞納もあるというふうに、非常に格差社会の進行があるわけで、

やはり就学援助は大変重要な制度になっている。こういうときにはこれを充実して、多くの

子供に悲しい思いをさせないというのが、行政の役割ではないかと思うわけであります。 

これをどう減額したかと言いますと・・・これはまた後で議席の方でやりますが、国民年

金のかけ金、あるいは児童手当の支払い基準、これが基準になっていまして、この基準で下

げているのです。だから大幅にそういう点では引き下げられているわけです。これはやはり
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早急に元に戻す、あるいはさらに拡充していくということが大事ではないかと思います。そ

の点でお聞きしたいと思います。 

もう１点は問題になっている教育基本法の改正であります。この基本法の改正はどういう

問題点があるかというようなことは時間がありませんのでやりませんが、この中で「愛国心」

これが通信表で評価しているということが全国で方々にあって、そのことが問題になってい

るわけであります。当南魚沼市の方ではどうなのかということで、この前、教育長さんとも

お話をしたのですが、全体の状態は掌握していないということでありました。 

これはしかし国は勧めている方向ですから。やはりこれは各学校、校長先生が従わざるを

得ないというようなところもあるのでしょうが、子供たちの心のなかに、あるいは勉強のな

かに愛国心。その子はどれだけ愛国心を学んだか。それをＡ、Ｂ、Ｃというようなことで評

価をするということなのですが、これはどういう方法で何を一体評価するのか。私は愛国心

というようなものが――１＋１が２だというのは、そういうのはまるですからそれは評価で

きます。そういうものではないですから、どう評価するというのかというのが私はあるので

すが。 

福岡市やその他全国でも今これは問題になっていまして、見直しが進んでいますが、南魚

沼市ではどうかというあたりをお聞きしたいと思います。あとは議席の方でお願いいたしま

す。以上です。 

○市   長  笛木議員の質問にお答えいたします。 

１ 医療制度改正と地域医療について 

医療制度改革と地域医療という見出しでありますけれども、高齢者の医療費負担、保険料

の軽減を図るべきという。これはご承知でありましょうけれども、平成１８年度の国民医療

費は２８兆３,０００億円と推計をされておりますが、この制度のまま移行推移をしますと、

２０年後の平成３７年度には５６兆円になるという、そういう推計がなされているところで

あります。 

これは当然ですけれども、人口構成の変化、これらが大きく影響しているわけでありまし

て、私たちも含めて団塊の世代が後期高齢者の仲間入りをしていきますと、７５歳以上の人

口が、いわゆる老人医療費の無料化をしたその時代から比べると３倍になるということであ

ります。一般的に老人医療費は若年医療費の約５倍かかっているわけでありますが、私たち

の市でもその数値は大体４倍というところであります。 

都道府県単位で医療費制度が異なるという現状がございます。これはご承知のとおりだと

思います。一番高いところが福岡県だそうでありまして、最低が長野県で、約３０万円一人

当たりで開きが出ているということです。率で１.５倍ですから、いわゆる県、地域によって

非常にばらつきがある。新潟県は下から３番目だそうであります。結局運営は全国一律でや

っておりますけれども、いわゆる受益に応じた負担に全くなっていないということでありま

す。 

これらは地域の取り組みで、例えば私たち新潟県内は３番目ですから、いろいろ医療費を
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安くしようということで取り組んでいても、全然恩恵がまわってこないといいますか、そう

いうことです。これは政府管掌保険の中でありますけれども。そういうことで保険料に全然

反映されないわけでありますから、全国一律に保険料はとらせて、医療費はいろいろの保険

制度を活用しながらやっていて医療費を安く抑えたよといっても、国保はそのなかには影響

が出てきますけれども、一般の政府管掌保険については全く影響しないということでありま

すから。ある意味では矛盾があるかなと、そういう思いもしております。 

それで今回の改正につきましては、医療費適正化の総合的な推進と、新たな高齢者医療制

度の創設、そして保険者の再編・統合。これを主な柱にしているところはご承知のとおりだ

と思います。1人あたり平均月額６,０００円程度というこの老人医療費の額も、今ほど笛木

議員おっしゃったように、６,０００円程度の負担増になっていくのだろうということだと思

いますけれども。 

医療費の適正化、これを国民皆保険という部分を、きちんと堅持をしながら持続をさせて

いくということを前提に考えますと、やはり医療費は適正化をしなければならないというこ

とであります。そして、例えば７５になったから、一律全部負担はいらないよとか、負担は

この程度でいいよという制度はやはり改めていこうという、私はそこは賛成をいたします。

それだけの収入のある高齢者の方もいらっしゃいますから、その皆さん方からはやはり当然

ながら負担をしていただくというのは、これはやむを得ないといいますか当然の姿だと。年

をとったから何でもただだとか、そういうことはやはり避けるべきだと、私はそう思ってお

ります。 

収入がない方、生活に困窮されている方は当然でありますが、年齢の制限なくきちんと行

政がそれは支えていかなければならないと思っておりますけれども、ただ単に年齢だけを考

えていくつになったからこうだという部分というのは、やはりある程度撤廃をしていくべき

だという考えであります。ですので、高齢者の方からの相応の負担。これについてはやむを

得ないというふうに考えております。しかし、弱者といわれる部分につきましては、きちん

と行政の方で対応をしていかなくてはならないと、そういう思いであります。 

医療費の軽減、それから保険料の軽減。これはどう考えても一朝一夕でぽんとはできませ

ん。ですので、要は皆さんから健康になっていただくということであります。即効性はあり

ませんが、とにかく健康増進。これを市として、市の柱として増進していくというこのこと

が、将来的な医療費、あるいは保険料の軽減につながるものだという考えでいるところであ

ります。 

療養病床の大幅削減で退院者の受け入れ体制はあるか。先ほど議員、医療病床は２５万床、

それから介護療養合わせて１３万床、合わせて３８万床。これをすべて撤廃するという話で

したがそうではないということでありまして、療養医療の療養病床、２５万床を１５万床に

していこうと。いわゆる１０万床を減らそうということです。そして介護療養病床が今１３

万床あるわけでありますけれども、これを１０万床増やして２３万床。トータル的に３８万

床は変わらない。医療から介護療養の方にそれを向けていこうということであります。 
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それでこういうことをきちんと再編するために、国の方では施設基準の緩和、あるいは第

４期介護保険事業計画において病床の転換が円滑に行われるように参酌標準の見直し。これ

らさまざまな支援措置を検討しているというところであります。 

今年から始まりました第３期の介護保険事業計画では施設サービスから居宅サービスへの

転換をするために地域密着型サービスが創設されたわけであります。これは今のところ民間

業者によって順次整備が進められているという状況であります。私たちはこういう状況であ

りますので、国の動向、これも無視は当然できないわけでありますので、それらを見守りな

がら第４期および第５期――これは平成２４から２６年であります――介護保険事業計画の

なかに不足施設の整備、それから介護サービスの充実、これらを盛り込むような方向できち

んと対応していきたいということであります。 

今現在、介護療養病床に入院している皆さん方はそれぞれの病院は申し上げませんが、２

３人。それから医療療養病床、これは大和病院の方に２３人。市外の施設についてはちょっ

と不明ということですがこういう状況も報告をされています。 

混合医療の関係であります。患者負担が増大して病院経営も困難になるということであり

ますが、これはやはり見方がそれぞれ違っております。私どももまだごくはっきりはわかり

ませんけれども、混合医療の解禁を進めております規制改革民間開放推進会議の皆さん方の

見解では、混合診療が解禁されれば患者がこれまで全額自己負担しなければならなかった高

額な高度先端的な医療が、一定の公的保険によっての手当ての下で受けられるということに

なりますから、金持ち優遇どころかむしろ逆に受診機会の裾野を拡大して国民間の所得格差

に基づく不公平感は是正されると、こういう見解であります。 

厚労省の見解につきましては、例えば特定の医療機関にそれを限ったにしても不当な患者

負担の増大を招くおそれがあったり、有効性、安全性が確保できない、そういうおそれがあ

るので、今後とも特定療養制度のもとで対応を図っていくことが適正である。全く見解が分

かれているわけであります。 

しかし今回１６年に尾辻厚生労働大臣と村上規制改革担当大臣の間での基本的合意が交わ

されまして、今回の見直しが始まったということでありますけれども、今回の改正では特定

療養費というものを廃止いたしまして保険外併用療養費とこういう表現をして、何か玉虫色

でありますけれども。そんなことでとにかくこれを試験的にやっていってみようということ

であります、簡単に申し上げますと。 

ですので、この部分につきましては推移を見ていかないと、なかなかおっしゃったことが

そうだとも言えませんし、そうでないとも言えない部分でありますけれども、これも長い目

で見ますと、将来にわたって国民皆保険というこの制度を堅持していくためには、今回の改

正もある程度はやはりやむを得ない部分があるという思いではあります。ちょっとここは煮

えきりませんが、失礼をいたします。 

基幹病院の建設にともない既存の病院をどう整備するのか。これは新聞報道等も出ました

し、その前日１３日にも県の方から私どもの方にまいりまして、いわゆる六日町、小出、こ
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の両病院について、基幹病院を建設することはこの両病院の統合ですと。よってこの両病院

を県立で運営することについては全くなくなることが前提だという話――これは前々から非

公式的には話はあったわけでありますが――それを承知していただかないと県もなかなか前

に進めないということであります。私はそれはそれで結構ですと。ただし、条件があると。

基幹病院の建設される位置が、もし大和病院の隣接地とすれば、これは当然ですけれども今

ある大和病院の機能を相当やはり基幹病院の中で包含していただかなければなりません。こ

れを拒否をされるようであれば、とてもとてもその話には乗れないということであります。

位置が全くずれたとします。新幹線駅の近くというのもありますので。そうした場合にあっ

ても、南魚沼市が大和病院を現状のまま経営をしながら六日町病院をそのまま引き受けると

いうことにはなり得ませんと、この話はしてあります。 

ですので、六日町病院も大和病院も当然基幹病院ができますと、いわゆる規模は縮小して

いくわけであります。ベッド数も含めてです。これは致し方ないといいますか、それでいい

わけでありますが。機能そのものを、今まで県は基幹病院は３次に特化をするという話をず

っと続けてまいりました。けれども、私はそれはちょっと間違いだろうということで、２次

から３次、この２つをやっていただかないと私たちの地域の中では病院の再編ができないと

いうことを申し上げておりますので、そういう方向で検討に入ると思います。 

ですのでこの地域が後退をするということはありえません。六日町病院も規模は若干縮小

しますけれども、最悪の場合でも市がこれはきちんと引き取って運営をしていくという、基

本的な私の考え方は固めてありますので。ただそれは市に限ったことでありません。どなた

がといったら失礼ですけれども、経営母体はそれぞれまた別個にあるわけでありますが、そ

れらも検討しながら、最終的にどこも受けられないという部分になった場合には、市で責任

をもって受けていくということ。このことは今までもおおむねお話は申し上げてまいりまし

たが、今回あらためてこのことを表明させていただきたいと思っております。 

ですのでこの地域医療はどう整備をするかというのは、基幹病院の具体的な姿がもうすぐ

出ますので、具体的な部分はその後になりますけれども、今の病院の位置も、規模等は若干

は縮小されるにしても地域医療に困難をきたす、支障が出るということには絶対にしないと

いう基本的な方向を堅持をしてまいります。 

そういうことですので、１次医療も含めてずっと申し上げておりますように、地域完結型

であります。１次から３次、そして思川まで全部整備をここでして、皆さん方から安心をし

て過ごしていただける地域にしていくと、そういう思いでありますのでよろしくお願いいた

します。 

教育関係につきましては、教育長に答弁をいたさせますのでよろしくお願い申し上げます。

以上であります。 

○教 育 長  ２ 教育について 

教育に関する２点について教育長から答弁をさせていただきます。まず第１点目の就学援

助費の基準を切り下げるべきではないと、こういうお尋ねがありました。私どもが今回行い
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ました基準の見直しは、基準の引き下げをねらったものではございません。若干背景等から

触れたいと思います。 

ご承知のとおりでありますがこの就学援助の制度といいますのは、経済的に就学困難と認

められる児童生徒の保護者に対して市町村が必要な援助を与えようと、これが目的でありま

す。それで昭和３９年から始まりました。途中で平成１４年でありましたが、議員ご指摘の

国民年金の一部減免という部分が出てまいりまして、ここから多少ややこしくなってきたと

いう部分でございます。この国民年金の一部減免につきましては、今年度７月からさらに、

従来の半額免除、減免から今度は４分の１、半額、４分の３という４段階の制度に変わりま

す。 

そういう中で一方では従来ですと、要保護者に対する市町村の援助費に対しても、国から

補助があったのでありますが、この補助は平成１７年度からなくなりました。いわゆる耳に

よく聞こえる言葉でいえば「一般財源化された」ということであります。そういうなかでし

たがいまして、１７年度からはこの準要保護者に対する市の援助というものの財源は、すべ

てと言っていいほど市民一般の納めていただく税でまかなうと、こういう状況になってきた

ところであります。そこで市民間の負担の平等ということを最優先に考える必要が出てきた

ということが背景であります。 

ところでこの就学援助の制度はひとつには議員からご指摘があったような、例えば生活保

護法に基づく保護の停止または廃止、あるいは市民税等の非課税というふうな機械的に認定

をしなければならない部分と、それから私ども教育委員会がその保護者の生活の状況、収入

の状況等を配慮して認定できる部分、この２本立てであります。今回話題になっております

のは機械的に認定すべき基準の方で、見直しをさせていただいたということであります。し

たがいまして、私どもといたしましては、総合的に判断できる第２項の方で今後とも引き下

げにならないような認定をしていきたいと、このように考えております。 

こう申し上げましても漠然とした話でありますので、具体的な数字で若干申し上げます。

国民年金の免除対象となる所得の目安。この部分でちょっと申し上げてみたいと思います。

この１８年７月から実施される４段階に移った場合でありますが、全額免除されるという方

があった場合ですが、家族４人世帯、夫婦と子供２人の場合で申し上げますと、給与所得者

の場合の収入額で言えば、ここが２５７万円でございます。一方、４分の１免除される方の

収入は４８６万円というふうになります。ですので、この４８６万円という給与収入がある

方々までも機械的に一律に認定していくことについては、私どもとしては市民の間にも納得

がいただけないものではないかなと、このように考えまして機械的に認定する部分の基準に

ついては見直しをさせていただいた、こういうことであります。 

例えば同じように夫婦２人で子供２人という世帯を考えましても、病人を抱えておったり、

あるいは全く逆に皆健康だというふうな方だと、病気がちな子供さんを抱えているとか、本

人が病気がちであるとか、いろいろな状況があります。その辺のところも総合的に考えなが

ら生活に困窮しておられる方々については就学援助を実施していきたいと。このような考え
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でありますので、よろしくご理解をいただきたいと思います。 

それから第２点目でありますが、「愛国心」の通信表の評価であります。先般議員から訪問

いただきましてお話がありましたので、全校の通信表についてあらためて調査をさせていた

だきました。私ども２６ある小学校・中学校においてはこの項目を盛り込んだ通信表を使っ

ておる学校はございませんでした。 

なお、通知表につきましては法的な根拠は特になくて、各学校長の方針により作成されて

いるものだということであります。つまり作成しないことも含めて学校長の判断だというこ

とであります。ただ市内の学校では２６校すべてで作成をしておりますし、通知表には教科

の成績や生活の記録等が記載されて保護者に渡されるというところでございます。 

よそには通知表を発行しない学校もあるというふうなことだそうでありますが、ここで申

し上げたいのはそういうことではありませんで、通信表にどういう評定項目を盛るか。これ

につきましては、少なくとも私ども教育委員会、南魚沼市の教育委員会では学校に任せてま

いりましたし、今後とも学校の判断でやっていただきたいと、こう思っております。以上で

ございます。 

○議   長  ここで休憩といたします。休憩後の再開は１１時２０分。 

（午前１１時１０分） 

○議   長  休憩を閉じて本会議を再開いたします。 

（午前１１時２０分） 

○議   長  なおここで市長より発言を求められておりますので、これを許します。 

○市   長  １ 医療制度改正と地域医療について 

笛木議員の答弁の中で若干間違いがありましたので、訂正をさせていただきます。先ほど

お答えした介護療養病床。これを１３万床から２３万床というふうに申し上げましたが、大

変失礼いたしました。これは全部廃止をいたしまして、老人保健施設、ケアハウス、在宅療

養支援拠点。これらを２３万床整備して再編をするということでありましたので、数字を訂

正をさせていただきます。大変失礼いたしました。 

○笛木信治君  再質問をさせていただきます。 

１ 医療制度改正と地域医療について 

医療費の問題、わけてもお年寄りの医療費の問題が深刻なわけですが、市長もこれは大変

だというご認識はお持ちのようであります。言ってみますとこれは１９７０年代、いわゆる

日本の戦前戦後と国を作ってこられたお年寄りの皆さん、こうした労苦に報いるためにもお

年寄りになったら医療費くらいはただにする、という国民の声がほうはいと起こりまして、

東京都を中心に無料化されると、政府もそれを取り上げて全国的にお年寄りの医療費は無料

という１９７０年代の流れ、日本の福祉事業が高揚した時代ですね。そういう時代があって

現代に至っているわけでありますが、ここへきて小泉内閣の構造改革。見るも無残に私はこ

れが変革されていったというふうに考えております。 

そうした中で、もちろんだからといって地方自治体がこれを全部背負い込んで、そこを肩
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がわりしていけるというような内容のものではないということは、私も百も承知であります。

少なくとも今回の税制改正によって、天から降ってわいたような増税を余儀なくされている

お年寄りの皆さんについては、やはり市の方でそういった方々をピックアップしながら保険

料等の面でこれを軽減していくということはやはり検討すべきだと。できませんからやりま

せんというだけでは、私はいかにも思いやりがないというふうな思いもします。そこら辺を

もうひとつお聞かせ願いたいと思います。 

それから療養病床の廃止。これに伴い大量のお年寄りが病院から出されるわけですが、こ

れの受け皿として、私はそうした方々が今既存の特養施設でそっくりそのまま入れるという

状況にはないと思うのです。７月からの問題、たった今の問題であるわけで、そうした家庭

の状況を見極めたきちんとした指導がやはりなされていかないと、これは重大な悲劇を生む

結果にもなりかねないというふうに考えております。そこをひとつもう１回答弁をお願いい

たします。 

それから混合医療について、逆に負担が有利になる場合もあるではないかという市長の指

摘がありました。これはそのとおりでありましてそういう部分もあるのです。ただ私は質問

する側ですからそういうことはあまり言わないのですが、こういう点が悪くなる。例えば今、

痔の手術なども今既に混合医療でやられています。保険のきかない部分でやりますと、３日

くらいの入院で全く痛くない。退院できます。同じ病気を保険を使ってやると１週間くらい

入院してかなり痛い。うんうんと苦しむ。だけれどもお金は保険がきく場合ときかない場合

では３倍くらい違います。そう言われます。 

もっと進めば同じ病室でも窓側のベッドは月々ベッド料が５,０００円で、その次が３,０

００円で、その次が２,０００円でというようなことも考えられるのです。病院経営上からい

えばそういうこともできるわけですから。そういうふうに非常に医療の場に差別が持ち込ま

れるという懸念があるわけです。私はそうした点が混合医療の大きな問題になってくるので

はないかという気がしています。 

これは病院の経営という考え方からいって大変重要な問題があると思うので、まだ具体的

にこうこうこうというようなことではないのですけれども、かなり病院の裁量に任せられる

部分がある。これが危険といいますか、良いことといいますか。その病院が本当に民主的立

場で経営していけば逆に患者のために有利になるのです。ところが何が何でも黒字にするた

めということになれば、先ほど言ったように窓側のベッドは５,０００円というようなことも

ありうるわけで、ぜひひとつそこをお聞きかせ願いたいと思います。 

それから基幹病院、県立病院。これは私はいろいろ言ってもゆきぐに大和、六日町県立病

院がこの地にあって、今は確かにスタッフも不足なので、２つあるのだけれどもなおかつ不

十分な面が多いのですよね。私も身体にちょっと悪いところありましていろいろ医者にかか

っていますが、昨日あたりでも大和病院に電話したり、六日町病院に電話したり、しまいに

は十日町病院に行けと言われました。それで十日町病院に電話したら「明日、新潟大学から

六日町病院に何々先生が来るはずだからそこへ行け」と言われました。こういう状況がある
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わけで、非常にやはり地域医療の充実という点では大変やはり大きな問題をはらんでいると

思います。 

これが今の状態は、小出・六日町県立病院の統合を含めて、「地域医療の今の水準を守りた

い」「後退はあり得ないのだ」という市長のお覚悟はお覚悟でよろしいのですけれども、果た

してそれがきちんと守っていけるかどうかという点では非常に私は懐疑的です。ぜひひとつ

ここは、地域医療を守るという点では市長の不退転な立場をお聞かせ願いたいと思うわけで

あります。 

２ 教育について 

それから就学援助。これは基準を引き下げているのではないのだと。もうひとつは状況を

見て判断する、そして就学援助を適用していく場合と２通りあると。そちらの方を活用しな

がらというお話がありました。大変結構なことだと思いますが、引き下げたことではないと

いいましても、確かに国は国民年金の免除基準やそれから児童手当の支給基準を変えていま

すから。それに合わせておそらく変えたのだと思うので、言ってみれば上位法がそうなった

から変えたということだと思うのですが。 

この内容からいっても、先ほど教育長も説明されましたが、例えば今まではいわゆる一部

免除、あるいは半額免除の人も対象とされたのです。ところが今度は一部免除や半額免除は

対象とならないと。全額免除されるものというふうになったわけだそうです。そうすると例

えば３人扶養者の場合、今まで、これは国民健康保険料ですよ、２８０万円、２８２万円の

所得の人が対象になった。今度はこれが全額免除ですが１６２万円です。この人でないと対

象にならないわけですから。これは大幅な引き下げです。教育長は引き下げではないなどと

言いますけれども、私は引き下げだというふうに考えています。 

児童手当の方でもやはりそうです。一部支給、全額支給とありますがこの全額支給という

ことですから、これもやはりそれぞれ大きな差があります。 

私はそれが実際問題として２通りあると。状況を見て判断するやり方もあるのだというこ

とで、教育長さんの頑張りに期待したいのですが、今年の数字はこの間お聞きをしてわかり

ましたから。来年また聞いて今年より減ったなんていったら本当に承知しませんよ、私は。

これはやはり増やしていくべきであって、減らすなどというのはとんでもない話です。この

格差社会の中で。ぜひひとつ頑張っていただきたいと思います。 

もう１点は教育基本法。この「愛国心」の問題ですが、私は・・・ 

○議   長  １９番、簡潔にお願いします。 

○笛木信治君  すみません。通信簿には評価していないということでありますけれども、

では指導要領の中で国は、愛国心をこういうふうに教えなさい、と言っているわけですよね。

それに対しては通信簿で評価はしていなのだけれども、教育現場ではどうそれを処理してい

るか。そこをひとつ聞かせてください。長くなってすみません。 

○市   長  １ 医療制度改正と地域医療について 

再質問にお答えいたします。老人医療費の無料化の変遷等については議員のおっしゃった
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とおりでありまして、そういう思いからまた時期的にも日本の経済的にもそういうことが可

能であったときがあったわけでありますけれども、現在はそういう状況にもないということ

が、これはご理解いただけると思います。しかし根本的にやはり考えますと、確かに若いと

きに難儀をしていただいた部分では、そういう高齢者の皆さんには敬老会等も含めて十分そ

の気持ちを表していくと。いわゆる負担という部分につきましては、それだけの能力のある

方からは負担をしていただく。これはもう時代の流れといいますか、そういうことはある程

度考えていかなければ、やはりこの国もなっていかないのだろうという思いでありますので。

当然でありますが、先ほども触れましたように、弱者と言われる皆さん方に対して過酷な部

分を押し付けるということはしないように、行政として配慮していきたいという思いであり

ます。 

療養病床の大幅削減の件であります。これはやはり制度を転換していくわけですので、な

るべく私どもも混乱のないように配慮しなければならないと思っております。状況を十分把

握しながら対応していくということで、ご理解いただきたいと思います。 

混合医療の件。これは先ほど触れましたように、ひとつとしてはいい面もあるのかもわか

りませんが、また大変な問題も含んでいるということであります。一応試行的な部分で「保

険外併用療養費」という名前まで変えて始まったわけでありますので、これを今のところち

ょっと見守っていく以外に、どうも私たちも対応する手立てがないということを、ご理解い

ただきたいと思っております。 

基幹病院の件であります。地域医療のレベルをやはり落としてはならないということで、

当然アップをしていかなければならないと思っております。ですので、基幹病院に求める部

分も、私たちはまだ具体的な部分が出てきておりませんので話は出しておりませんが、医師

会の皆さんともいろいろ相談しておりますし、この地域の首長同士ともいろいろ相談してお

ります。そう遅くない時期に県から具体策が示される段階でありますので、その際にこの地

域の医療をきちんと守っていける、そういう方向を打ち出して県との折衝。そして私たちが

やらなければならない部分もまたあるわけでありますけれども、それにきちんと対応してい

きたい。完結がきちんとできるようにやっていきますので、よろしくお願いいたします。以

上であります。 

○教 育 長  ２ 教育について 

就学援助の認定者につきましては議員もご承知のとおりでありますが、例年３４０～３５

０人くらいであります。認定の結果、経済情勢等々が日々変動しておる状況でありますから、

減らさないとは申し上げるわけにはまいりません。極端に減ることはないだろうということ

だけ申し上げさせていただきたいと思います。 

それから学習指導要領における「愛国心」の関係であります。今のところ文部科学省や県

教育委員会から、通知表によって愛国心の評価を行うべきだというふうな指導は出ておりま

せん。 

それから学習指導要領における愛国心の関わりでありますが、道徳の中でこの表記がござ
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います。例えば小学校の道徳でありますが、主として集団や社会との関わりに関することの

なかには、次のような表記があるということであります。まず１学年および２学年では「郷

土の文化や生活に親しみ、愛着をもつ」。そして３学年４学年の中では「わが国の文化と伝統

に親しみ、国を愛する心をもつとともに、外国の人々や文化に関心をもつ」。５年生６年生の

中では「郷土やわが国の文化と伝統を大切にし、先人の努力を知り、郷土や国を愛する心を

もつ」。なお中学校の道徳では、ここでもやはり主として集団や社会との関わりに関すること

の中で、次のように表記されているということであります。「日本人としての自覚をもって国

を愛し、国家の発展に努めるとともに、優れた伝統の継承と新しい文化の創造に貢献する」。

以上であります。 

○議   長  質問順位３番、議席番号２８番・若井達男君。 

○若井達男君  傍聴者の皆さんには早朝よりご苦労様でございます。議長にお願い申し上

げます。私の質問はここに記されている文面を読めば１分で終わります。しかしこれだけで

はちょっと足りないような気がしますので、少し枝葉をつけさせていただきますが。できる

ことならば、答弁まで午前・午後に分かれないで、答弁まで一緒に取り扱いをお願いしたい

というふうに考えております。と申すのも、３月議会でやはり全く同じ時間帯になりまして、

午前の質問、午後の答弁が分かれてしまいました。２度あることは３度あるといわれないよ

うに、その辺の取り扱いをお願いいたします。 

○議   長  了承。 

○若井達男君  南魚沼市のまちづくりを問う 

前段がちょっと長くなって恐縮です。市長、南魚沼の市報６月号、この２ページ、３ペー

ジに国土調査の案内が掲載してありました。１９年度から実施を行いますと。ということで

この国土調査の１９年度からの実施については、やはりかなりの反響がありました。どうし

てもっと早く取り組まなかったのだ。どうして今になっているのだ。とはいいながらやはり

これは皆さんが待ちに待った肯定する意見ばかりでございました。そういうことでやはり国

調に対する期待は大きなものだというふうに受け止めておりますし、これらの声は当然のこ

とながら市長の耳にも入っていることだと思います。今日は国土調査の話をするわけではあ

りませんが、まちづくりの基本は国土調査がなってこそ、やはりまちづくりの一歩であると

いうふうに考えております。 

通告は都市計画マスタープラン、都市計画区域の再編を、ということでしてあります。こ

れは皆さんご存知のように、南魚沼市は昨年、一昨年、１年間のなかに２回の合併を経まし

た。そして昨年の１０月１日には６万３,０００人という県内９番目ということで、新しい市

が誕生しております。しかし、これらの新しい市の誕生につきましては、何事においてもや

はりその時点でそれぞれ対策、対応、整理をやらなければならない問題は常についてまわっ

ております。 

今議会でも初日にありました消防団の機構をどのようにするかということも、これらは全

くその１つであります。それぞれ行政組織にあります個々の団体、また観光協会、それらに
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ついても同じことがいえるわけですが、やはりこの合併時にいち早く取り組まなければなら

ないものが、都市計画マスタープランの作成と市街化区域。これは旧町ごとに存続しており

ます。旧塩沢、旧六日町、旧大和というふうになっております。本来であればこういうもの

はスタート時から一体となった都市計画区域であり、これを基とした都市計画プランが作ら

れると。それに向かって向こう１０年、向こう２０年の施策が行われていくというのがスタ

イルであります。 

旧六日町時代におきましては、平成１１年から約２カ年の経過を要しまして、平成１３年、

第６次総合計画と都市マスタープランの計画の決定をみました。やはり今ほど申し上げまし

たように第６次総合計画は、第５次に引き続いたホワイトピア六日町の継続ということで、

平成１８年から２２年の１０年間の目標期間であります。都市マスタープランは、同じく平

成１８年から２０年期間の平成３２年までの期間で作られております。 

そしてこの都市マスタープランは市町村で作成する都市マスタープラン、都市計画マスタ

ープラン。また県で策定をしなければならない都市計画マスタープランというものがござい

ます。県はその後の平成１６年２月９日に市町村の意見を求めるということで、六日町に２

月９日に町長宛に意見聴取の文書が届いております。それに基づきまして、今の市長、当時

井口町長は六日町都市計画審議会に意見の聴取に合わせた諮問をお願いするということで、

都市計画審議会では３月におきまして都市計画プランに対しての諮問を行って、町の方に提

出しております。 

そしてそれらは３月の県の都市計画審議会で承認されておるということでありますが、こ

れらは当時の市町村においては同じ経過をたどっております。当時、県内には４４カ所の都

市計画区域が存続しておりました。しかしこれらは平成１６年はまさに大同合併のまっ最中。

そして当初、合併年次の平成１７年、そして１年延長したなかの今年の３月３１日までには、

新潟県におかれましても１１１市町村が存続しておったわけですが、これが３５の市町村に

なったということであります。 

この都市マスタープラン――マスタープランという言葉は都市計画法ではないのです。出

てこないのです、どこを探っても。これは都市計画区域の整備開発および保全と、保全の方

針というのがこれをくくって都市計画マスタープランという取り扱いになっておりますが、

これらがやはり整備されてこそ新しい南魚沼市の出発であるというふうに私は考えています。

市長の所見を伺うところでございます。 

まちづくり３法が今国会において、改正まちづくり３法が決定しております。都市計画法

の改正、これは大型店の出店規制をしたということで都市計画法、また中心市街地活性化法

では市街地の活性化のために交付金支援をするという改正。また大規模小売店舗立地法につ

きましては、これは出店の届出を必要とする法律。これを含めてまちづくり３法がここで改

正されておるわけです。私に限らずこの後、明日くらいになりましょうか、阿部俊夫議員の

方もこのまちづくり３法および交通規制に対しての一般質問を取り上げております。果たし

てこの改正がどのような効果、場合によってはより一層の地域格差が生じるのではないかと
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いうふうに私は感じております。この３法改正について、まずは市長の所見をお伺いします。 

私はこれから自分の考えを述べさせていただきますが、これは今ほど申し上げましたよう

に、ひとつのまちづくり政策において格差を生む改正であるというふうに考えております。 

南魚沼市には１万平方メートルを超える売り場店舗はジャスコ１店でございます。そして

今回の改正の一番の要点は、指定された区域以外には１万平方メートルを超えて店舗を出店

してはならない、というのが一番の基本になっております。今までは用途地域のなかには６

つの用途地域に面積制限がございません。それから都市計画区域のなかの白地地域、これら

も面積制限はなかったわけですが、今回の改正によりまして商業地域、工業地域、近隣商業

地、この３用途地域に限り出店が許可されるという改正であります。 

今ほど申し上げましたように、私ども南魚沼市においては一番大きいところでジャスコの

１万７,０００平方メートルの売り場面積。その後は一気に５,５００平方メートルにまで落

ちております。これはララでございます。若干ここに数字がありますので、南魚沼市にある

私どもから大型店舗といわれている店舗面積を若干述べてみます。ビッグハウス、１,６４７

平方メートル。ララで・・・失礼、先ほど５,５００と申し上げましたが、５,７００平方メ

ートル。コメリ・アテーナ合わせて５,７００平方メートル。コメリだけでは４,０００平方

メートルです。それからひらせいだけでも２,５００平方メートルです。これはドラッグスト

アかどくらと合わせて３,２００平方メートルと。５,０００平方メートルにも達していない

と。そうしたなかに用途地域の規制のなかに１万平方メートルしかできないというものは全

く絵に描いた法規制でしかない。 

先ほどの私の用途地域の規制のなかに、準工業地域でございます。準工業地域、これにつ

いては準工業地域の一歩外にいくと、これは白地地域。都市計画区域の無指定地域。そうい

ったところになっております。 

これらについては確かに１万平方メートルは建設できませんが、９,９００平方メートル以

下の売り場面積の店舗は今ほど申し上げました商業地域でもどこでもできるのです。白地地

域でも９,９００平米の店舗は出来るのです。 

そこで市長にお伺いしますが、これらの今回のまちづくり３法の改正にあわせた中では道

府県ではいち早く独自の規制を策定しております。福島県ではこの１０月、面積で６,０００

平方メートル以上の規制をかけております。同じく福岡県でも６,０００平方メートルと。ま

た工業、準工業地域については、用途変更の変更ができるというのが今回の改正都市計画法

のなかに決められております。そういったところ、用途変更を行ってやはり面積制限を行う

というふうになっております。またこれらに対して県は近隣市町村の意見を聞き、反対意見

があれば出店計画の見直しを求めるということも決められております。 

以上これらをかんがみたときに、やはりもう大型店はいらないということで市長もこの市

政のなかにまちづくり対策を行っているわけです。やはりこれらは１市ではなかなか難しい

問題でありますので、当然県と連携したなかに市独自の出店規制を行うと。つくるというこ

とをお伺いしますが、市長のお考えを伺うところでございます。 
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もう１点でございます。通告してあります景観法に基づく景観計画の作成を、ということ

でございます。まちづくりは別に都市施設、都市設備、そういった都市構造の策定、それか

ら今ほど申し上げました法の整備だけではありません。やはり私たちが生活するについては

環境保全、田園風景、都市景観そういったものの保護、これらが生活するなかにおいて大き

なウェイトを占めております。 

景観法は昨年の６月に制定されました。やはりこの景観法に基づいてもそれぞれ全国各地

の自治体は、これにあわせたまちづくりを行っております。例はたくさんありますが、３つ

４つ省きましてひとつだけ申し上げます。これは特段、景観法が制定されたからといって始

めたわけではありませんが、２２５号線、只見町のその北に位置しております金山町。これ

は町並みづくり１００年運動ということで、今年２２年目に入っております。金山町は面積

の９０パーセントが森林をなしております。そしてその森林の有効活用ということで林業の

振興というものを題目に掲げ、木組みの家、漆喰の家ということで、屋根は切り妻、そうい

うことで癒しの町をつくってきて２２年になっています。 

これは皆さん行ってみていただければおわかりですが、やはり金山町に入りますと、今の

この時期というのは新緑に茶色の屋根、もしくは黒屋根。そこに木の表しが出た柱、漆喰が

まことに見事に調和しておりまして、入った瞬間「ああ素晴らしい町だ」と。「癒しの町だ」

と、「疲れたときには金山町だ」と言われるようなまちづくりになっております。 

景観については人のところを羨むことでなく、私どもこの南魚沼市にも越後三山、只見国

定公園、また魚沼連峰、県立自然公園、そういった自然豊かな南魚沼市です。あるものを景

観だといって保全保護するのもいいでしょう。しかしこのあるがままの自然こそが景観保護

なのです。全市一体を景観法に基づくなかの指定として行い、そのなかにひとつとってみれ

ば別に棚田だけが景観ではないのです。 

旧大和町の八色地区、ここには中山間地として１町歩、１ヘクタールの田んぼがえいえい

と構造改善で整理されております。長いところの長辺２００メートル。短辺５０メートル、

１万平米、１町歩です。場合によっては１００メートルかける１００メートルの田んぼ。こ

れらこそこの時期にまさに田園風景、まさに景観なのです。 

塩沢町では牧之通りということで雁木通りが今つくられている最中です。これも否定する

ものではありませんが、やはりあるものをつくるということだけでなく、上田街道へひとつ

足を入れてみれば、これは上田街道の石垣、そこに老松の生えた。これらを１００年の大計

のもとに整備をしていったときには、清水峠まで続くまさに上田街道こそ癒しの道というふ

うに私はなると感じております。 

そのまちづくり３法についてもやはり目指すところは今ほど前半で申し上げました都市マ

スタープラン、都市計画区域の決定、まちづくり３法、一番のもととなるものはとにかく住

民参加です。住民参加することによってそこに企業、行政が一体となってまちづくりを形成

していく、引き上げていく。そこに市長の前向きな素晴らしいリーダーシップが発揮されて、

市長が議会初日に言っております「まちづくりは人から」ということが時代のなかに築きあ
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げられていくというふうに私は感じております。以上でございます。市長のお考えを伺った

中で再質問させていただきます。 

○議   長  ここで皆さんにお諮りいたしますが、若井達男君の質問終了まで時間延長

したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし。」の声あり） 

○市   長  ２回連続、昼食時間にかかったそうであります。大変でございましたが、

今ほど議長からお許しもいただきました。私も昼食時間を気にせずに答弁をさせていただき

ますのでよろしくお願いいたします。 

南魚沼市のまちづくりを問う 

１点目の都市計画マスタープラン、それと都市計画区域再編の取り組みということであり

ます。ご承知のようにこのマスタープランにつきましては、若井議員は私たちよりこのこと

については熟知をしておりますので、前段は申し上げませんけれども。 

今現在、まちづくりの理念、都市計画の目標、これを基にした全体構想、地域別構想これ

らを現状における都市環境の中で、長期的、総合的に方針や指針となるということを定める

ように作業を進めている段階であります。具体的には「新市建設計画」そして市政懇談会等

をずっと開催してまいりました。この中で市民の皆様方からそれぞれいただいたご意見、こ

れらを取り入れながら「総合計画」を策定させていただいたわけであります。 

このなかにまちづくりに関するものを取りまとめたものということ。この中でですね、総

合計画の中で。旧３町の都市計画マスタープラン、これは一応踏襲はいたします。踏襲しつ

つ、新市としての一体性を位置づけて、そして総合計画におけるまちづくりの目標にしたが

って、都市機能のおおまかなゾーンについての方針を全体構想、そして地域別構想として記

述することになったというところであります。総合計画のなかにもおおむねの図で示してあ

ります。何々ゾーン的なもの。ああいうものが基本になっているということでありますし、

都市計画審議会の皆さん方のご意見をきちんと頂戴をいたしながら、今年度中に作成をして

いきたいと。それを目指しているところであります。 

都市計画区域の再編につきましては、大和・六日町・塩沢それぞれ継承してきております

けれども、原則であります「１市１都市計画区域」これはやはり早急に実現しなければなら

ないということだと思っております。ひとつは旧３町の時代からの取り組み方といいますか、

考え方の違いが出ておりまして、具体的には大和、塩沢地域では自然公園を除くほぼ全域が

都市計画区域というふうになっておりました。ところが六日町地域におきましては集落部分

であっても都市計画区域の区域外となっておりました、五十沢・城内地区の一部、そしてリ

クレーション施設周辺地域。これらを取り込みながら都市計画法での対応が可能となるよう

に考え直さなければならないということであります。全市域の同一性を確保する、そういう

基盤を作っていかなければならないということであります。 

この再編拡大にともないます都市計画決定は新潟県において行われるものでありまして、

県では昨年度、有識者からなる懇談会を設置して検討してまいりました。懇談会からの提言
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によりまして、当市の都市計画区域の統合および拡大が妥当であると、こういう方針が示さ

れました。今年になってからこれらの手続きを進める旨の通知がまいりましたので、今後今

年度末をめどに関係機関との協議を開始したいということであります。 

参考までに申し上げますけれども、この都市計画区域の統合、これは軽微な変更でありま

して、翌年度以降になりますけれども１９年度に実施を予定している「都市計画基盤基礎調

査」の分析結果や都市計画基準に基づきまして、より具体的な用途地域、そして都市計画区

域施設等の決定や変更、これらを検討することになります。その際には国・県との協議のみ

ならず住民の皆さんの意向を把握して、詳細な都市計画を推進する方向にもっていかなけれ

ばならないと。最終的に都市計画を具体的な施策、これは用途の変更や都市計画道路の変更・

廃止も含めて、これにきちんと反映させなければならないということであります。その調査・

分析を含めて２年程度は必要になろうかというところでありますので、よろしくお願いいた

します。 

改正まちづくり３法であります。当初は法案がぽっと出て、いわゆる郊外に大型店の出店

を規制するというような方向の中での議論でありましたので、相当喜んでいたわけでありま

すが、今議員おっしゃったとおりでありまして、なかなか実情にそぐわないという面があり

ます。しかし、法律は法律でありますので。要は中心市街地都市機能を集約しようという、

そういう目的であることは間違いありませんので、その趣旨は大いにやはり生かしていきた

いと思っております。けれども、いかんせん面積の部分とかそういうことが非常に地方都市

と中央との間での差があるといいますか、１万平米などということをぽんと出されても、な

かなかやはり簡単に対応していけるものではないということであります。 

これは県との協議も当然必要でありますが、市としてまたこれ以上郊外に、１万平米以下

であっても相当の大型店となるわけでありますので、出店がされないような方向を模索をし

ていかなければならないと思っております。どの程度まで例えば市の条例で規制ができるの

か、この辺をまだ私は把握をしておりませんけれども、どこかの県では県なりにやっている

ということであります。県との調整もふまえて、やはりこの地域で商業施設がこういうふう

に郊外に出て、中心商店街が益々廃れていくという方向だけは何とか阻止したい。この法の

趣旨はそうでありますので、その趣旨をうまく生かせる方法を考えていかなければならない

と考えております。 

景観法に基づく景観計画の策定であります。これは非常に法律としてはいい法律だと思い

ますが、ひとつはやはり規制が相当加わりますので行政も当然でありますけれども、地域住

民の皆さん方がそれなりの覚悟をしていただかないと、これはなかなか絵に描いた餅に終わ

ってしまうのではないかということだと思っております。 

これは設定や計画の策定これらの制限を行う主体という、これは景観行政団体とされてお

るそうでありまして、具体的には都道府県や指定市が行う。もしくは景観行政に意欲をもっ

た市町村は県の同意を得て行うということだそうであります。私たちがこれをきちんと景観

条例とかそういうものを計画策定ということになりますと、県の同意が当然でありますけれ
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ども必要だということであります。 

私たちの市は、今ほど議員おっしゃっていただきましたように、とにかく自然、これが一

番の財産でありますので、これをきちんと生かす、そして守るという方向はきちんと考えな

ければなりません。けれどもまずは規制がかかるという部分も含めて行政と住民、そして議

会の皆さん方とまず大いに議論をしていただこうと、そういう場をこれから設けていきたい

ということであります。 

そこからどういう取組みが出てくるか、そしてその成果がどう生まれてくるか。そこを見

極めたいと思っておりまして、行政指導で景観計画を策定していこうという部分はまだ踏み

込まない。住民の皆さんと一緒になって考えていく。議会の皆さんと一緒になって議論して

いくという方向をまず打ち出したいという思いでありますので、よろしくお願いを申し上げ

ます。以上であります。 

○若井達男君  南魚沼市のまちづくりを問う 

再質問をさせていただきます。都市計画マスタープランおよび都市計画区域の再編につい

ては市長の答弁を聞いてほっとしたところでございます。ということはやはり一番求められ

るところは住民参加。住民参加のプロセスを経た中で行っていくと。これらは早い時期に国

交省になる前、建設省時代にやはり建設省通達で、一番これが大事なのですよ、ということ

で単なる説明会を１回した、もしくは郵送でアンケートを行った。それは住民に十分な説明

ではないですよ、ということが指摘されております。ですので今ほどの答弁を聞いて安心し

たところでございます。ぜひともこの２カ年の間に、その辺を十分に整理した中でやってい

っていただきたいというふうに考えるところでございます。 

あとまちづくり３法については、市長とも、私自身も全くこの法は、場合によっては格差

の出る法だというように感じておりますので、使い方についてはやはりこれとて人任せでな

く、住民・行政がきちんと対応していかなければならないというふうに考えてります。 

そうした中で、市長、六日町、南魚沼市の生きる道まちづくり、これは津南町が合併をし

ない選択をしたと同じようなことで、極めて他の自治体より可能性は秘めてあると私は思っ

ています。津南町は合併しない。なんで合併しないでとにかくやってみようという、やはり

これは農協が合併していないと。商工会も合併していなと。観光協会も。全部津南町独自の

団体であると。そこに１万２,０００人の住民と１５０人の職員が、１,２００からの項目す

べてを精査した中でやっていけば、合併はその後に考えればいいことだというふうに向かっ

ているわけです。 

私どもこの南魚沼市においてもやはり六日町のなかには市長、やはり庁舎は中心地のここ

なんだというところから始まって、医療の県立病院、これはその跡地に福祉事業団の方から

医療施設が入ってくると。また眼科医も町なかにあると。そして郵便局もあると。よもやす

るとまちづくりの失敗は行政がしたと言われてもしかたない。自らの庁舎を郊外にもってい

く、学校そういった施設、大学、そういったものを郊外にもっていく。そうしたときにすべ

てがそこに人の流れが変わってしまう。病院にしても郵便局にしてみても、やはりこの町な
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かにあってこそ、お年寄りや子供たちがそこを利用できるのであって、大人社会だけではな

い。 

そういうことを考えたときに、この南魚沼市、旧六日町を中心としたなかには十分な可能

性をもっているというふうに私は考えております。そのようなことですので、その辺の方向

性の中で、もし市長お考えがありましたら聞かせていただきまして、再質問を終了します。 

○市   長  おっしゃるとおりでありまして、特に私から申し上げることはございませ

ん。若井議員と基本的な方向が全く一致したということでありますので、今後ともよろしく

お願いいたします。 

○若井達男君  終わります。 

○議   長  ここで昼食のため休憩といたします。休憩後の再開は１時１５分といたし

ます。 

（午前１２時１０分） 

○議   長  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午後１時１５分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。質問順位４番、議席番号１７番・種村充夫君。 

○種村充夫君  地域保健について 

通告にしたがいまして、一般質問させていただきます。それこそ一番眠い時期でございま

すので、どうぞひとつ子守歌代わりにお聞きいただきたいと思います。 

地域保健について特に保健師の業務の活動内容についてお聞きしたいと思います。３月末の

人口統計では市の人口が６万２,７５０人。５５歳以上の人口が約２５パーセントでございま

す。４人に１人が高齢者という状況でありまして、こうした中で現在では単に寿命の延伸だ

けでなく、「健康寿命」私たちが一人一人が生きていく長さの中で元気で活動的に暮らせるこ

とができる長さをいうことでありますが、それをいかに伸ばすかが課題であります。習慣性

病の中で予防が大きな鍵とされています。 

４月に世帯配布されました健診カレンダーによりますと、住民健診はそれぞれの地域で会

場も保健センターや健診センターで、１回で終了するところ、健診ごとに地域でそれぞれ何

回もやるところがあり、早いところでは４月上旬から、遅いところでは１１月上旬までかけ

て市内を健診するというような状況であります。 

健診の受診者によりますと、３月の定例会の行政報告を見ますと、昨年の１２月末現在で

１９歳以上の基本健診が１万２,４５２人。１９歳以上約５万１,０００人の中で単純な率で

２５パーセント以下であります。胃がん検診は５,５００人弱。これは４０歳以上の人口の約

３万６,０００人の１４パーセントくらいになります。骨粗しょう症では１０７人という状況

であります。 

人間ドックや職場健診、それと個々で病院で受けている健診等ありますが、年に１回は健

診を受けるという状況を作り出すことが大切であると思います。市民の健康保持が基本的目

標であり、受診者の率をどう向上させていくかということの中で、検診の実施方法や時期等
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についてどんな工夫があるのかが必要ではないかと思っているところであります。 

保健師は保健師、助産士、それから看護士法によりまして、保健指導に従ずることとあり

ます。市民の健康増進には保健師の力によるところが大きいものがありますので、医療機関

に通院する人ばかりでなく、予備軍と言われている方々の保健指導が大切であります。保健

師が検診だけに引きずられて、訪問指導等本来の活動が制限されていないか。地域に入れ込

んだ、精密検査受診の追跡などに対応できているか。きめ細かな指導が健康増進のポイント

になると考えますので、お聞きしたいと思います。 

当市内には１８名の保健師が、住民の心身の健康の維持増進と介護保健法による生活支援

を目的に活動中であります。住民健診の受診率も含め地域保健行政についてお伺いしたいと

思います。まず現状の各健診の受診率は適当でしょうか。人間ドック、職場健診、個人の医

療機関での受診等も含め、その受診率は適当であるかをお伺いするところであります。 

２番目の保健師が、保健事業の計画、その実施、実施後のデータ処理等の事務に関わりす

ぎでないか。保健師は他の本当の住民の健康管理の問題があるわけですので、保健師以外で

も健診等についてはできるのではないかというような考え方もございます。ある程度医療機

関に健診等を任せる方法もあるのではないかと考えるところであります。 

３番目の問題でありますが、保健指導等、訪問指導は健康増進のポイントと思いますが、

現状でいいのか。もう少し市全体の家庭状況等、きめ細かな把握はできないのでしょうか。

昔の例によりますと、保健師が各家庭を全部まわって歩きまして、それぞれの家庭の状況を

見て、どこの家がどんな状況でどんな人がいてどうなっているということを全部把握した中

で、ちょっとことがあると保健師と相談したり、その当時は保健婦でしたけれども、いろい

ろな相談にのっていたというところがあります。 

市がこれだけ大きくなりますと、なかなかそういう対応ができなくなりますし、特に今の

状況の中では各家庭の状況把握は、保健師としての把握は難しいと思いますけれども、その

辺の対応についてもお聞きしたいと思います。 

その後に市の自殺対策についてはどうなっているかお伺いしたいと思います。国では平成

１０年以来８年間自殺者が３万人を超えているということから、この質問通告書を出した１

５日の日に、自殺対策基本法が成立いたしました。目的は国をあげた総合対策の推進によっ

て社会的な取り組みとしてその対策を実施し、自治体、事業主は国と連携して地域や職場で

この対策を進めることとしています。そんなことで、これからも自治体に与えられる自殺対

策というのが大きな役目になってくると思いますので、その辺についてお聞きいたします。 

全国での自殺者の数でありますが、１７年の警察の発表によりますと、３万２,５５２人だ

そうであります。これが平成１０年から３万人を超えたというような状況になっています。

新潟県では１７年で７７６人。昨年より４４人少なくて、２年連続減少しているそうであり

ますが、警察の発表ですと全国で１２位。それから県の統計関係でいきますと、やはり１０

位内に入るというようなことだそうでございます。結局警察のやり方と統計の取り方では違

ってくるということだそうでございます。 
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それで南魚沼警察署管内でございますが、１７年が３２人、実に全国の３万２,０００人の

なかの３２人ですので、これは１,０００分の１になるのでしょうか。そんな状況で自殺者が

います。それも割に年齢の若い人たちを主体にしたなかでいますので、その辺の対応につい

てお伺いするところであります。 

ちなみに今年１８年の５月末で１４人だそうでございます。ということはこのままいきま

すと、また３０人近い人数が今年うちには出てくるというようなことであります。新潟県で

も国の施策に対応するかたちの中で、松之山方式というのを取り入れていると聞いています

が、いずれにしろ対象者の早期発見と支援等、大切な課題が残っているところであります。

そんな中で市の一番大事なやはり若い人たちの命ですので、対応についてお伺いするところ

であります。 

またがん対策基本法というのもこの１６日に可決成立しました。これらもふまえまして、

さらに保健師の仕事の範囲というのが大いに増えてくると思いますので、今後の計画の中で

やはりそれなりの市の対応を大いに期待して一般質問を終わらせていただきます。 

○市   長  地域保健について 

種村議員の質問にお答えいたします。地域保健について各健診受診率が適当かということ

でありますが、一応これからちょっとその率を申し上げますけれども、受診率の算定にあた

りましては、対象者をどう把握するかという問題が若干残っております。私たちの市は受診

希望アンケートをもとにして算出をしておるということでありますし、国保加入者の数から

推定している自治体もあるということであります。 

私どものところを申し上げますが、１７年度でありまして、基本健診４０歳以上は受診率

が５９.６パーセントであります。同じく新潟県の１６年度は４４.３パーセント、全国では

４４.４パーセントという数字になっております。 

胃がん健診、これは当市が２８.４パーセント、県が２２.７パーセント、全国では１２.

９パーセント。 

大腸がん。当市が３３.１パーセント、県が２３.６パーセント、全国では１７.９パーセン

ト。 

肺がん健診であります。これは当市では６６.７パーセント、県内では４３.２パーセント、

全国では２３.２パーセント。 

子宮がん健診であります。当市は１８.５パーセント、県が１６.６パーセント、全国では

１３.６パーセント。 

乳がん健診は、当市が２４.４パーセント、県内は９.７パーセント、全国は１１.３パーセ

ント。 

若干ばらつきはありますが、県、全国の平均を若干でありますけれども上回っているとい

う数字ではあります。１７年度もやります。私たちの市は１７年度でありますが、ほぼ横ば

い状態だということだそうであります。 

これで十分とは当然ですけれども言い切れないわけでありますので、受診率アップに向け
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たメニュー、前立腺がんも非常に、注目を浴びているというと失礼ですけれども、そういう

部分がありますのでこれもメニューに入れたり、実施時期、それから漏れ者健診日の設定、

これらに工夫を凝らして受診率の向上に努めているところでありますが、もっともっと啓蒙

をしていかなければならないということだと思っております。 

２番目に保健師が健診事業の計画・実施データ、これらの事務にかかわりすぎていないか

ということであります。実施通知書、結果通知書の発送事務、これらは事務職において処理

できるものですので、できるだけ事務職で処理するようにやっているところでありますけれ

ども、時間的な制約の中では課員を上げて処理するという、そういう場合もあるということ

であります。 

健診事業のなかには問診、これらも含めて専門性を要する業務もありまして、それらを含

めて健診機関に全部委託をできればこれは別でありますけれども、とてもこれは相当の財政

負担になりますので、現状の中ではマンパワーの面ではちょっと無理だということでありま

すが、保健師の関わりなく実施をできない部分が相当多く含まれております。また乳幼児の

健診等も含めてこの健診事業が多くの比重を占めておりまして、その結果が保健師活動の多

くの部分を健診部分が占めているという現状であります。 

このたびの医療制度改革関連法の改正で平成２０年から糖尿病等の予防に着目した健診等

が各医療保険者に義務づけられることになりまして、今後市町村における健診のやり方も検

討が必要となりますが、効率的な健診のありようを目指していきたいと思っております。 

申し上げましたように、なかなかそっくり保健師さんを除いた部分というのは非常に限ら

れているというところがございまして、関わり過ぎか過ぎでないかということは別にいたし

まして、保健師が相当関わらないと業務が遂行できないという現状をまたご理解いただきた

いと思います。 

３番目の保健指導等が健康増進のポイントということであります。これは本当にそうであ

りますが、現在保健課に１８名、福祉課――これは地域の包括支援センターや在宅介護支援

センターこれに１０人、計２８名の保健師が在籍をしております。保健課の方で主に健康維

持を目的に乳幼児、あるいは精神障害者を対象にして、福祉課の方では介護保健法による介

護を中心とする生活支援、これを目的に主に高齢者を対象として活動しておるところでござ

います。 

６５歳以上世帯につきましては、毎年民生委員を通じまして現況調査を行う。その結果訪

問観察が必要と思われる世帯につきましては、地域包括支援センターの職員が訪問をしてい

る。１８年度からは特定高齢者、これは介護の必要となるリスクの高い人ということであり

ますけれども、住民健診が未受診であった高齢者も訪問等により状況把握に努めることとい

たしております。１８年度から。 

かつては議員おっしゃったように、とにかく住民の健康状況の把握、これは訪問が唯一の

手段でありましたけれども、老人保健法の導入によりまして、住民健診が導入されたわけで

あります。その結果によって対象者を把握できるということがありまして、リスクに応じた
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階層化等をグループ分けして、それぞれケースにあった指導が可能となりました。効果を上

げるため個別、あるいはグループでその手法を選択して取り組んでいる状況であります。未

受診者の状況把握ができていない状況にありまして、今後生活習慣改善に向けた個々人の取

り組みの支援、これらを重点的に対応を考えていきたいという考えであります。 

市の自殺者対策であります。全国的にという部分は今ほど議員おっしゃったとおりであり

まして、３万人をずっと超えている状況であります。１７年の状況、数はそのとおりであり

ますので、対人口１０万対率でありますけれども、全国は２４.２パーセント、県は２９.６

パーセント、そして私ども南魚沼市は３３.１パーセントというところでありまして、やはり

率的に高い。自殺率が高いということです。 

ちなみに今年になりまして、３月に塩沢地域で１人、六日町で１人、大和で３名の方が自

殺をされた。内訳は２０代１人、４０代１人、５０代２人、７０歳以上１人の５名でありま

す。４月はゼロでありましたが、５月に入りましてまた急増いたしまして、塩沢地域で２、

六日町地域で５人、大和で１人、合計８人であります。先ほど５月で９人という・・・（「５

月末で１４人」の声あり）１４人ですね、これは１３になっております。これは警察の調べ

と当方で調べた結果の違いだと思いますけれども。特に５月に入りまして、六日町の５人、

そのうち城内地区で３人という非常に特徴的な部分が現れております。これは２０代１人、

３０代１人、４０代１人、５０代２人、６０代１人、７０代以上２人、万遍なく――万遍な

くと言うとちょっと表現がおかしいかもわかりませんが、非常に憂慮する状況だということ

でございます。 

県の地域振興局の健康福祉環境部、これは県、市町、警察、医療機関、地区組織、産業保

健分野からなる「自殺予防の協議会」を立ち上げまして、その対策を検討するとともに、自

殺はうつ病との関連が深いという観点から、住民および関係職員を対象に研修会を実施して

いく予定であります。市でもうつ・認知症予防をテーマに３地域で講演会を行う予定であり

ます。しかしながらなかなか決めてはないということでありまして、非常に難しい問題です

が、啓発、相談等に積極的に取り組んでいきたいと思っております。 

ここでちょっとお話を申し上げたいと思います。今、大和病院に週１かな・・・（「月に３

回」の声あり）月３回おいでをいただいております、精神科の宮永先生。渡辺謙の「明日の

記憶」のいわゆる認知症ですね、若年性認知症で今、全国的に非常に有名になっておられる

先生であります。今、この先生を大和病院の院長に迎えようということで、一生懸命取り組

んでいるところであります。 

先般お会いした際に、この地域は非常に自殺の率が高い。これを何とかしなければならな

いというお話を伺ってまいりました。非常にやはり全国的に見て自殺をする人数が多い地域

だそうでありまして、どういう因果関係がそこにあるのか。その辺も含めてきちんとした対

策を立てないと大変な結果になっていくというお話を申し上げておりました。先生がまたお

いでいただけるようになりましたら、専門的な指導も仰ぎながら、この自殺対策に本腰を入

れていきたいと思っております。 
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松之山方式というのは私はちょっと存じ上げませんので、言及できませんけれども、そう

いう実態がございまして、何らかの原因があるだろうと。この原因をやはり突きとめなけれ

ば対策が打てないということでありますので、これらについて精力的にまた対応を考えてい

きたいという考え方でありますので、よろしくお願い申し上げます。以上であります。 

○種村充夫君  地域保健について 

わかりましたが、問題は自殺の関係であります。６５歳以上の介護保険の認定にある程度

なる方の場合は、ケアマネやいろいろなかたちで対応できると思うので、それはいいと思う

のですが、若い人ですね。そこの事例はある程度先ほど市長が出ましたので、なるべくうつ

病とか精神病という話はしないにしようとは思ったのですけれども。 

結局いかにしてそれを把握し――把握すると結局そういう人たちは、「もう誰も来ないでく

れ」というのがやはりひとつの言い方だと思うのです。それをどういうかたちでその家庭の

なかに入って行って、例えば保健師なら保健師がどんな方法でその人たちの心をつかむかと

いうのがやはり大事な問題だと思います。今すぐここまでやれというわけにはいきませんの

で、やはり長い間研究していただきながら、少しでもそういう家庭のなかに飛び込んで行か

れる体制づくりというのを、市の方で考えていただくということをお願いしたいと思います。

以上です。 

○市   長  地域保健について 

再質問でありますけれども。確かにそうだと思いますし、やはりこれは医療、医療行為と

してとらえていかないと。なかなか今おっしゃったように、家庭にひきこもっている、そこ

に保健師さんが入って行くというかたちも当然必要でありますが、いわゆる医療機関に来て

いただくとか、あるいは当然ですけれども重くなれば入院ということもあるのでしょうが、

医療行為としてきちんととらえていかないと、なかなか解決できなのではないかと、今素人

ながらに思っております。それも含めて宮永先生という専門医とまたきちんと相談をしなが

ら、当然ですが保健師活動にも生かしていければという思いでありますので、よろしくお願

いいたします。 

○議   長  質問順位５番、議席番号２番・今井久美君。 

○今井久美君  入札・契約制度について 

入札・契約制度について質問をさせていただきます。公共投資はピーク時の約半分にまで

落ち込み、業者数は依然大きな変化がなく推移しています。建設業界はかつてない厳しい環

境にさらされています。国、地方自治体が財政基盤の悪化を理由に公共投資を削減している

ことが大きな要因でありますが、日本経済全体が活性化をしない、停滞を続けていったこと

が最大要因と思われます。 

戦後日本を躍動させ、経済、物流をけん引してきたものは公共投資であったことは間違い

ないと私は思っております。今後もこの島国日本が世界の経済社会の中でその地位を築いて

いくためには、瞬時に全国隅々まで物資が届く高速交通網が必要であり、稼動させるエネル

ギーがどこでも安価に求められる必要があります。そのため民間投資とは別途に公共投資は、
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今後も継続していかなければ日本経済は競争力を失い、衰退していくものと考えております。 

しかし、過去のように経済刺激策として大型投資をしていく段階ではありません。市民、

国民の求める公共調達品を、安く安全に高品質で納品することが求められています。昨年４

月施行された公共工事の品質確保の促進に関する法律、いわゆる公共工事品格法によって、

このことはさらに明確化されてきております。 

公共工事は調達時点で品質を確認できる物品納品とは異なっております。今までは安けれ

ばよいという方式で、入札契約制度が実施されてきました。一定の要件を満たせば誰でも参

加できる一般競争入札が主流となってきております。一見すべてを開放して、フェアな入札

制度に思われます。 

しかし、公金を投資して調達品を得ようとする発注者の行為としては非常に回避的である

と考えます。技術力も施工力も必要ない。安い落札者であれば誰でもいいのです。ランク差

制度も必要ない。どの業種においてもＡＢＣＤの各ランクは意味があって設定されています。

上位ランクを目指して、この厳しい環境のなか各社企業努力をしています。 

現在の市の入札制度では３ランクの業者が参加できるようになっています。無理してＡラ

ンクになる必要はないのです。Ｃランクでオールマイティに参加できる方が有利となってい

ます。平成１３年に施工された公共工事の入札および契約の適正化の促進に関する法律。入

札契約適正化法によっても、市もかなりの部分を公表する努力をしております。４月からは

５００万円以上の工事で工事成績評定を実施するとのことです。考査項目も国、県に準じて

いるので、大分評価できるところだと思っております。そしてそれがぜひ入札制度に生かさ

れるよう、今後の努力をお願いするところです。 

県は本年度より総合評価方式を施行します。今後かなりの速度で加速して実施されること

は、確実であると思います。国の直轄工事では既に実施されております。価格の他に１０か

ら２０点の技術点要素を加算して落札者を決定するものです。価格だけの競争から価格と品

質で総合的に優れた調達へ理念を転換する入札方式です。 

県の施行要領によると技術提案が受注者の責により履行できなかった場合は工事成績評点

を減ずる措置を行い、違約金の請求を行う。そして損害賠償の請求もありうるとなっており、

公金を投資する調達方法に意気込みが感じられます。 

技術提案は高度なものばかりでなくて、施工時の工夫、身近な提案も評価の対象であって

いいと私は考えます。町なか工事で住民との関係が心配であれば、事前に要件として提案し

てもらう。参加者も問題について検討する。落札後、担当と業者で一緒になって心配される

ことに取り組める。こんなことからも３月議会で質問したように、技術職員が多く必要にな

ってくる。そういう要因であります。 

公共工事では安全管理も重要なポイントです。｢労災かくし｣総件数の７０から８０パーセ

ントが建設業で占め続けています。なぜか。労働災害において、過失があれば指名停止もあ

るためです。労災かくしは業者だけの問題ではなく、追い込む入札契約制度にも大きな要因

があると思われます。 
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また国交省は従来の歩掛かり積算からユニットプライス方式、施工単価方式を試行し、実

行に移しつつあります。過去のデータベースから単価を算出するものです。まだかなり研究

の余地がある方式ですが、昨年より新設のすべての舗装工事で実施されております。 

入札契約制度は国、県の施行を経て大きく変化しています。市の財政状況からも安くて高

品質な調達が不可避です。市内業者も下請を続け、売り上げを確保し、技術取得に努力して

います。決して資材調達力、施工力、安全管理において、大手ゼネコンに引けをとるもので

はないと私は考えます。 

斎場建設、本庁舎の検討等、今後も技術力を求める投資が必要です。厳しい中で予算組さ

れる投資ですから、少しでも税収で返ってくることも念頭において執行されるべきです。ま

た今冬の豪雪を含む自然災害に迅速に対応してもらう等、今後も建設業界が技術、機動性に

優れ、健全に推移する必要があります。市執行部も福祉センターの問題も含め、大変苦労し

たことと思います。責任の所在も大事ですが、再発防止に全力をあげ、入札契約制度を見直

すときであると思いますが、見解を伺います。 

○市   長  入札・契約制度について 

今井議員の質問にお答えいたします。入札契約制度についてということでありまして、今

ほど見解を賜りました。前段の社会資本整備、いわゆる公共事業といわれるものの衰退であ

りますが、私も若干憂いているところがござまして、いわゆる公共事業すべてが悪というよ

うな風潮のもとに非常に削減をされてきた。財政的な問題も若干ありますけれども、それ以

前の問題が残っているということだと思っておりまして、こういう風潮にはやはりそうでは

ないということをきちんと啓蒙していかなければならないという思いであります。 

当然ですけれども、公共事業は多くの経済活動や市民生活の基盤になる社会資本整備のも

とでありまして、その社会資本が確実に効果を発揮できるように、品質の確保、これが一番

であります。またおっしゃっていただいたように、限られた財源でありますので、これを効

率的に活用して適正な価格で実施をしていくことは、本当に求められているところでありま

す。 

今、こういう部分を的確に果たすためのガイドラインが定められております。入札および

契約の過程並びに契約内容の透明性の確保。入札の公正な競争の促進。入札および契約から

の談合その他の不正行為の排除の徹底。契約された公共工事の適正な施工の確保。 

これが基本原則になっておりますけれども、市でも当然ですが、この原則に則って次のよ

うな対応をしていく。 

入札および契約にかかる情報については公表することを基本としております。すべて公表。 

指名競争入札等の業者選定にあたっては、指名審査委員会を開催して決定をしております。

入札、契約に関し不正が起きにくいものとするために手続きの透明性、客観性が高くて、発

注者の裁量の余地が少ないようにするための発注標準および業者選定基準を定めて適用して

いる。 

なお、数年前から入札予定価格の公表をやってまいりました。今年度も引き続き実施をし
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ておりまして、いつからだったか・・・（「６月からです」の声あり）６月から全工事に対し

て、入札予定価格の公表を実施していこうということであります。これは試行の中でやはり

公表した方が、落札率が低いという結果も出ておりましたのでそれらも含めて。しかも価格

を公表することによって、いわゆる発注者側、我々の立場の透明性と言いますか、我々の意

図がどこの業者にとか、そういうことは全く働かなくなるわけでありますので、そういう公

平性も確保ができる。そういう観点から６月からすべての工事に対してやってみようと。ま

た１年間やってみまして、どういう結果が出るかまだわかりませんけれども、一応そういう

試行もやっているということであります。 

不正、不適格業者の排除につきましては規定に則り対処しておりますけれども、現在、建

設課で今ほどおっしゃっていただきました工事の完了成績評定を実施しております。この実

績を積み重ねたうえで、今後成績不良工事業者に対する指導方法、あるいは入札参加制限、

これらを検討していきたいと考えております。 

これもおっしゃっていただきました、県が新たな総合評価方式でありますけれども、これ

を、方式を試行しておりますので、私たちもまたその経緯や結果を――結果と言いますか評

価をある程度見ながら取り入れるべきところがあればやはり取り入れていきたい。総合評価

方式というのはやはり取り入れていくべきだろうと思っておりますけれども、今、県が試行

しておりますので、その経緯を見守りたいということであります。 

国交省のユニットプライス方式、積算方式。これは一見非常にいいように聞こえますが、

ある方は「これは全くもう予定価格に対する不審と批判に対して持ち出した一種の目くらま

しだ」と。専門家の方がそういう批判もしておるところでありまして、これが即とても私ど

もが今、採用できませんけれども、きちんと定着して評価をいただけるかどうかというのは、

ちょっと私はまだここでは言明できませんし、このユニットプライス方式というものをいい

か悪いかという部分も含めて、私はちょっと評価ができない状況であります。県も一部試行

だそうであります。舗装についてです。今、議員おっしゃっていただいたように、全国的に

は国交省は舗装工事だということで、県も舗装について一部試行だということであります。 

以上、市の今の状況、国・県の状況や経緯、それらを申し上げましたけれども、当然であ

りますが、時代にあった新しい方式を検討して、そしてそれを取り入れながら透明性、競争

性、客観性、公平、公正、この方向を図っていかなければならない思いであります。 

なお、市の庁舎の建築、あるいは斎場、これから進みますと消防署もどうなるかは別にし

て、若干のどうして手は加えなければならない。いずれまた新市建設計画にのっております

情報館といいますか、図書館とか、そういう建築物もまだこれから市の発注としてやってい

かなければならない部分も、今のところでもまだそのくらいはあるわけであります。土木工

事等も含めてまだ多々、いわゆる公共工事といわれるものがこれからも生まれてくるわけで

あります。 

基本はやはり技術的に、あるいは会社の経営的といいますか資金的にも可能だと思われる

部分は、やはり地元から施工していただきたいという思いはずっと持っております。しかし、
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技術的にまだ無理があるとか、資金的にも非常に無理があるとかという部分については、県

内あるいは全国、大手、これらも含めた入札方式をやっていかなければならないと思います

けれども。できる限り市内業者からその技術性もそして経営力も高めていただいて、私たち

の期待に応えるようになっていただきたい。そういう思いを持っておりますので、よろしく

お願い申し上げます。 

○今井久美君  入札・契約制度について 

私があえてこの時期にこの質問をさせてもらいましたのは、この前テレビを見ていました

ら、いわゆる村上ファンドの事件を流しておりました。今まで延々と続いてきた商取引の中

でひとつルールがぎりぎりで推移すれば大きなものが崩れていくと、そういうことを見てい

た中で、非常にこの業界の弱肉強食と似たような世界かなというふうに思って見ておりまし

た。一朝有事についてはどうしても機動性をもったこの業界から災害にも対応していただか

なければなりませんし、またこの地域の雇用を下支えしてもらうという意味で、今後も市の

発注工事についても最大限の努力をしていただきたいと、こういうことを念じて質問を終わ

ります。いいです。 

○議   長  質問順位６番、議席番号８番・寺口友彦君。 

○寺口友彦君  平成１８年豪雪の爪あとが雪解けとともにはっきり出てきた今、その復旧

に全力を傾けるため、その補正予算審議を中心とする６月定例会が開かれているわけであり

ます。厳しい財政運営を強いられている当市にとって新たなる重い課題が突きつけられたわ

けであります。そして国政レベルで見れば医療制度改革法が成立をし、高齢化の進む当市に

とって大きな影響が懸念される状況であります。 

市長の所信表明に出てきます「二本松城戒石銘碑」の文言は、お上意識のうえに立ってい

るものであり、市民の皆様の目線で政治活動を行う市民クラブの一員としては容認できるも

のではありません。職員は市民の皆様が雇い主である。そういう意識をもつべきであると思

います。私は市民の皆様から報酬をいただいている議員の１人として、住民の皆様が主役で

あるという視点から通告にしたがいまして質問をいたします。 

１ 平成１８年豪雪への対応について 

まず平成１８年豪雪への対応についてであります。予想だにしなかった豪雪によりまして

甚大なる被害を被った当市は、その災害復旧に全力を傾ける意思を表明しております。市民

の皆様の安全な生活を保障するためには当然のことであります。しかしながら被害総額４億

９００万円という数字は、財政再建に取り組む当市にとって極めて重い数字であります。そ

こで復旧の優先順位を明確に市民の皆様にお知らせするべきである。これは市民の皆様のな

かにもまだ手がついていない、これは一体どうなっているのかという、不安があるわけであ

ります。それに対して市としてはっきりとお答えしていくべきであると思います。 

次に復旧の指標といたしまして、地元施工というものを最大限に活用するべきである。こ

れは先ほど今井議員の方から入札についての質問がございましたけれども、私はやはり１日

も早い復旧を望んでいる市民の皆様の要望に応えるためには、地元施工という方法があるの
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であれば、それを最大限に活用するべきだと考えております。 

次に完成したデジタル防災無線網を活用いたしまして、豪雪対策演習を実施するべきであ

ると考えます。来る７月２日に、合併して初めての南魚沼市総合防災訓練が実施されるわけ

でありますけれども、豪雪を念頭においたそういう演習というものは今まではございません

でした。しかしながら今年の被害を見た限りでは、豪雪に対する備えを万全にしておく必要

があるというふうに考えております。 

２ 保健、医療、福祉について 

次に保健、医療、福祉についてであります。病院事業の赤字は２億円を超えるという見込

みであり、さらに国保税が昨年より値上げになるという状況であります。病院事業が黒字に

なれば給付総額が増えて国保税が上がる仕組みになっているわけでありますけれども、病院

事業での負担も増え、国保税の負担も増えるという状況は、市民の皆さんにとっては理解し

がたい状況であります。 

そして障害者自立支援法によりまして、今年の１０月１日より精神障害者地域支援センタ

ーは地域生活支援事業のなかに取り込まれ、今までの事業は引き継がれることになっており

ます。しかしながら、平成１８年度当初予算で福祉関係の予算が減額となり、さらに法改正

により障害者の方の個人負担が発生するなど、自立支援には程遠い状況であると考えます。 

そこで市民の皆様の病院事業での負担と国保税での負担とのバランスを、市はどのように

考えているのか。 

次に精神障害者地域支援センターで行っていた業務がさらに進歩したかたちで受け継がれ

るように配慮をしているのかということであります。 

そして授産施設利用者の食費と施設利用料に対する減免を考えているのかということであ

ります。 

３ 行財政改革、市民参画について 

３番目といたしまして、行財政改革、市民参画についてであります。地方税法改正により

まして、来年度の住民税が５億円ほど今年度より増額になると、そういう姿勢が示されまし

た。当初予算の中で財政健全化計画の達成率が８０パーセントに達していない現状から、歳

入不足を補うことに使われてしまうのではないか。そういうおそれがあります。 

所信表明の中で述べられました「まちづくりは人づくり」。そのとおりであります。私は「人

づくりは教育である」というふうに強く考えております。中越大震災復興基金事業の雇用対

策事業に頼った教育予算確保では、実に寂しい状況であると考えます。そして平成１８年度

の市政懇談会が始まり、９会場で４５４人の方が参加していただいているそうでありました

けれども、職員の参加がかなり多いというふうに聞いております。 

そこで１番目、財政健全化計画の厳格なる実行に微塵の迷いもみせてはならないと考える

がいかに。 

２つ目です。厳しい財政状況の中でも、復興基金などに頼らない教育予算の確保が必要と

考えるがいかに。 
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そして市政懇談会の開催、ホームページの公開、パブリックコメントの採用などの実施で、

市民参画は順調に進んでいると考えていいのか。以上であります。 

３月定例会と違いまして、簡単明瞭に質問いたします。市長は明確な答弁をされることを

信じております。 

○市   長  寺口議員の質問にお答えいたしますが、初めに非常に考え方の違いが大き

く出ていたところがひとつありましたので、理解をしてくれとは言いませんけれども、考え

方を寺口議員から改めていただかないと困るという部分をひとつだけ申し上げます。「戒石

銘」であります。行政の立場に立った言葉だと。行政を執行するうえでそこに携わった人が

心がける言葉であります。市民と言いますか、民衆が主であります。この言葉は。「爾俸爾禄」

自分たちの報酬や俸禄は、すべてが民の汗と油によるものだと。それを忘れていわゆる一般

平民を虐げたりすれば、これは天罰があたりますよ。そこをきちんと戒めなさい。そういう

言葉です。 

それがなぜ行政の側に立った言葉だと。そして市民クラブはこれを是としないそうですが、

それはクラブのあれですか、皆さんの一致したご意見ですか。寺口議員だけですか。ちょっ

と聞かせていただきたい、後ほど。全く誤解と言いますか、考え方がちょっと違っている。 

私たちは行政です。行政マンであります。ですから行政マンの心得としてこういうことを

していかなければならないということを述べているわけであります。行政の立場から立った

ものの言い方では絶対ない。もう一度よくこの言葉を吟味していただきたい。 

１ 平成１８年豪雪への対応について 

そこでこの復旧の質問にお答えいたします。復旧の優先順位を明確に市民に知らせるべき

である。これは当然でありますが、原則的には災害復旧というのは、被災前の状態に復旧す

る。ご承知でありましょうが、これは原則であります。ただし、今後の豪雪、それらも想定

をいたしまして施設の必要性はもちろんでありますが、今後の豪雪にも対応できる、被災し

ないという、そういう工夫も当然必要であります。 

そのために検討時間が若干必要だということでありまして、住民の皆さんに関係の深い箇

所の災害は、復旧方法、あるいは優先順位等について市民の皆さんと協議をしながら進めて

いくと。今までもそうしてまいりました。 

また災害によっては初日にも申し上げましたように補助採択になる部分もあるわけであり

ますので、これらそういう可能性のある部分につきましては、関係機関に強く要望して採択

されれば、これは優先的に施工するということであります。凍上災、これがなかなか採択的

には難しい部分もあります。これが採択ができないというところにつきましては被災程度に

もよりますけれども、一部復旧は先送りさせていただかなければならないという部分もでる

かもわかりません。が、市民の皆さんの生活やそういう部分に大きく影響の出るようなこと

だけはしないでやっていくというつもりでありますので、よろしくお願いいたします。 

復旧の手法としての地元施工、これは最大限に活用していきたいと思っております。今で

もこの災害復旧だけでなくて、地元要望の中でも地元施工でできるものはその方が期間的に
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も早くできる。あるいは費用的にもお互いが安くできるとい部分もありますので、推進をし

ているところであります。当然でありますが、こういう方法が活用できるところは最大限活

用させていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

デジタル防災無線活用をして豪雪対策演習、これは本当に当然のことであります。初日に

も申し上げましたこのデジタル防災無線、３月３１日に信越総合通信局より免許が付与され

まして、５月３１日には従来のアナログ方式の免許が失効したことによりまして、６月１日

から全面的に新システムに切り替わった本格的な運用を行っているというところであります。 

これは７月２日に予定をされております市の総合防災訓練においても、このデジタル無線

を用いた情報伝達訓練を主要な訓練に位置づけて実施をしていきたいということを考えてお

ります。国交省、あるいはＦＭゆきぐに、それらの皆さん方と自衛隊の皆さん方もおいでい

ただくのですよね、おいでいただいて、総合的な防災訓練を実施していきたい。整備された

システムを最大限に生かしていかなければなりませんし、生かすためには普段からシステム

をきちんと自分たちで習熟して、そして活用に慣れていくということが大切だと思っており

ます。豪雪対策も当然でありますが、すべての災害面にわたってのこの活用をきちんと機会

あるごとに訓練もいたしますし、職員もその活用にきちんと慣れていただく。そして関係機

関の皆さんも慣れていただく。このことを目指していきたいと思っております。 

参考までに申し上げますが、拠点施設の配置であります。大和地域はうるおいの里みよう、

東地域の開発センター、大崎農業会館、薮神の地域コミュニティセンターまほろば、大和病

院、消防の大和分署、市役所大和庁舎。その他に孤立が心配されます後山小学校とそれから

辻又地区、これに無線機を配備いたします。 

六日町地域につきましては、城内・大巻・五十沢の各地域の開発センター、それから三国

川ダムの管理事務所、警察署、城内病院、畔地の浄水場、ＦＭゆきぐに、市役所本庁舎、こ

こに配備をいたします。 

塩沢地域につきましては、中ノ島・上関・第二上田小学校、消防本部、市役所塩沢庁舎。

その他に清水、栃窪小学校、岩ノ下。ここに配備をさせていただくということになっており

ますので、よろしくお願いいたします。 

２ 保健、医療、福祉について 

保健、医療、福祉についてであります。病院事業での負担と国保税での負担のバランス。

これでありますが、一般的に思われていますことは、医療費が増えれば病院の収入は増える。

当然ですが病院の収入は増えるわけです。保険給付も増えると当然でありますけれども、そ

れで保険者負担が多くなって保険料の引き上げにつながる。これは言われてきましたけれど

も、保険の内容をよく見ますと、国保は特にこれはぱっと連動しますけれども、社会保険や

共済組合、これらにつきましてはそれがすぐに連動しないということであります。 

ここ２～３年は国保加入者の１人あたり医療費が、多少の上下ありますけれども大体、塩

沢地域も大和も六日町も合併前から見ますと、合併したときに一時下げておりますが、今年

度ですかまた大体合併前の水準近くに帰っている。若干の上下はありますけれども、そう大
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幅な変動はしていないということであります。これはなぜかと言いますと、本来であります

と、合併前に蓄えた部分をそのまま蓄えとして持ってくれば、そのままずっと上がってきた

わけでありますが、それを一時はきだして、保険料の軽減にあてたという、これは旧３町と

もみんなそうして――六日町はしなかったかもわかりませんが――やってきましたから、そ

れが今ここに現れているということでありますけれども、この反動が今年の国保の税率に若

干影響したということであります。 

病院の赤字というのは、要はお医者さんに全然かからなくなれば、病院に人が行かなくな

れば、これは当然赤字になりますが、主たる原因は、医師不足であります、今。私どもの地

域は特に。この医師不足でありまして、そしてまた考えますと、病院にかかっていただく皆

さんは国保加入者だけではないということです。人口の大体全体的には４１パーセントが国

保加入者であります。ですのでいわゆる病院事業は赤字になって、患者数がずっと減ってい

ると思われがちですが――そうではないのですが――だから国保の税率がなぜ上がるのだ、

それはなぜ連動しなのだという一般論は当てはまらないということを、ちょっとご理解をい

ただきたいと思っております。 

病院事業の負担、この観点では一般会計からの繰出しについて申し上げますと、これは繰

出し金は赤字補填ではありません。これは繰出し基準に基づいて、交付税相当分を繰出して

いるということでありますので、病院事業のいわゆる赤字が出た分が、今すぐ直接市民の負

担増につながっているということにはならない。いずれ処分をするなどということになりま

すと、これは非常に大変な巻町病院のような問題が出ますけれども、長い時間をかけながら、

この赤字部分を解消していくというつもりで今はおります。これが即市民の皆さんの負担に

つながっている部分ではないということも、これもまたご理解をいただきたいと思います。 

ですので、病院の負担と国保税の負担のバランスが、ということは、これは特別バランス

がとれないといいますか、それらは連動しないということだけ、ここでご理解いただきたい

と思っております。 

精神障害者地域生活支援センターの業務がさらに進歩したかたちで受け継がれるように配

慮しているかということであります。１０月から、県の補助事業から今度は障害者自立支援

法に基づく市町村事業の地域生活支援事業の地域生活支援センターとして実施をしていくこ

とになりますが、これは委託可能な事業でもありまして、現行の実施事業者に委託して継続

していく予定でありますので、そう大きく変わるといいますかそういう部分はありません。 

委託の内容でありますけれども、創作活動、生産活動の機械の提供、医療・福祉および地

域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティアの育成、障害に対する理解

促進を図るための普及啓発の事業、相談支援事業、これらを考えているところであります。

現行の実施事業者に委託することによって内容の継続と充実は、またあらためて充実も図っ

ていきたいということであります。 

授産施設利用者の食費と施設利用料に対する減免を考えているかということであります。

現在、知的障害者授産施設に通所をしていらっしゃる方が２４名おるわけでありまして、市
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内の１施設に１７名、魚沼市の施設に６名、長岡市の１施設に１名、そういう状況でありま

す。低所得者に対する各種減免制度を適用いたしますと、１月の施設利用料は７,５００円、

食費は２２日分として６,０００円、合計１万４,０００円前後の負担となっているところで

あります。制度がまだ始まって２カ月でありますので、今後の推移を見ながら検討はしてい

きたい。非常に過度な負担であるというようなことが実証されれば、またそれなりに市とし

ても考えていかなければならないところはあるのかと思います。 

参考といたしまして、セルプこぶしの利用料について申し上げます。施設利用料が、サー

サービス料１９万３３０円。このうちの１割負担で１万９,０３０円になるわけです。そこか

ら今度は社会福祉法人の減免が１万１,５３０円ありまして、減免後の利用者負担額が７,５

００円ということであります。ですので１９万３００円かかるところを７,５００円。そして

食費でありますが、食費は２２日として単価が７２０円ということになって１万５,８４０円。

これから減免が９,２４０円でありますので、その減免後の利用者の食費が６,６００円。合

わせまして先ほど申し上げましたように１万４,１００円というご負担をいただいておると

ころであります。推移を見ながらまた対応するべきところは対応していくという考えであり

ます。 

３ 行財政改革、市民参画について 

行財政改革、市民参画についてであります。財政健全化の厳格なる実行に微塵の迷いも見

せてはならないというありがたいお言葉を頂戴いたしましたし、私もそういう思いでありま

す。ただ、いわゆる所得税から１割の市民税の振替えということでの５億円。税務課長が単

純に申し上げれば５億円前後ということを申し上げました。これはこの頭に今度はいわゆる

徴収率も入ってまいりますし、あれやこれやありまして、５億円という数字がひとり歩きだ

けはしないようにご配慮願いたいわけですが、単純に計算すればこの程度だということであ

ります。 

しかし、これが例えば５億円増額になったといたしましても、制度というのはよくできて

おりまして、私も一時ぬか喜びをしましたが、その分は交付税から引かれるし、今度は所得

譲与税も廃止されるということでありますので、それがそっくり市の財政に跳ね返るという

ことには遠く及ばないということであります。市のいわゆる財政が非常に潤うということに

は大きく貢献はしないということであります。したがいまして計画どおり５年間、この財政

健全化期間としてきちんと取り組む。５年間取り組むと言いましても、本当に１年でも早く

やはり脱却したいわけでありますので、微塵の迷いも当然出してはなりませんし、極力厳格

に適応していきたいと、そういう思いでありますので、よろしくお願いいたします。 

復興基金に頼らない教育予算の確保。これは確かにそうでありますが、先般の臨時議会の

際にもお示ししたとおり、もし復興基金の予算が入らなくても実施をすべきところはしなけ

ればならないという予算を組んでいたわけであります。復興基金が適用になりますので、そ

れを振替えたということでありますから。すべてを基金に頼ってやっているということでは

ございませんが、こういう制度ができましたのでとりあえずはですね。ですので、利用でき
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るところはやはり利用させていただいたということで、１９年度に終了する予定ですのでも

う１年あります。なるべく適応を受けながらそれ以降のことについては、それがなくなった

からあの部分の教育予算を全部削ったなどということだけは絶対いたしません。いたしませ

んので、ひとつご理解をいただきたいと思います。 

市政懇談会の開催、ホームページの公開、パブリックコメント、これらの問題であります。

市政懇談会の中で今までの会場は職員が相当多いと聞いている、という話であります。私も

行ってみまして、確かに職員が相当数出てきております。でも多いところで３分の１程度で

あります。多いところでです。私は職員に、今回は若い職員に説明もさせていますが、必ず

全職員どこか１会場に行って、そしてやはり市民の皆さんの声を、どういうことを行政に対

して期待したり、注文したりするのを、それを現場できちんと見ろと。ですから義務づけは

いたしませんけれども、保育士やそういう皆さんも含めて 1 人必ずどこか１会場に行って聴

衆としてでいいですから参加して、市民の生の声を聞いてくださいということをお願いして

いるところであります。 

前回もそういたしました。ですので、職員の参加が多くて驚くということではありません

けれども、その分はいわゆる一般市民の数から外されるわけでありますので、一般市民の皆

さんの参加が多いかと言われれば、そう多い部分ではないということだと思っております。 

なおこのホームページ、これは最近はできる限り多くの行政情報を公開していることであ

りますので、不足だといわれればそのとおりかも知れませんが、極力そこに務めているとい

うことであります。「市民参画」「市民参加」――参画と参加ですね。それから「公共情報交

流」これらを伝え、考える、こういうことが示されているわけであります。１人１人の皆さ

ん方から市政に対する関心を高めていただくように配慮するという、これは当然大切であり

ますし、また常に市民参加のまちづくり、これを念頭において私も行政執行にあたっていか

なければならない。そういうことを考えていますので、またそれぞれご指導をよろしくお願

いを申し上げる次第であります。以上であります。 

○寺口友彦君  まず最初にご指摘いただきました二本松城の戒石銘碑について市民クラブ

内での意見の統一かと言われますと、統一ではございません。これは私の判断でもりました。

この考え方の相違については、一般質問の時間の方も限られておりますので、この部分の発

言については割愛をさせていただきまして、後で市長とじっくり膝詰めでお話をさせていた

だきたいと思っております。 

１ 平成１８年豪雪への対応について 

まずは平成１８年豪雪への対応についてでありますけれども、市長がおっしゃったように

１番、２番についてはその方向でぜひともやっていただきたいと思っております。３番につ

いては、やはり豪雪を念頭においた演習は絶対必要であると私は思っております。これは冬

が来る前にぜひとも実施していただきたいと思っております。せっかくデジタル防災無線も

整備いたしました。実際私は使ってみたことはございませんけれども、携帯もあるというと

ころで、特に孤立が心配されるような集落については、区長さんの方に置いてあるというこ
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とです。そういう集落が雪崩等で道が通れなくなって孤立したというような想定のもとにや

るとかというところを、ぜひとも実施をしていくべきであるというふうに思っております。 

２ 保健、医療、福祉について 

それから病院事業と国保税の負担のバランスをどのように考えているかということであり

ますけれども、市長がおっしゃるように国保でも国保を使いましての医療を受けた方が４０

パーセントくらいであるというようなお考えでありますけれども、私はこの医療制度改革法

によりまして、まだはっきりはしていませんけれども平成１８年度においては、国保から老

人保健への拠出金の方が今度は高齢者医療保険の方に移されていくというようなことも考え

られておりますし、それに国保料についてみても市町村単位ではなくて、県単位の方に移る

のではないかというふうにいわれているわけであります。 

そうしますと、県内の自治体を見ましても、公立病院を持っている自治体と持っていない

自治体とで当然考え方が違ってくるわけでありますので、その辺について早目に準備をして

おくべきであります。南魚沼市は特にその基幹病院という関連もありますので、公立病院を

持ちながら国保を運営していくという自治体として、こういう考えである、というところを

早目に作っておくべきであるというふうに私は考えておるわけであります。 

それから２番の精神障害者地域生活支援センターですけれども、確かに詳細については７

月にならなければどのようなかたちで引き継がれるのかわからないと。担当者の方の返事も

そうでありました。しかしそれを実際に実施している施設では非常に不安が広がっている。

おそらくサービスが下がるのではないかというようなことを、非常に心配しているわけであ

りまして、少なくとも今のサービスよりは低下をするというようなことがあってはならない

というふうに考えております。 

それから授産施設の利用者の食費と施設利用料ですけれども、市長の方は７,８００円程度

であるとおっしゃいますけれども、実際そこに通っていらっしゃる方の賃金を考えますと、

７,０００円から１万２,０００円くらいであるというわけであります。そうしますと自立支

援というのは、本来はあそこで働いて生活をしていくべきであるというような考え方のもと

になされているわけでありますけれども、障害者年金プラスそのときの賃金というもので生

活はできるというようなかたちにしておかなければ、障害者の方の親御さんが亡くなった場

合については誰がどうやってそこを面倒見てあげるのかという心配がいろいろ広がっていく

わけであります。そこのところを市としてはどのように考えていくべきか。私は減免でもっ

て対応していかなければいけないだろうというふうに考えているわけであります。それにつ

いての市長のお考えを伺いいたします。 

３ 行財政改革、市民参画について 

行財政改革の 1 番についてですけれども「微塵の迷いも見せてはならない」と、この部分

だけをとらえますと、市長は「寺口、考えが変わったのか」というふうに誤解をされますけ

れども、実は２番と連動しているわけであります。それは財政健全化計画は厳しく実行して

いかなければならない。しかしその中でも、かけるべきときに予算をかけていかなければな
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らないという考えなのであります。 

２０１１年には国は基礎的財政収支を黒字にもっていくということをはっきり打ち出して

おります。したがいまして、歳入不足の１３兆５,０００億円が１５兆円になって、１５兆円

を５年間で割ると３兆円と。３兆円くらいは削ってくるということが予想されるわけであり

ます。そうした中で、単純に住民税５億円が増えたから全部使えると私は思っておりません。

しかしながら、交付税も減らされている中で、この厳しい財政運営を強いられている市長は

大変でありましょうけれども、この健全化計画というものにくるいがあってはならないし、

そうした中で特に教育と福祉と医療については予算付けをしていかなければならないという

思いから、こういう質問をしたわけであります。この辺についての市長の考え方をお聞かせ

願いたいということであります。 

それから教育予算の方について、組み替えをしたのだとおっしゃいますけれども、実は特

別支援事業について１,２００万円ほどは新規でもって増えたとなっております。教育現場の

方で一番心配をしているのは、普通学級における特別支援と、あるいは介助員という問題で

あります。総務文教委員会ではこれから請願を出されて、そこで審議が行われるわけであり

ますけれども、子供の数が多いのと少ないのと非常にばらつきが多いのは、南魚沼市の小学

校の現状であります。 

そうした場合について学力差というがものすごく心配をされるわけであります。そうした

場合に学力を平均的につけていくために何が必要かとなれば、普通学級に対する特別支援と

介助員であると。その部分については何が何でも予算を付けていくという方向でなければ、

これは１９年度で終わってしまう基金でありますので、それが終わったらなしというようで

は教育現場として非常に困った問題であると。そこについて、それ以後についても市長はど

うやっていくおつもりなのか。１９年度はとりあえずやりますというのではなくて、その後

もやりますというような考えを聞かせていただきたいという思いであります。 

それから市民参画ということであります。やはり懇談会を実施した、ホームページを公開

している、パブリックコメントもぜひ出してくださいと。いろいろなことをやっているとい

う中で、果たしてそれをどのように行政に反映させていくのか、についてなのです。そこが

一番問題であるというふうに思っております。 

ホームページの公開の中でも情報云々について見ますと、なかなかデリケートな問題であ

りますけれども、例えば不審者情報等については、リアルタイムにホームページの中でどん

どんお知らせをしていくというのが必要ではないかなというふうに思っております。パブリ

ックコメントについてもおそらく来ているのは何件でもないだろうと思っております。それ

は意外とパソコンが普及しているようでいて、それを使って市にもってくるという方は少な

いと。市政に対する声というポストもありますけれども、それに関してもあまりないという

ことがあります。これはやはり行政の側としては、もっと宣伝といいますか、それをどんど

ん行っていくということが大事であるのではないかなというところで、とても市民参画が順

調に進んでいるとはいえないのではないかという状況について、市長のお考えをお伺いしま
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す。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 平成１８年豪雪への対応について 

デジタル防災無線、行政防災無線の関係で、豪雪時を想定した訓練であります。今回の２

日の総合防災訓練につきましては、当然、もろもろの場面を想定しているわけであります。

ただ豪雪だけを想定したということにはなりませんけれども。そして日常的にこれをお預け

しております、特に孤立の心配をされる地域の皆さんとは、市の総務課の方とそちらの方と

で日常的にある程度の防災無線を使って、これは訓練とはいわないかもわかりませんけれど

も、情報伝達をしたり、そういうことの繰り返しをやっていこうということにしております。 

ですので、豪雪だけを対象にしたということはなかなかできませんが、総合的にやってい

く。豪雪に対しても、あるいは豪雨に対しても、風害に対しても、地震に対してもそれぞれ

対応できるように日常的に訓練をしていくということでありますので、ご理解をいただきた

いと思います。 

２ 保健、医療、福祉について 

医療関係でありましたが、議員のおっしゃることがちょっと最初がどうもそこまで私が意

図をつかめませんでして、この医療制度改革の中で平準化ですね、保健財政共同安定化事業。

これは確かに大きな問題であります。今の試算でありますと、私どもの市は拠出が６億６,

３００万円、交付金で受けられるのが５億４,２００万円で、１億２,０００万円多い金を出

さなければならないということです。 

これは新潟県内で私どもの地域が一番多い数字になっております。今の試算では。次が魚

沼市であります。なぜそんなに多いのか。結局、医療費がかさんでいないということなので

す。要は保健事業、それらが徹底したのかどうなのかはちょっとわかりません。我慢強くて

医者に行かないのかはわかりませんが、非常に医療費がかさんでいないということです。あ

と新潟市がちょっとあれですけれども、ほとんどのところが拠出金が少なくて交付金が多い

のに、私どものところはその反対になっている。 

国はこれを３パーセント以上の差の出るところについては、それは今度は県の調整交付金

の中で調整しなさいと言っているのですけれども、県は三位一体改革の方向からは全くとん

でもない話だ、国がやるべきだというようなことで、今まだそこの決まりがついておりませ

んが、その率は私どもの市は１０.１パーセントであります。 

ですから３パーセントをはるかに超えた部分の負担を、このままずるずる行きますとやら

なければならないということでありまして、これからまた県等に向かって、それはいくらな

んでもちょっと趣旨が違いますよと。法の趣旨といいますか、この事業の趣旨は先ほど言い

ました３パーセントの範囲。この範囲は当然出入りがあるわけですので、皆さん方がそれに

応じていただくということはもちろんでありますけれども、それを大きく超えて１０パーセ

ントだの７パーセントだのという数字は容認できないということだけはきちんと伝えながら、

このかたちにならないように努力していかなければならないと思っております。それは議員
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のおっしゃったとおりでありますので、最初の質問ではそこの意図がちょっと私がつかめな

くて申しわけございませんでしたが、そういうことであります。 

障害者支援センターであります。これは間違いなく現状を低下するということだけはしま

せんので、よろしくお願いいたします。 

それから施設利用料、それと食費の関係であります。先ほど申し上げましたセルプこぶし

の利用料の中で、障害者年金の１級に該当される方で、年額９９万４,０００円受給して、そ

して預貯金が３５０万円以下の利用者の場合がこうなっているというところであります。先

ほど触れましたように、確かに負担が若干出ているわけでありますので、これが本当に過度

なのか、なんとか――なんとかと言いますか、適正と言うとちょっと語弊がありますけれど

も――その額くらいの負担はやはりやっていただくべきであるし、その方の財政的な部分に

ついてもそう過度な負担になっていないのか。これらはこれからずっと調査をしていきます

ので、もしそういうことで非常に厳しいという部分があれば、またそれはそれなりに市とし

て考えていかなければならないと思いますので、よろしくお願いいたします。 

教育予算のことでありますが、そのとおりであります。今年は議員もご承知だと思います

けれども、特に教育予算と子育て支援には、いわゆる意を用いたつもりでありまして、今年

特に出てきたのが耐震補強であります。８校やるわけですから、なかなかそう簡単ではなか

ったわけであります。これは１７年度の繰越ですけれども、さらに１８年度で２校、基本的

な調査に入るわけであります。 

そして教育指導主事、これらも２名増員をして、子供たちの学力をもっともっと上げてい

かなければならないという、そういう配慮もしておったわけであります。今、おっしゃって

いただいているそういう部分につきましては、やはり必要度それらも含めて。配置をすれば

それはそのままずっと配置していった方がいいには決まっていますけれども、例えば配置を

しなくても済むような状況が発生するかしないか、こういうことも含めながら年ごとにきち

んとした査定をしていかなければなりませんけれども。教育予算を削って他のところへまわ

したとか、そういうことには至らないように十分努力をさせていただくという思いでありま

す。 

３ 行財政改革、市民参画について 

パブリックコメントについては、総合計画の策定の際に人数は少なかったのですけれども、

相当多項目にわたってのコメントをいただきました。それは相当総合計画の策定に生かされ

ているわけでありまして、これを活用していただければ非常に市民参画にもなりますし、市

民参加のまちづくり、市づくりということができるわけでありますが、悲しいかなやはりま

だ非常に利用度が少ない。これをどうまた市民の皆さんに周知し、啓蒙していくかというこ

とは残された課題であります。 

また、ホームページ等にはたまに職員がこういうことをしていた、けしからんとか、そう

いうものはきますけれども、市政上の提言という部分は非常に少ない感じであります。いわ

ゆる簡単に言いますと、失礼な言い方ですが監視をしていて――文句と言うとこれは失礼で



 - 54 -

すけれども――ご指導をいただく、ご指摘をいただく部分というのがたまにあります。これ

もとても多いということでありませんで、もっと市民の皆さんがこういうことを利用してい

ただけるように、市報を通じたり、あるいは日々の市政懇談会や、日々の職員の市民に対す

る対談・対面の中で啓蒙していくより他にないのだろうと。議会の皆さん方からもそういう

面につきましてはそれぞれご協力いただいて、十分また市民の皆さんに啓蒙していただきた

いと思っております。以上でありますので、よろしくお願いいたします。 

○寺口友彦君  １ 平成１８年豪雪への対応について 

平成１８年豪雪の対応についての方は、７月２日の総合防災訓練というかなで、豪雪もあ

る程度想定をした上での訓練ということで、多少は納得いたしますけれども、やはりこれか

らは普通は暖冬小雪といわれている予報なのですけれども、実は暖冬ではない豪雪が来る、

という予報であります。今年の冬は非常に痛い目にあったわけでありますので、次の冬に向

けて何とか豪雪対策演習というものが実施するようなかたちで、取り組んでいただきたいと

いう思いであります。 

２ 保健、医療、福祉について 

それから精神障害の方についてでありますけれども、ぜひともそういう方向でやっていた

だきたいと思っております。担当している方たちは当初予算の方で大分予算も削られて非常

に厳しい給与の中でやっております。その中でやはりこういう部分についての手当てがない

ということは、南魚沼市は実に冷たい市だというふうにとらえてしまいがちであります。し

かしながら市長はレベルを下げないかたちでやっていくと明言されましたので、少なくとも

その状況でやっていただきたいと思っております。 

３ 行財政改革、市民参画について 

行財政改革についてでありますけれども、ホームページの公開の中で、これは果たしてそ

れに値するのかということでありますけれども、実は青少年健全センターの方では平成１７

年度の万引きについての調査を行っております。そうした中で、非常に１７年度については

万引きが増えたというような話もあります。これ事態は本来は家庭教育の問題であり、家庭

のしつけであるというふうに考えておりますけれども、こういうことについてもやはり情報

公開をしていくということが、実は万引きの防止につながるのではないか、というふうに考

えております。 

あらゆる情報についてすべてを公開するという点についても異論があるかと思いますけれ

ども、すべていい方向に向かうのだというかたちでの情報公開に使っていただければ、市民

参画が順調に進んでいくのではないかというふうに思っております。以上で一般質問を終わ

ります。 

○市   長  １ 平成１８年豪雪への対応について 

防災無線活用の豪雪対策といいますか、豪雪時を想定してのという部分で、本来はやはり

雪の中でやらないとなかなか効果が出ないと思いますので、これからまた総務課、担当課と

相談しながら、雪の中での状況把握とか。そういうことについては先ほど触れましたように、
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日常的な部分の中でもできることがありますので、それらも含めて検討させていただきたい

と思っております。 

２ 保健、医療、福祉について 

自立支援法関連、この予算につきましては９月補正で出てくるということでありますので、

そう冷たいなどと言わないように、ひとつお願いいたします。 

２ 保健、医療、福祉について 

あと教育関係のことにつきましては、ちょっとこれは私が言及することがあまり適当であ

りませんので、教育長に答弁させますので。万引きやそういうものは全部公開していいのか

どうか。 

○教 育 長  公開していくうえでの、公開するやり方といいますか、そういったところ

で工夫は必要だろうとは思います。今こういったことが起きている、こういうことが心配さ

れる。そういったことは、情報は市民にと共有できることが望ましいと考えておりますので、

今後そのやり方も含めて十分研究させていただきたいと思います。 

○議   長  暫時休憩といたします。休憩後の再開は３時５分といたします。 

（午後２時４５分） 

○議   長  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午後３時０５分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。質問順位７番、議席番号３番・宮田俊之君。 

○宮田俊之君  今回の一般質問は子供たちを取り巻く生活環境と通学路等の交通安全対策

についての質問と、これからの夏休み時期がメインとなるスポーツ合宿の誘致に対する観光

資源としての体育施設の活用策についての提案をいたしますので、井口市長のお考え、また

具体的なアイディアを提案いたしますので、必要とお考えになるかならないかをお尋ねいた

します。 

１ 子供のアトピーや小児ぜんそく患者親子のネットワーク化について 

まず第１に、慢性体質疾患と言われるなかのアレルギー性気管支炎、小児ぜんそく、アト

ピー性皮膚炎の治療に対する市の応援について伺います。私がなぜこの問題について取り上

げたかと言いますと、先ほど種村議員の質問の中で自殺問題の話がありました。私が聞き及

んでいる話でも、このアトピー性皮膚炎が顔全体の広範囲に広がってしまい、思春期を迎え

ている若い方が命を絶たれたという話を聞いたからです。重症化しますとこういったことに

なるというふうに伺っております。 

この問題は子育て支援策のひとつだと考えますが、これらの病気を起こす原因は日常生活

のなかにあるものであり、例えば杉や稲の花粉、またハウスダスト、食材等、様々な物質が

起因していますが、なかなか日常生活をおくるとき、すべてを排除することが困難で一度発

症してしまうと慢性化することが多いようです。 

子供たちは長期的な加療が必要となるとともに、学校生活の中で運動や食事に制約を受け

ることになります。具体的には給食をより分けて残さざるを得ないこと。また体育授業の激
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しい運動、マラソン等に参加ができなくなります。このことは子供たち同士の中でも病気に

対する理解がないといじめ等の原因となりかねないと考えますし、保護者の方の心配も大き

いものと聞いております。 

患者が個人的にまわりの子供たちへの病気の理解を深めることは困難かと思いますし、保

護者の抱える長期的な治療に対する悩みや不安は大きいと思いますので、まず市内での罹患

親子同士の情報交換の場の提供や、講演会等を行う活動を支援するためのネットワークを市

が主催してはどうでしょうか。 

またこの慢性疾患に対する治療費に対して、現在行っている小児医療費助成事業を特定す

る慢性疾患に対して治療費助成、対象年齢を延長する等ができないかどうかについて伺いま

す。 

これについては県でも一部取り組みがありますが、残念ながら新潟県の対応は他見と横並

びとなっており、小児慢性特定疾患、治療研究事業として制度こそありますが、いま一歩踏

み込んで南魚沼市独自の支援策として助成要件の緩和や対象疾患の拡大等で子育てに優しい

南魚沼市をピーアールすることもできるはずであり、病気に対する理解が深まり、より健全

な教育現場となることが期待できるため、ぜひ実施していただきたいと思います。 

２ 県道来清東西線の安全通行のための要望について 

続けて小学校の通学の問題についてお尋ねいたします。市内で最大数の児童を抱える塩沢

小学校と、新しく供用の始まる県道来清東西線の安全通行のため、県に対する市としての要

望や具体的な安全策について伺います。この県道はご存知のとおり国道１７号沿いの塩沢Ａ

コープから入り、塩沢小学校の横を通り、新たにアンダーでＪＲ線をくぐり、吉里、小栗山

を通り、主要地方道十日町六日町線と合流する道路です。 

現在の計画では国道の信号を入れば、十日町六日町線の信号までの間に信号機のない道路

となります。カーブが多いとは言え、車両のスピードが出ることは予想されますし、供用開

始後には国道１７号線の朝夕の混雑を避けるための通過車両の増加が予想されます。学校の

横を通るため、当然通学路が集中しております。県道とはいえ交通安全面での要望は、南魚

沼市としてどう行っているのかお聞かせ下さい。 

またこの計画時には沿線住民に説明会もあったようですが、実際の供用開始を前にして多

数の市道が交差点となっているわけですから、交通安全の観点から沿線地域住民を対象とし

て要望会や聞き取り調査を開くべきではないかと思います。万が一にも交通弱者である子供

たちやお年寄りが犠牲となってからでは後悔しても遅いわけですので、事前に手を打つこと

が身近な自治体行政の使命だと考えます。執行部のお考えをお聞かせ下さい。 

具体的には小学校周辺、栃窪への上がり口の交差点への信号機の設置、また減速を促す注

意看板の設置、この塩沢小学校のグランドから飛び出すボール等を拾う児童も多く見られま

すので、高さを増したフェンスの改良設置が必要と考えられます。取り組みが可能かどうか

をお伺いいたします。 

３ 新潟国体に向けたスポーツ合宿地として積極誘致する取り組みについて 
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以上子供たちを取り巻く問題として伺いましたが、もう１点通告していた新潟国体に向け

たスポーツ合宿地として積極誘致する取り組みについて質問いたします。周知のとおり、２

００９年新潟国体が開催され、湯沢町、また南魚沼市として県営塩沢ジャンプ台で冬季競技

会が行われ、夏季はテニス、自転車ロードレースの会場となっているため、練習地としても

注目されています。事前に大型大会で大会運営の訓練も兼ねてインターハイ等が行われる予

定です。 

以前からも塩沢地域の舞子、石打地区、六日町地域の上の原地区を中心としてスポーツ合

宿を誘致していますが、近年は体育施設が他県でも充実しており、激しい競争にさらされて

いると聞いています。市内には合併し、同一市内として野球、陸上、サッカー等のグランド

施設を複数有しているため、当市としては宿泊業の活性化の観点から合宿誘致に向け、積極

的に取り組んでいくべきだと私は考えます。 

このことはただ単純に合宿を呼び込むだけではなく、市長にも思い出していただきたいの

ですが、合宿地というのは学生にとって思い出深い場所であることは確実で、実際に卒業旅

行等で再度訪れたり、社会人になってからも観光に訪れる方がいます。将来的に見込んでも

重要なことだと思いますので、積極的な誘致に向けて施策を考えていただきたいです。 

具体的な提案としては、体育施設の利用料の減免。合宿を誘致するための施設紹介パンフ

レットの作成、またはこの配布。宿泊費、また地元食材使用時の食料費補助等が考えられる

が、こういったことを検討していただきたいと思います。ただ実情として、施設を建設する

際の社会教育的理念や使用目的、また市民も利用することとの兼ね合い等難しい問題がある

ことも十分承知しているつもりですが、中越震災や２年続きの豪雪でスキー客宿泊者の落ち

込みが激しい宿泊業を、夏場で活性させることは今までの地域への貢献度を考えてもある程

度優先されてもよいのではないかと私は考えております。執行部の考え方をお伺いいたしま

す。以上、大きく分けて２点、質問項目としては３点について壇上からの質問といたします。 

○市   長  宮田議員の質問にお答えいたします。 

１ 子供のアトピーや小児ぜんそく患者親子のネットワーク化について 

子供のアトピー、小児ぜんそく、これらについての患者親子のネットワーク化ということ

でありますが、平成９年頃からアトピー対策事業といたしまして、保健所を中心に患者の集

い、あるいはダニ検査等も行っていたようであります。しかしながら現在は保健所へ１件の

相談もないという現状であります。特にアトピーですけれども、治療方法につきましては、

医師によって対応が大きく異なるという事例が大変多いと聞いております。アトピーという

部分で一般的にひとつにまとめて地域的なネットワークづくりに、それが支障になるのでは

ないかというおそれもあるということでありました。ただそうは言いましても、それで苦し

んでいる皆さん方もいらっしゃるわけですので、ネットワークづくりや健常者への理解を深

める活動の支援。これにつきましてはちょっと具体的に要望といいますか、そういう部分が

あった時点でそれは考えていかなければならないという思いであります。 

実際のところ、それがではどの程度、今市内、私たちの市内にアトピーで苦しんでいらっ
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しゃる皆さんがいらっしゃるのかという部分も、ごくはやはり把握ができていない状況であ

りますので、その辺は宮田議員、もしご存知でありましたらちょっとお知らせいただいて、

決して見放しているとか放置しているということではありませんので、その辺をちょっと情

報交換させていただきたいと思っております。 

小児ぜんそくにつきましては、これは今ほど議員おっしゃったように、慢性呼吸器疾患に

該当しますと保健所を窓口にして県が実施している研究事業制度で医療費の助成は受けられ

るということであります。これは生計中心者の所得に応じて入院がゼロから１万１,５００円、

通院がゼロから５,７５０円の事故負担を超えた額が助成をされるということであります。 

アトピーにつきましては特別な助成制度は今はないということでありますが、これは議員

おっしゃっていただいた市の幼児医療制度の対象にはなりますので、ぜひともそこの制度を

利用していただきたいと思います。けれども、これを拡大するか否か、これにつきましては、

この制度は今年、拡大をしたばかりでありますので、その状況をちょっと見させていただき

たい。それでやはり相当の理由があればその部分に限って、例えば５年までとか３年までと

か、そういうこともいずれは考えなければならないのかもわかりません。その辺はちょっと

状況を把握させていただきたいということですので、よろしくお願い申し上げます。 

２ 県道来清東西線の安全通行のための要望について 

県道来清東西線の問題であります。これは議員も建設当初からのことはご存知だと思いま

すけれども、この設計にあたりまして県の公安委員会と交差点の協議を行っています。その

協議によりまして、県公安委員会は来清本線との交差点では信号機設置が妥当。そして栃窪

への上がり口交差点については、交差点形状が非常に良くなるということのために信号設置

の必要性は低いという判断を、県の公安委員会が下しているところであります。 

また施工前に地元で工事説明会を開催しておりまして、信号設置につきましては本線の交

差点用の信号設置の要望を受けておりましたけれども、栃窪への上がり口交差点については

その当時の地元からも要望もなかった。そしてそのうえにご承知のように信号機は県の公安

委員会が設置いたしますので、その皆さん方の協議の結果がまだ――まだといいますか、必

要性が低いという報告を受けております。今、市といたしましては、本線の交差点について、

信号機設置を県の公安委員会に要望しているという状況であります。 

工事完成を間近に控えての地元沿線住民の皆さんの要望会、要望聞き取りは、その都度必

要に応じて地元で工事説明会を開催して、要望を常々聞きながら事業をしてきた経過があり

ます。あらためて何かまたもし議員の方に問題が出ておりましたらですけれども、特別今の

ところ私どもの方に、こういうことでという問題点が報告されておりません。何もないのに

あらためて説明会というのも、ちょっと何か変な感じがいたしますので、とりあえず今のと

ころ、説明会といいますか、聞き取りは実施する予定はありません。 

ですが、これも先ほど申し上げました具体的な部分がもし出ておりましたら、都市計画課

の方にまずご連絡をと思っておりますので、よろしくお願いいたします。そういう状況を見

ながら適切に対応してまいります。 
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フェンス、防球ネットにつきましては、これこそ全線開通が間近でありますので、現状の

施設について改善が必要か否か。これは私どもの方で県とも相談しながら検討を加えてまい

りたい。そういうことでありますので、よろしくお願いをいたします。 

３ 新潟国体に向けたスポーツ合宿地として積極誘致する取り組みについて 

国体に向けたスポーツ合宿地としての積極誘致をする取組み。国体誘致、これは国体を誘

致したわけでありまして、国体が決まったわけであります。宿泊業の活性化事業、これも含

めましてまた交流の活性化、これらに向けた地域情報発信の絶好の機会というふうに認識は

いたしております。 

具体的な合宿誘致の支援であります。施設使用における優遇措置につきましては、先般テ

ニスの高校総体があそこで開催されたわけであります。テニス関係の皆さん方からこの利用

料につきまして、市外は一律１,０５０円に今回値上げをして条例化しておったわけでありま

すけれども、国体関連のこともあるということで、５００円引きの５５０円ですか。去年ま

では４５０円だったかと思うのですけれども、そこで一応ご利用いただくというふうに配慮

をしたものであります。 

しかし、今度は市民の一部の皆さん方から、いわゆるあの施設を宿泊業といいますか、観

光関連の皆さん方が独占していていいのか、市はそういう態度なのか、というような投書も

いただきました。ですので、非常に地域で対応がまちまちといいますか、そちらに向けよう

と思えばこちらからいわゆる反論が出たり。そういうこともありまして、非常にそれでは民

宿関係やそういう皆さん方のためにとにかくきちんと利用していこうという方向にちょっと

至らないというのが今の現状であります。 

長野県の菅平とは全く状況が違いまして、もう地域全体がそういうことで生活基盤にして

いる。ですから変な話ですけれども、一般の皆さん方がそういう期間に使用できなくても、

これは自分たちの生業という部分でありますので、何ら支障はないわけでありますけれども。

まだなかなか塩沢地域にいたってもそこまでの意識が浸透していない部分がございまして、

一般市民の間からそういう、簡単にいえば文句も出たということであります。 

なお、私も高校総体の開会式に行ってまいりました。あそこで１６面使用して、４面を一

般市民用にということで空けてあるわけですけれども。考えてみますと、あれだけの大勢の

高校生が来て大会やっているなかに一般市民の皆さんが４面だけ使うなどということはまず

あり得ないという状況なのです。本来は。 

ところが、ではそれを２０面そっくりそのために使用をさせて、一般市民の皆さん方はそ

の期間は使用できません、などということをやりますと、またまたインターネットを通じた

苦情が大変まいりまして、苦慮しているところであります。地元の観光協会長にもお願いし

てまいりましたが、とにかく地元でそういうことをやったときに地元から苦情が出るという

ことだけはないように調整をして下さいと。行政がそれをぽんとやりますと、すぐ市民のた

めの行政なのか、観光業者のための行政なのかというようなことが指摘をされますので、そ

ういう地域的な合意を得たうえであれば、それぞれの面では可能だというふうに考えており
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ますので、よろしくお願いいたします。 

減免につきましては先ほど申し上げましたように、減免できる部分は特に教育関係という

部分につきましては、ある程度減免をしていかなければならないだろうと思っております。 

後段の宿泊費や食料費の補助。これはなかなかどうも行政としてできる分野ではないなと

いう気がいたしておりまして、できましたら企業努力と言いますか、そういう皆さん方の努

力によって何とか他の地域に勝る特色、あるいはサービスの内容、これらを高める工夫をし

ていただきたいと思っております。 

パンフレットだとか施設マップの作成の部分、こういう部分につきましては市の観光事業

の中で一括してやっていけることでありますので、サービス水準の標準化や水準向上に向け

た事業、これらの実施につきましても積極的に支援をしていきたいということであります。 

どうかその点をご理解いただいて、できればやってみたいという部分はあるのですが、非

常にまだ合意形成がなされていないという部分を考慮いたしますと、今すぐにそちらの方に

だけの支援措置といいますか、そういうことができかねる状況でありますので、よろしくお

願い申し上げます。以上であります。 

○宮田俊之君  再質問させていただきます。 

１ 子供のアトピーや小児ぜんそく患者親子のネットワーク化について 

最初のアトピーの問題につきましては、確かに私も細かな数字をもっているわけではない

のですけれども、一番冒頭におっしゃられていました「支障になる」というのは、患者さん

の情報が流れるとかそういうような意味あいだったのか。ちょっと私はわからなかったので、

その点についてはもう一度教えていただきたいと思います。 

今現在あります幼児医療の制度の拡充の方は、様子を見るということで伺いましたが、先

ほど言いました県の方ではそういう事業があるわけですので、いくらか要件を緩和したり、

そうやって緩和をして様子を見ることも私はできるとのではないかと思いますので、また再

度その辺についても教えていただきたいと思います。 

２ 県道来清東西線の安全通行のための要望について 

２番目の来清東西線につきましては、なぜこれを言ったかといいますと、地元のあれで大

変恐縮なのですが、吉里の区長さんの方から「要望は私たちは出していたはずだ」と、「県の

方に伝えていたはずだ」ということだったのです。私の方で県の方に聞きますと、そういっ

た要望は地元から上がっていなかったということで、多少食い違いがあったものですから、

地元では県に言ったのか、市に言ったのかその辺はちょっと私も定かではなかったので、今

回取り上げさせていただいたのですが。その辺については私の方ももう一度調べたいと思い

ますので、その都度、その地域地域でまた要望もあるようですので、よろしくお願いしたい

と思います。 

３ 新潟国体に向けたスポーツ合宿地として積極誘致する取り組みについて 

最後の国体に向けたスポーツ合宿のところなのですが、先ほど宿泊業の企業努力でという

話があったのですが、私が知る限りではそういった企業努力ができるような体力があるとこ
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ろが非常に少なくなってきております。極端に言えば、朝、宿泊料をもらったそれを持って

夕飯の食材を買いに行くような、極端に言えば大変な民宿さんも多いというふうに私伺って

おりましたので、ちょっと企業努力というのは難しいのかなと。 

私が知る限りでは、北海道であったり、サマージャンプの会場では、いわゆる先生方とい

いますか指導者の方にある程度お金を渡してしまうような、誘致のためにですね。これは犯

罪行為ではないのかも知れませんが、そうやってとにかく賄いの部分を行政がお金を払って

も呼んでいるという地域がございます。 

それがこの南魚沼市にとって正しいかどうかはわかりませんが、どんなことをしてでもと

にかく、たくさんの人数がこられます合宿につきましては誘致をしていただきたい。今、関

東方面からも学習塾ですね、大手の学習塾さんが随分と、こちらにできないかという話はき

ておるようです。ただ個々に勉強机が必要であったり、個室が必要であったりということで、

ちょっと民宿では対応できないというところもありますので、行政の力を借りて何とかそう

いったものも引っ張って来られれば、というふうに思います。 

先ほど市民からの苦情ということで、自分も塩沢町のときにテニス協会だったものですか

ら、大変この問題については根が深いことは重々承知しております。ただ、その苦情を恐れ

ずに市長の英断でやっていただかないと、私はもうどうしようもないのではないかと。それ

ほどパブリックコメントということで、この時期にはこういった趣旨でこのように使ってい

ただくのだということをぜひとも発表していただいて、それについて意見をもらうのは苦情

ではなくて、ただの意見ですので、そういうふうに私は市の観光事業というものについて、

地域の特殊性もあるかと思いますが、取り組みの方をお願いしたいと思います。もう一度お

願いします。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 子供のアトピーや小児ぜんそく患者親子のネットワーク化について 

ネットワークづくりに「支障とならないか」という部分につきましては、前段に触れてお

りますように、治療方法、特にアトピーです。これはいろいろ医師によりまして、例えば水

だけ飲んでいればいいだとか、例えばですよ。こういうものを食べてはならないとか、こう

いうところへ近寄ってはならないとか。そういうことがまちまちだということになりますと、

ネットワークを作るといってもなかなか大変だろうと。 

ひとつの症状に特定をされて、例えばがんとかという部分で放射線治療とか、治療法はい

ろいろありますけれども、目的的には癌巣を根絶すればそれでがんは治るわけですから。ア

トピーというのは特にそういう部分ではないという。 

ですので、これはまだ私たちが確認したわけではないのですけれども、そういう非常に幅

が広いといいますか、治療方法も違ってくるということになると、一概にネットワークとい

ってできるのかと。そしてネットワークは作っても素人の集まりでは困るわけでありますの

で、そこにある程度医師が指導的なり何なりに入っていただく。そうなりますと、非常に難

しい問題がありはしないかというのがちょっと懸念されるところであります。 
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これらもそれぞれまたお医者さんに相談をしながら、いやそんなことはないのだというこ

とであれば、またそういう方向を模索はしてみたいと思っております。 

医療費の助成制度については県もあるということですので状況を見て。例えば、今年の春

にようやく小学校入学までということにしたのを、またすぐ、ではぜんそくだけは小学校３

年生だということには、ちょっと今年度はいきませんし、実態把握もできておりません。ア

トピーにつきましては、実態把握がまず先決だというふうに考えております。それを把握さ

せていただいたうえで適切な措置をまた考えればと思っております。 

２ 県道来清東西線の安全通行のための要望について 

来清東西線につきましては、そういう事情があったとは、私も今始めて聞きましたが、地

元の皆さんの強い要望ということであれば、実現できるか否かは別にいたしまして、一度、

そうであればやはり担当課に話をきちんとしていただいて。ただ、信号機設置はご承知のよ

うに公安委員会でありまして、市内にも相当数の要望が上がっておりますけれども、なかな

か実現していかないという状況であります。そういう状況をご理解いただいたうえで、また

県との折衝をさせていただきたいと思っております。 

３ 新潟国体に向けたスポーツ合宿地として積極誘致する取り組みについて 

スポーツ合宿地の関係であります。いただいたその日の宿泊料で次の日の食料を買いに行

くというくらいになりますと、なかなか企業努力をしろと言っても無理もありましょうが、

こういう個別の部門に行政からいわゆる支援をするというのは、ちょっと厳しい。いわゆる

公金でありますので、非常に厳しい。そういう面ではなくて、今、議員おっしゃったように、

大会を誘致するとか、そういうことでの協力は一生懸命させていただこうと思っております。 

それで後段になりますが、英断でということでありますが、英断をしてよければやります

が、そのやはり責任ということではありませんけれども、それをまたすべてその市の職員の

方や我々の方に持ち込まれても、それは非常に困るということであります。非常に内容的に

もきつい文言もありました。除雪をしたのも業者と何か結託しているのではないかとか、そ

ういう疑念を持ちながら、またどこかのブログにでも書き込みでそのようなものをばんばん

とやられますと、何か今１,２そういうことが市のことに関してあるようであります。 

ですからどういう手段を用いられるかわからないという、特にインターネット利用の場合

は。手紙とか口頭であれば、直接本人から私のところに手紙がきたり、お話がまいったりと

いうことでありますけれども、全然わからないうちにもう皆さんのホームページのところに

もすぽんと何かが入っていたり、今現在、現実にそういうことがあるわけです。事実無根的

なことも含めて。 

そういうのが喧伝をされますと、全く市の立場はないということであります。そういうこ

とは絶対ないと、絶対ないということをちょっと確約をとってまたいずれご相談においでい

ただきたいと思いますが、よろしくお願いいたします。 

○宮田俊之君  よくわかりました。 

３ 新潟国体に向けたスポーツ合宿地として積極誘致する取り組みについて 
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特に３番の件につきましては、大体事情といいますか、出されている方もよくわかってお

りますので、こちらの方でよく揉みましてやりたいと思います。 

ただ、大会誘致等については積極的に取り組んでいただけるということですので、今後と

もよろしくお願いいたします。以上で質問を終わります。 

○議   長  質問順位８番、議席番号１４番・井上正三君。 

○井上正三君  人材育成の具体的な取り組みについて 

議長より発言の許可をいただきましたので、通告にしたがい市長にご質問いたします。 

昨年１０月、塩沢町と合併し、新南魚沼市が誕生して９カ月。そして３月議会で初めての

通年予算が可決され、名実ともに新市がスタートいたしました。合併初年度を向かえ、やら

なければならない多くの課題を抱えているのではないかと思います。市長は本定例会施政方

針で、「まちづくりは人づくりである」と。「次代を担う人材の育成こそ大切な市政の一つで

あると確信をしております」と述べられております。また第１次総合計画でもまちづくりの

課題、次代を担う人材育成の中で、「まちに住み、まちをつくるのは「ひと」であり、「地域

の最大の課題はひとづくり」という認識のもと、将来の南魚沼市を担う人材の育成が期待さ

れています」と申されております。その手法として学校と家庭と地域社会の双方が連携し、

様々な活動に参加し、学び、鍛えることに魅力を感じられる環境づくりを推進していきたい

と計画が示されております。 

私は市の最大の課題は、旧３町それぞれの地域がそれぞれの特色を生かし、そのうえで共

通の目標に向かってのまちづくりのできる人材育成が必要であると思うのであります。人材

育成といいましても、多種多様な人材が求められると思います。 

まず最初でございますが、市職員の研修についてでございます。市政懇談会に若い職員を

説明員に出席ささる等、初めての取り組みではないかと思いますが、市民との対話の中で身

のある研修になるのではないかと高く評価いたします。今後もぜひ市民との顔の見える職員

研修を積極的に取り組んでいただくことを期待します。 

また職員研修には内部での課内研修、幹部職員の県・全国研修をはじめ、職種別の専門研

修等が行われているのではないかと思いますが、実態をお聞かせいただきたいと思います。

と同時に国や県に派遣しての専門研修、海外研修、企業派遣等、様々な研修を行っている市

町村が全国にはあると思います。わが市ではこのような研修を行っているのかどうか、実態

と経過があるのであれば教えていただきたい。お聞きいたします。 

さて「自然・人・産業の和で築く安心のまち」の実現に向かって、どのような人材育成が

必要となるのでしょうか。まず第１点、基幹産業である農林業振興対策。２つ目に中心市街

地を中心にした商工業振興対策。３番目に自然、スキーを中心とした観光振興対策等、市の

重点振興策に対する人材育成。 

そして今一番大切なことは、それぞれの地域の特徴を生かしたまちづくりができる地域で

の人材育成であると思います。大きくは旧町単位、小さくは各集落単位であります。地域の

現状を見るとき、集落行事の１つを行うにも大変でございます。集落の維持管理も容易では
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ない時代となっております。 

しかし各地域に目を向けてみますと、多くのリーダー、指導者がいるのであります。リー

ダーを発掘し、把握し、皆さまからそれぞれの地域で指導者となって積極的に働いていただ

く手法はないか。第１点、人材育成の課題と今後の取り組みについて市長の所見を伺います。 

次に市庁舎の整備計画については、現本庁舎に別館を増築する本庁方式とする内容で調査

整備計画検討委員会に諮問されております。この本庁方式にともなって、事務事業の見直し

と機構改革を検討する方針も示されております。合併後のスタート５年、１０年が将来への

まちづくりに最も大切な年月であると思います。 

そこで機構改革にあわせて人材育成を総括的に行う新たな課、または室を設置し、専門職

としての人づくり、まちづくりに専念できる体制の整備を提案いたしますが、市長の考えは

いかがでしょうか。以上、２点について質問いたします。壇上からは以上でございます。 

○市   長  人材育成の具体的な取り組みについて 

井上議員の質問にお答えいたします。人材育成の課題と今後の取り組みについてでありま

す。究極のまちづくり指標の「自然・人・産業の和」この文言がございますが、これにつき

ましては、いつも申し上げておりますとおり、人材の育成、確保、これがまちづくりのすべ

てに優先をするということであります。この人材の差が、今までもそうでしたけれども、今

後はますます自治体間の差になって現れると言っても過言ではないと思っております。職員

には機会をとらえて公務員としての自覚、そして研鑽、これを呼びかけているところであり

ます。 

今ほどおっしゃっていただきました。これはこれといたしまして、市政懇談会において説

明員として出席をすると。このねらいは以前にも申し上げましたが、ひとつ職員の側から見

ますと、全く担当していない部分であります。財政健全化の計画、それから総合計画ですね、

非常に大きな部分であります。これをやはり人に説明をするということは自分である程度マ

スターをしなければ説明できないことでありますので、その部分。これは職員にとって非常

に有意義だろうと。 

そしてもうひとつはやはり市民の皆さんと直接。市民の皆さんが市役所においでになると

きは何か用事があって来るわけでありまして、その要件の応対はいたしますけれども、他の

ことは殆どやっていないと。そこで出かけて行って、しかも何が出てくるかわからないとい

う状況の中で市民の皆さんと対話をする。目と目を合わせる。このことだけでも非常に大き

な成果があるということだと思っております。出席をした――これからもまだありますけれ

ども――職員は、そういう面では、たった１回まだ今年１回でありますけれども、その経験

だけでも相当大きく飛躍していただけるものだと思っております。 

市民の皆さん方からは直接電話の１件だけは受けました。感銘したと。市の職員で若い子

で、こんな優秀なものがいたのかという感銘の電話も１件は受けましたし、それぞれ伺いま

すと、非常にいいことだと。そしてよく若い職員が説明の時間の配分とか、説明の仕方、こ

れらも含めて非常によく勉強しているということで、大変好評を博しているところでありま
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す。 

しかし非常にご祝儀相場的な部分もありますので、これに浮つかないでまた事あるごとに

――そういう研修も含めた部分であります――参加をしていただくように職員の皆さんにま

たお願いしていかなければならないと思っております。 

従来の段階的研修ですね、新採用の研修、それから係長研修、課長研修と。こういうもの

がありましたし、専門研修、土木あるいは技師関係です、それと保育士。これらの皆さんは

専門職、専門研修だと思っておりますけれども。こういうことは当然でありますが、今度は

その担当業務だけでなくて、市政の全般に関心を持つ機会をもっともっとやはり与えていき

たい。そして自らやはり研鑽を重ねる、その気持ちを持っていただくようにやっていかなけ

ればならないと思っております。 

国・県あるいは海外企業、これらへの派遣等という部分は今のところございませんが、１

～２やはり例えば国際大学とかそういう皆さんとどうだかという発想は、今、頭のなかにあ

りますけれども、あまりにもレベルが高すぎてちょっと困るかという部分も若い職員にちょ

っと１～２話したことがあるのです。国際大学１年なら――１年の課程もあるそうです。２

年でなくて――そういう研修も受けられるということでありましたので、１～２個人的に伺

ってみましたが、とても３６５日２４時間３６５日英語漬けではとてもだめだとか、そうい

う部分もあります。 

そこらはこれからまた採用する職員も、そういうことも含めてやはり採用を考えていかな

ければならないと思います。おっしゃったとおり海外はちょっと別にいたしましても、それ

ぞれのところに派遣をしたり、あるいは研修の期間を設けたりということは活用していきた

いと思っております。 

またもうひとつ後段のこれは、後ほど山田議員の質問にきちんとしたかたちでお答えいた

しますけれども、いわゆる職員だけでなくて、市民の皆さんも自分たちの力で考えて実行し

ていくという部分を、これからちょっとずつやはり身に付けていっていただかなければなら

ない。すべて行政頼りでは困るということのなかから、試験的ではありますけれども、来年

度、２～３の旧々町村単位で、大和でいいますと例えば大崎とか、そういう分野に限って試

験的に予算をその地域にある程度与えまして、その範囲の中で自分たちでひとつ考えていろ

いろやっていただきたいということをちょっと導入してみようということで今、担当部門に

指示をしております。 

どういう分野を取り入れて、どの程度の額をそこに拠出してやれば何とかやっていけるの

か。どの地域を選定をすればいいのか。できれば旧町１カ所ずつくらいを試験的にやってみ

たい。地域コミュニティのこれはもう確実に行政につながるわけでありますので。やはり地

域が生き生きして、その積み重ねが南魚沼市だというふうに感じておりますので、そういう

ことも来年度から試験的にやっていこうという思いであります。 

新たに課の設置、いわゆる室も含めて人材育成専門の、ということであります。これは今、

総務課が主で全部やっておりますので、あらためてこの部門だけを切り離して課なり室なり
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を設置するという考え方はもっておりませんが、総務課のなかの係、これはほぼそれが専門

という部分も出てまいりますのでそういうところへの配置をきちんと考えて、人材育成をも

っともっと積極的にやっていかなければならないと思っております。 

あと、職場の安全衛生健康管理。これらもそこの分野でやっていかなければなりませんの

で、トータル的な部分でこの部門は総務課というふうにご理解いただきたいわけであります。

井上さんはご承知でありましょうが。そのなかに今度はそういうことを担当できるような職

員をある程度配置も考えていきたいと、そのような考え方ももっておりますので、よろしく

お願い申し上げます。以上であります。 

○井上正三君  人材育成の具体的な取り組みについて 

２～３点再質問させていただきます。人材の関係で今、市長の方から総務課でそういう対

応をしているということをお聞かせいただきました。私はやはり合併して５年、１０年とい

う期間、この辺りが一番大切な旧３町の人材育成が必要であると思うのです。 

人材は各地域に目を向けてみてもいることはいるのです。農業関係でも、あるいは商業関

係でもいろいろな場面。いるのですが、なかなか皆さんが率先して手を挙げてくれないとい

う中で、手を挙げるのを待っているのでなくして市の方からも声をかけていただくと。人材

を、指導者を掘り起こしていただく。指導者からまた組織の中で取り組んで活躍してもらう。

こういう体制をとらないとだめではないかと思います。 

それで農業関係でもすべての関係でもそうですけれども、やはり担当課というのは一般業

務が忙しくて、本当に人材育成という部分までは手が伸びないということでございますので、

私が提案したのは、それの専門家、専門的な知識をもった皆さんを、ある程度の期間、一定

期間そこへ配置をしてやっていただくという考え方でございます。市長お答えになりました

総務課でそういう配置をできれば、別に新しく課でしなくてもいいのですけれども、そうい

う体制だけはぜひとっていただきたいと思います。 

いろいろ地域の活動は、かつて昔の青年団活動とか婦人会活動、あるいはコミュニティ活

動等、先人先輩の作った組織やそういう活動は大変今滅びております。ほとんど解体状態と

いうことになっております。これらのことについてもやはり後継者がいないということでこ

うなっているわけでございますので、この市全体の中でそういう活動のひとつ、拠点も見つ

けていただく。もちろん私どももそういう活動に取り組んでいくわけでございますが、ぜひ

またそういう取り組みを、社会教育課の関係もあると思いますけれども、全体的な中でひと

つ取り組んでいただきたいということを思います。 

今、一番元気で活躍しているのが老人会でありまして、私も老人会員の１人でございます

が、非常に老人会の皆さん元気だということは、健康面はもちろん地域のボランティアとか

あるいはまた学びの仕事もしているわけであります。そういう面で婦人会活動等ももう少し

やはり元気を出していただきたいと思うのです。 

実は市長さんも薮神婦人会の総会に来ていただきました。薮神１１集落、後山・辻又を除

いて９集落の中で２集落しかないわけです。また今年で１集落やめました。聞くところによ



 - 67 -

ると、塩沢には１集落もないということですし、六日町も大字六日町に多少あるというよう

なことでございます。男女共同参画社会などという時代を迎えている中で、婦人部の皆さん

がもっと活躍してもらいたいという、組織の育成ですか。これは社会教育課になるかと思う

のですが、大いにひとつ取り組んでいきたいと思います。 

考え方ではやはり今、若い皆さんは自己中心的な考え方、生活が大変だと思うし、また心

のゆとりもないのではないか。もちろんまた地域の関心や思いやりもないようでありますし、

このままでは活力ある明るいまちはできない。そういったことで市、地域、関係機関が一体

となって、一致協力してそれぞれの地域の活性化を努めると。こういう談議をしていただき

たいのでございます。ぜひひとつ今の市長の答弁のようにこれから５年、１０年が大事にな

ると思いますので、一生懸命な取り組みを期待したいと思います。もう一度考え方がござい

ましたら、またお願いしたいと思います。以上です。 

○市   長  人材育成の具体的な取り組みについて 

再質問にお答えいたしますが、その前に私が先ほど総務課と申し上げましたのは、いわゆ

る庁内の人材育成の部分ということの意味でございました。井上議員さん、どうもそういう

ことではなくて、市全体を含めたということであったようですので、若干答弁を変えさせて

いただきますが。 

前段にちょっと触れました山田議員さんの質問の中でお答えをするという部分がありまし

た。これがまさにそのねらいでありまして、やはり地域、地域で、自分たちの地域はまず自

分たちで考えて、そして自分たちで作っていく。ただ、梨のつぶてで何もなくて、握りこぶ

しだけでやっていけというわけにはいきませんので、地域の生活基盤の整備だとか、あるい

は地域コミュニティの造成をどうするのかとか、そういう部分も含めて、総括的に地域にあ

る程度お任せしてみようと。そして皆さん方で考えて、大崎なら大崎はこういう地域を作っ

ていこうと。こういうことを今年はやっていこうと。そういう方向を見出せるようなモデル

を来年やってみたいということです。これで結果を見まして、良ければすぐ全域に広げてや

りたいと思いますし、問題点は問題点なりに整理をしていこうと。 

結局そうしないと人材は育たない。ある意味では行政頼りになって、自分たちは何でもし

なくてもいいやと。自分だけのことを考えていればいいやということになりますと、今、議

員のおっしゃったとおりであります。それぞれの活動もみんな衰退をしていくわけでありま

す。 

婦人会の皆さん方も一生懸命やっていらっしゃるところはやはり非常に活気があるわけで

すので、これらをもっと何とか広がればいいと思っております。ひとつの救いは男女共同参

画市民会議がこの間設立をいたしまして、女性の皆さんがほとんどでありますので、そうい

うところからまた。そのことばかりではなくて、別の意味も含めて活動の輪が広がっていた

だければという思いであります。そういう人材育成には一生懸命取り組ませていただきたい

し、ただそのために専門的な人を雇って指導に当たらせるということは、ちょっとまだ若干

無理があるかと思いますけれども。まずは自発的な部分を来年検証してみたいということで
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ありますので、よろしくお願いいたします。 

○井上正三君  人材育成の具体的な取り組みについて 

市長の考え方も聞かせていただきました。私は総合的な人材育成というのはやはり農・工・

商を含めた中での関係を言っているわけでございます。その関係についてはまたひとつこれ

から事務事業の見直しと、機構改革あるわけですから、そういう意味での担当部門にしっか

りと配置をしていただいて、後継者人材育成に努めてもらうというふうにお願いしておきま

す。 

そらから後段の部分についてはまた山田議員が質問があるそうですので、それを期待をし

て終わります。 

○議   長  質問順位９番、議席番号２０番・牛木芳雄君。 

○牛木芳雄君  「南魚沼市地域新エネルギービジョン」をどう活かすか 

一般質問を行います。南魚沼市地域新エネルギービジョンをどう活かすかということであ

ります。今年の２月に南魚沼市地域新エネルギービジョンを作成いたしました。これは塩沢

町が取り組んだものを南魚沼市が引き継いだわけでございます。旧塩沢町時代に多分１回の

会議と、それから新しい南魚沼市になって３回、計４回の会議を行ってこのビジョンを作成

したというふうに思っています。 

この中で謳っていますように、新エネルギービジョンを取り入れて地球の温暖化防止やあ

るいは化石燃料、この削減に貢献できるように、市民の皆さんやあるいは事業者に協力を求

めてこのビジョンが達成できるようにしているわけであります。 

この新しいエネルギー、太陽光発電、あるいは雪氷冷熱をはじめ、いくつかのものがあり

ますけれども、現実にわが市においてすぐ取り入れられるものは限られているのではないか、

というふうに思っているわけであります。なかなか容易に市民からは受け入れられない。こ

れが現実であるかと思います。 

しかしそれは公でありますから、単に採算性だけではなくて、このビジョンを取り入れて、

積極的な取り入れをしていかなければならない。このように考えているわけであります。市

長もあいさつの中でそのように述べているようであります。 

そこで第１番目の質問に入りますけれども、このビジョンの中で具体的に推進をするにあ

たって、新エネルギービジョンの導入委員会の立ち上げ、これを謳っているわけであります。

これはいつ頃立ち上げるのか。そしてこの委員会には、市民やあるいは事業者、あるいは関

連団体等で組織をするというふうになっていますけれども、単なる諮問機関的なもので終わ

ってしまうのか。あるいは独自権限的なものを持たせて市の新エネルギー、この政策の中枢

を担っていく、そういう委員会にするのか、考え方をお聞きをしたいというふうに思ってい

ます。 

それから２番目の質問でありますが、融雪に対するエネルギー。これをどこに求めるか。

これがわが南魚沼市の喫緊の問題であります。このビジョンのなかにおいても融雪について

５つの方法が示されているわけであります。しかし有効的ですぐに取り入れられるというの
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はなかなか考えにくい。難しい問題であります。 

誰が考えても地下水のエネルギーにすぐるものはない、こう思うわけでありますが、しか

し今年度から地下水に頼らない代替施設の研究が予算化をされているというふうに思ってい

るわけであります。遅ればせながらという感が拭いきれないわけでありますが、市の中心市

街地において井戸の規制を実施してから既に１２年が経ったわけであります。いまだ代替措

置、あるいはこのビジョンさえまだ示されていない。こういう現状があるわけであります。 

先般、議長の方から私的な勉強会の立ち上げというのがありました。私もそのメンバーに

選んでいただいたわけであります。融雪に対していろいろな可能性を求めて勉強していこう

と、こういう私的な会だそうでありますが。しかし何よりも２年連続の大雪だったわけであ

りまして、今市民の疲労感は極に達してきているというふうにいわざるを得ない。疲労感、

不満感とあります。放っておけば中心市街地のいわば空洞化になってしまう。既に始まって

いるところもあるわけですけれども、空洞化も懸念されるわけであります。どういうお考え

をもっているかいま一度お聞きをしたい。このように思います。 

次に庁舎の整備計画の中で、今、別館について諮問したわけでありますけれども、この建

物について、この際新エネルギーの取入れをはかってみてはどうかということを提案するわ

けであります。先ほど申し上げましたように、経済主義一辺倒では、やはり公が範を示す、

こういう意味でもできませんから、私はランニングコストばかりを計算をするのではなくて、

ある程度それら啓蒙の意味も含めて取り入れるべきではないかというふうに思っています。 

今、簡単に、比較的簡単に取り入れられるのが太陽光の発電等であります。県の地域振興

局でも取り入れられて実績があるわけであります。あの施設は雪、あるいは太陽光等々、自

然のエネルギーを取り入れた建物でありますけれども、私は市としても積極的にこれらを取

り入れるべきだというふうに思っていますが、お考えを聞かせていただきたい。お願いいた

します。 

○市   長  「南魚沼市地域新エネルギービジョン」をどう活かすか 

牛木議員の質問にお答えいたします。新エネルギービジョンをどう活かすかということで

あります。前段の、総論部分につきましては議員おっしゃったとおりでありますので、省か

せていただきまして、具体的な部分についてご答弁申し上げます。 

具体的推進に当たって検討する「新エネルギー導入委員会」の立ち上げはいつ頃かという

ことであります。これはビジョンの中でも若干触れておりますけれども、この新エネルギー

というのは、今、議員がおっしゃったように、これは全く採算性は無視しているわけであり

まして、そういう中で理想的なエネルギーを追求するという、こういう性格であります。今

現在この新エネルギー導入委員会の立ち上げ、これの具体的なスケジュールは持ち合わせて

いないというのが実態であります。 

そしてこれは個々に、後段に触れられました庁舎、あるいは斎場、それから消雪設備の対

応、これら個々具体的な部分で、それぞれやはり対応していくという方法をとらないと、こ

の新エネルギー導入委員会という部分が立ち上がっても、何ら機能を果たさないような気が
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しているわけであります、今。ですので、当面この委員会を今立ち上げるスケジュールは持

ち合わせていない。個別、個別で対応いく方がより効果的ではないか、ということだと思っ

ておりますので、またご意見を伺いたいと思っております。 

２番目に地下水問題でありますけれども、私は新エネルギービジョンにはそう書いてあり

ますし、いろいろおっしゃっている部分もありますが、地下水に頼らないということは申し

上げては、私はおりません。地下水を有効利用をやはりしなければならい。ただ地盤沈下と

いう問題をどう考えるかということでありまして、地盤沈下の原因は地下水のくみ上げ、こ

れが過剰になっていることは間違いありませんので、地盤沈下を起こさない状況下での地下

水の利用はどうすれば可能かと。これはやはり追求すべき問題だと、以前からそういうふう

に申し上げておりました。 

そしてそれを実行するにはなかなか市単独ではできることではありませんので、地盤沈下

を災害としてとらえていただくように、今もそれぞれ要望中でありますけれども。そういう

ことも含めて議長さんの方での私的な勉強会といいますか、そこではそういうことも含めて

とにかく皆さん方からそれぞれ勉強していただきたいということであります。 

地盤沈下、地下水を１滴でも汲み上げれば地盤沈下は起きるのだということであれば別で

すが、今の揚水量の半分にカットをすれば、地盤沈下は起きないのではないかというような

説もあります。説もですね。 

それから前々から申し上げておりますように、夏場の期間にその地下水を一定量ずつ貯水

をして、冬場にその量を使わせていただく。そして補水を考えながらという方法もないばか

りではないということであります。そういう部分も含めて検討でありますので、地下水に頼

らないという、このことは頼らないわけではありません、ということだけちょっとご理解い

ただきたいと思っております。 

消パイにかわる施設。これがどういう部門が例えばあるのか、これも当然研究しなければ

なりません。地下水でなくて、いいことがあればまたそれなりにいい方法を考えなければな

らないわけですので、できるだけ早い時期に検討を加えて市民の皆さんに公表もしたいし、

議会の皆さん方にもまたそういうことを申し上げたいと思っております。 

本庁舎別館の建築の際の新エネルギー導入採用ということであります。これは諮問委員会

の皆さん方から私どもが諮問を申し上げた部分について答申をいただければ、当然ですけれ

ども、あらゆる場面でのことは考えていかなければなりません。整備局の雪と太陽光の部門

も参考にさせていただきたいと思っておりますが、やはり欠点もあるわけでありますし、そ

の辺を参考にしながら考えていきたいと。 

一番はやはりこの雪をどうしていくかという問題が大きな問題だと思いますし、冷暖房の

電源といいますかもとをどうするのかとか、そういう部分だと思っておりますので、それら

は具体的に答申がなされた時期からきちんとした考えをとっていきたい。１年あれば十分検

討できますので、そういう方向で検討させていただく。 

それから車につきましても今、市長舎も含めてですけれども、ハイブリッドカーとかとい
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うこともやはりこれからは考えていかなければならない。そういうことを模索しながら、こ

の新エネルギー。どういうふうにこのビジョンを――非常に壮大なビジョンでありますので、

どこまで活かせるかについては、なかなかここで具体的なことは申し上げられませんけれど

も、やはりずっと遠い先の将来を考えれば当然ですけれども、必要なことであります。徐々

に徐々にこの実現に向けて検討を重ねていきたいという思いでありますので、ご理解をいた

だきたいと思います。以上であります。 

○牛木芳雄君  「南魚沼市地域新エネルギービジョン」をどう活かすか 

委員会ではそれこそレベルの高い崇高な議論をしたようであります。この基本になるもの

は京都議定書、あるいは地球温暖化等々、やはりこれを受けてそれぞれの公がこういうこと

に取り組んでいかなければならないということだと思っているのです。上越市等はそういう

先駆的な自治体でありますから、例えば紙１枚にしろ、消しゴムひとつにしろ、予算措置を

伴わなくても、環境に配慮した取り組みをしているのです。 

しかし、わが市の取り組みでは、ホームページでなのですけれども、あまりそういういわ

ば環境に配慮したというのはあまり触れていないわけです。ほんの６項目、冷房温度は２８

度にしようとか、水道の蛇口はなるべくすぐ止めようとか、そういう程度のものでありまし

た。私はもう少し積極的に取り組んでみたらどうか、というふうに思っているのです。 

市長は今のその中で２番目の地下水の件でありますが、今までの答弁の域を出ていないわ

けで、今までずっと聞いていた答弁と同じことの繰り返しでした。私が先ほど壇上で言った

のは、地下水の規制をしてから既に１２年も経過をしてしまった。この中で中心部の人たち

は本当に疲へいをしているということであります。 

こんなこと言っていいか悪いかわかりませんけれども、井戸を持つものと持たないもの。

あるいは持てるものと持てないもの。いわば自分たちの既得権であるかのようにしている方

もなかにはおいでですから、そういういわば不満感、不平感がたくさんあります。たくさん

あります。これらをどういうふうに精査をしていくかというのが、大事な問題であろうかと

思います。 

それで未来永劫、こういう規制を続けていくのかいかないのか。これも問題だと思うので

す。私は例えば提案でありますが、何軒かで利用組合を作って、そういうものに対応するの

もひとつの方法かなとも思っているのですが、その辺はどういうお考えでありましょうか。 

ちょっとこれで一応終わりますけれども、私もホームページを見たときに、先ほどの市長

の施政方針にも関連して、寺口さんとも関連する、「爾俸爾禄」の件で恐縮でありますが、こ

の市長のホームページ見てみますと、にこやかに笑って、市長のプロフィールというのがあ

りました。市の職員に言っている言葉に「常に明るく 優しく 爽やかに」というふうに。

その下に例の「爾俸爾禄」の言葉があります。 

私も全く同感でありまして、やはりそういう気持ちで職員の皆さん、私も議員であります

から、議員もそういう皆さんの税金からいただいたものでもって給料をいただいている。自

分を戒めながらやっていかなければならないと思うわけであります。ありますが、これは殿
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様が命じて石に彫らせたわけです。私が思うには、市長は先ほど市民クラブの統一見解だか

などとかなりエキサイトしたようでありますが、これは全く寺口君が自分の気持ちで言った

わけでありますけれども。 

私たちは市民の目線でこの議員活動をしていこうと、こういうことで市民クラブという名

前をつけたわけであります。私は今、幹事長でありますから言いますけれども、そういうこ

とで名前をつけました。この殿様は、士、武士、殿様、これはいわばそれは官です。官が上

で民、領民が下と。こういう考え方がやはりバックボーンにあるのだと思うのです。それを

寺口君は同じ目線で、ということを言いたかったのではないかなというふうに私は推測して

いるわけであります。議論はまた後で寺口さんとしていきたいと、こういうことでありまし

て、よろしく。 

○市   長  「南魚沼市地域新エネルギービジョン」をどう活かすか 

地下水規制につきましては、規制が始まって１２年ということであります。以前にも牛木

議員にちょっとお答えしましたが、非常に問題的には難しい場面もはらんでおりますうので、

まだお前その結論出さないのか、ということをおっしゃられた際に、俺はまだ町長になって

１年半だ、ということでちょっと反論した覚えがありますけれども、そうばかりも言ってお

られませんので、今、具体的な部分を検討に入ろうということであります。 

県もこのことにようやく腰を上げていただいて、懇談会のなかに入っていこうと。そして

ある知恵を出していこうということでありますので、その成果をきちんと出していきたい。

本当に持つものと持たざるものとの差と言いますか、大変なことだと思っておりますし、空

洞化も心配されます。駅裏の区画整理したところも、この問題でやはりまだ農地のまま残っ

たり、そういう部分が非常に多く見受けられると。 

地下水規制のない部分にやはり皆さんが家を建てられるドーナツ現象も出ております。ま

ちづくりとしては非常にまずいことでありますので、なるべく早くこのことは結論を出して、

地下水を使わないのではないのです。地下水を有効的に利用していける方法はどこにあるか。

地下水を使わなくてもいい方法があれば、これはまたそれなりにそれが一番いいということ

であれば。そう悠長なことは言っていられませんので、なるべく短い期間で結論を出して、

そしてその方向をまた皆さん方と相談したいと思っております。 

「戒石銘」につきましては、わかりましたので。ただ全く考え方が違います。公務員、い

わゆる武士という階級であるがゆえに、ちゃんと市民の皆さんと目を揃えなさいということ

を言っているわけです。武士だから発想したとか、そういうことではないのです。皆さんだ

って議員でしょ。議員の目から見て市民の皆さんと一緒にということになるわけです。立場

がそうなっているからこそ、その目をきちんと一緒にしなさいということを言っているわけ

です。殿様の発想とかそういうことではないわけです。そこをご理解いただいて議論は後ほ

どまたよろしくお願いいたします。 

○議   長  お諮りいたします。本日の会議はこれで延会したいと思いますが、ご異議

ございませんか。 



 - 73 -

（「異議なし」の声あり） 

 異議なしと認めます。よって本日はこれで延会することに決定しました。 

次の本会議は明日６月２１日午前９時３０分、当議事場で開きます。大変ご苦労さまでし

た。 

（午後４時１７分） 

 

 


